
令和７年第１回都城市議会定例会（３月）

（議案第１号～第７９号、諮問第１号～第６号）





  

議案第２７号 

 

 

   都城市固定資産評価審査委員会の審査等に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

 

 

 都城市固定資産評価審査委員会の審査等に関する条例の一部を改正する条例を別

紙のとおり制定する。 

 

 

   令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 
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   都城市固定資産評価審査委員会の審査等に関する条例の一部を改正する条例 

 都城市固定資産評価審査委員会の審査等に関する条例（平成18年条例第14号）に一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（審査の申出） （審査の申出） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 審査申出書には、審査申出人（審査申出人が法人その他の社

団又は財団であるときは代表者又は管理人、総代を互選したと

きは総代、代理人によって審査の申出をするときは代理人）が

署名又は記名押印しなければならない。 

 

５ （略） ４ （略） 

６ （略） ５ （略） 

（口頭審理） （口頭審理） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 前項の口述書には、次に掲げる事項を記載し、提出者がこれ

に署名又は記名押印しなければならない。 

５ 前項の口述書には、次に掲げる事項を記載しなければならな

い。 

(１)～(３) （略） (１)～(３) （略） 

６～８ （略） ６～８ （略） 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 

-
3
-



 

-4-



議案第２７号関係資料 

条例の制定・改廃等に関する資料 

   【担当課：総務部総務課】 

条例名 都城市固定資産評価審査委員会の審査等に関する条例の一部を改正する条例 

制定改廃区分 □ 新規制定  ■ 一部改正  □ 全部改正  □ 廃止 

施行予定日 令和７年４月１日 制定年月 平成 18 年１月 

制定改廃の 

目的・背景 

行政手続における負担を軽減し、利便性の向上を図るため、所要の改正を行うも

の。 

条例案の概要 

（制定理由・ 

 主な改正点） 

 固定資産評価審査委員会に提出する審査申出書及び口述書への記名押印を廃止す

るため、改正を行うもの。 

関係する法令 

及びその条項 

なし 

制定改廃を要す

る関係条例等 

なし 

備考  
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議案第２８号 

 

 

   令和７年度組織変更に伴う関係条例の整理に関する条例の制定につい

て 

 

 

 令和７年度組織変更に伴う関係条例の整理に関する条例を別紙のとおり制定する。 

 

 

   令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 
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   令和７年度組織変更に伴う関係条例の整理に関する条例  
 （都城市部設置条例の一部改正） 

第１条 都城市部設置条例（平成18年条例第15号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。  

改正前 改正後 

（部の設置） （部の設置） 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第158条第１項の規定

に基づき、市長の権限に属する事務を分掌させるため、次に掲

げる部を置く。 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第158条第１項の規定

に基づき、市長の権限に属する事務を分掌させるため、次に掲

げる部を置く。 

(１)～(９) （略） (１)～(９) （略） 

(10) 観光スポーツPR部 (10) 観光PR部 

 (11) スポーツ部 

 (12) ふるさと納税部 

(11) （略） (13) （略） 

２ （略） ２ （略） 

（部の分掌事務） （部の分掌事務） 

第２条 各部の分掌事務は、次に掲げるとおりとする。 第２条 各部の分掌事務は、次に掲げるとおりとする。 

(１)～(９) （略） (１)～(９) （略） 

(10) 観光スポーツPR部 (10) 観光PR部 

ア～ウ （略） ア～ウ （略） 

エ スポーツに関する事項  

 (11) スポーツ部 

ア スポーツに関する事項 

 (12) ふるさと納税部 

ア ふるさと納税の推進に関する事項 

(11) （略） (13) （略） 
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 （都城市職員定数条例の一部改正） 

第２条 都城市職員定数条例（平成18年条例第33号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（定数） （定数） 

第２条 職員の定数は、次に掲げるとおりとする。 第２条 職員の定数は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 市長の事務部局の職員 1,027人 (１) 市長の事務部局の職員 1,029人 

(２)～(８) （略） (２)～(８) （略） 

(９) 消防機関の職員 186人 (９) 消防機関の職員 184人 

 （都城市スポーツ推進審議会条例の一部改正） 

第３条 都城市スポーツ推進審議会条例（平成18年条例第280号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（庶務） （庶務） 

第６条 審議会の庶務は、観光スポーツPR部において処理する。 第６条 審議会の庶務は、スポーツ部において処理する。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第２８号関係資料 

条例の制定・改廃等に関する資料 

   【担当課：総合政策部総合政策課】 

条例名 令和７年度組織変更に伴う関係条例の整理に関する条例 

制定改廃区分 □ 新規制定  ■ 一部改正  □ 全部改正  □ 廃止 

施行予定日 令和７年４月１日 制定年月 平成 18 年１月 

制定改廃の 

目的・背景 

令和７年度組織の見直しに伴い、関係条例の整理を図るため、所要の改正を行う

もの。 

条例案の概要 

（制定理由・ 

 主な改正点） 

（１）部組織の再編 

「観光スポーツＰＲ部」を再編し、「観光ＰＲ部」「スポーツ部」を新設する。 

ふるさと納税局を部組織として再編する。 

 

ア 都城市部設置条例 

部の組織として、観光 PR部、スポーツ部、ふるさと納税部を追加し、それぞ

れの部について、分掌事務を追加するもの。 

イ 都城市職員定数条例 

  各部局等の職員定数を令和７年４月１日時点の定数に変更するもの。 

ウ 都城市スポーツ推進審議会条例 

庶務所掌を観光スポーツ PR 部からスポーツ部へ改めるもの。 

 

関係する法令 

及びその条項 

なし 

制定改廃を要す

る関係条例等 

なし 

備考  
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議案第２９号 

 

 

   都城市印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

 

 

 都城市印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定

する。 

 

 

   令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 
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   都城市印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

 都城市印鑑登録及び証明に関する条例（平成18年条例第31号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（登録） （登録） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 前項の確認は、印鑑の登録の申請事実について郵送その他市

長が適当と認める方法により当該登録申請者に対して文書で照

会し、規則に定める期間内にその回答書及び市長が適当と認め

る書類を登録申請者又はその代理人に持参させることによって

行うものとする。ただし、代理人に回答書を持参させるときは、

委任の旨を証する書面を添えなければならない。 

２ 前項の確認は、印鑑の登録の申請事実について郵送その他市

長が適当と認める方法により当該登録申請者に対して文書で照

会し、規則に定める期間内にその回答書及び市長が適当と認め

る書類を登録申請者又はその代理人に持参させることによって

行うものとする。ただし、代理人に回答書を持参させるときは、

委任の旨を証する書面及び当該登録者の本人確認書類を添えな

ければならない。 

３ 前項の代理人による登録申請の場合は、市長は、その代理人

の本人確認を行うものとする。 

３ 前項に規定する確認方法による登録申請の場合は、市長は、

回答書を持参した者の本人確認を行うものとする。 

４ 第２項の規定にかかわらず、登録申請者が登録を受けようと

する印鑑を自ら持参して申請した場合には、本人であることの

確認は、次の各号のいずれかによって行うことができるものと

する。 

(１) 官公署の発行した免許証、許可証若しくは身分証明書で

あって本人の写真が貼付されたもの、在留カード又は特別永

住者証明書を提示させること。 

(２) （略） 

４ 第２項の規定にかかわらず、市長は、登録申請者が登録を受

けようとする印鑑を自ら持参して申請した場合には、本人であ

ることの確認は、次の各号のいずれかによって行うことができ

るものとする。 

(１) 官公署の発行した顔写真付きの免許証等を提示させるこ

と。 

 

(２) （略） 

 ５ 前項第２号の規定により本人であることの確認をする場合に

は、登録申請者は、当該登録申請者が本人に相違ないことを保

証する者とともに申請するものとする。 

５ 市長は、第２項の規定による照会に対し規則で定める期間内 ６ 市長は、第２項の規定による照会に対し規則で定める期間内
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に回答書の持参がないとき又は登録申請者が本人でないこと若

しくは登録申請が本人の意思に基づくものでないことが明らか

になったときは、前条の申請を受理してはならない。 

に回答書の持参がないとき又は登録申請者が本人であること若

しくは登録申請が本人の意思に基づくものであることが明らか

でないときは、前条の申請を受理してはならない。 

（登録証の再交付） （登録証の再交付） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 市長は、前項の申請があったときは、登録証及び登録原票の

登録事項と照合し、当該申請が適正であることを確認の上、当

該申請した者に対して直接登録証を交付するものとする。 

３ 市長は、前項の申請があった場合において、当該申請をした

者の本人確認ができたときは、登録証及び登録原票の登録事項

と照合し、当該申請が適正であることを確認の上、当該申請を

した者に対して直接登録証を交付するものとする。 

（登録証亡失の届出） （登録証亡失の届出） 

第10条 印鑑登録者は、登録証を亡失したときは、登録された印

鑑を自ら持参し、書面で市長に届け出なければならない。 

第10条 印鑑登録者は、登録証を亡失したときは、登録された印

鑑を自ら持参し、書面で市長に届出をしなければならない。 

 ２ 市長は、前項の届出をする者の本人確認をするものとする。 

２ 印鑑登録者が疾病その他やむを得ない事由により前項の届出

をすることができないときは、前項の規定にかかわらず、委任

の旨を証する書面を添えて代理人により届出をすることができ

る。 

３ 印鑑登録者が疾病その他やむを得ない事由により第１項の届

出をすることができないときは、同項の規定にかかわらず、委

任の旨を証する書面を添えて代理人により届出をすることがで

きる。 

 ４ 市長は、前項の場合において、当該届出をする者の本人確認

及び当該印鑑登録者が本人であることの確認をするものとす

る。 

（登録廃止の申請） （登録廃止の申請） 

第11条 （略） 第11条 （略） 

 ２ 市長は、前項の申請をする者の本人確認をするものとする。 

２ 印鑑登録者が疾病その他やむを得ない事由により前項の申請

をすることができないときは、前項の規定にかかわらず、委任

の旨を証する書面を添えて代理人により申請することができ

３ 印鑑登録者が疾病その他やむを得ない事由により第１項の申

請をすることができないときは、同項の規定にかかわらず、委

任の旨を証する書面を添えて代理人により申請することができ
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る。 る。 

 ４ 市長は、前項の申請をする者の本人確認をするものとする。 

３ 第１項の場合において印鑑登録者が登録証を亡失して添える

ことができないときは、第８条の規定にかかわらず、市長は、当

該申請が印鑑登録者本人の意思に基づくものであることを確認

することにより、これを受理することができる。 

５ 第１項の場合において印鑑登録者が登録証を亡失して添える

ことができないときは、第８条の規定にかかわらず、市長は、当

該廃止申請者が本人であること及び当該申請が印鑑登録者本人

の意思に基づくものであることを確認することにより、これを

受理することができる。 

４ 前項の確認は、印鑑登録廃止の申請事実について郵送その他

市長が適当と認める方法により当該印鑑登録者に対して文書で

照会し、規則に定める期間内にその回答書を印鑑登録者又はそ

の代理人に提出させることによって行うものとする。 

 

５ 前項の規定にかかわらず、印鑑登録者が自ら第３項による申

請をした場合には、本人の意思であることの確認は、次の各号

のいずれかによって行うことができるものとする。 

(１) 官公署の発行した免許証、許可証若しくは身分証明書で

あって本人の写真が貼付されたもの、在留カード又は特別永

住者証明書を提示させること。 

(２) 本市において既に印鑑の登録を受けている者から当該登

録廃止申請者が本人に相違ないことを保証した書面（登録さ

れた印鑑を押印したものに限る。）を提出させること。  

６ 市長は、印鑑登録者が自ら前項による申請をした場合には、

本市において既に印鑑の登録を受けている者から当該廃止申請

者が本人に相違ないことを保証した書面（登録された印鑑を押

印したものに限る。）を提出させることで本人確認に代えるこ

とができるものとする。 

 

６ 市長は、第４項の規定による照会に対し規則で定める期間内

に回答書の提出がないとき又は登録廃止申請が印鑑登録者本人

の意思に基づくものでないことが明らかになったときは、第３

項による申請を受理してはならない。 

７ 市長は、当該廃止に係る印鑑登録者が本人であること又は当

該申請が印鑑登録者本人の意思に基づくものであることが明ら

かでないときは、当該廃止の申請を受理してはならない。 

（印鑑登録証明書の交付申請） （印鑑登録証明書の交付申請） 

第14条 （略） 第14条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

 ３ 前項の規定にかかわらず、印鑑登録者が自ら交付申請する場 
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  合において、官公署の発行した顔写真付きの免許証等を提示し

たときは、印鑑登録証の提示を省略することができる。 

（申請又は届出をした者の確認）  

第19条 市長は、第９条、第10条、第11条及び第14条の規定に基

づく申請又は届出（以下「申請等」という。）があったときは、

当該申請等をした者が本人であることを確認した上、当該申請

等に係る事務を行うものとする。 

２ 前項の規定による確認は、第４条第４項第１号に規定する文

書その他申請等をした者が本人であることを確認できると市長

が認める書類を提示させること又は次条の規定による質問をす

ることにより行うものとする。 

 

（質問及び調査） （質問及び調査） 

第20条 （略） 第19条 （略） 

（都城市行政手続条例の適用除外） （都城市行政手続条例の適用除外） 

第21条 （略） 第20条 （略） 

（委任） （委任） 

第22条 （略） 第21条 （略） 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第２９号関係資料 

条例の制定・改廃等に関する資料 

   【担当課：地域振興部市民課】 

条例名 都城市印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

制定改廃区分 □ 新規制定  ■ 一部改正  □ 全部改正  □ 廃止 

施行予定日 公布の日 制定年月 平成 18 年１月 

制定改廃の 

目的・背景 

印鑑登録等の申請時における本人確認手続きを明確にする等のため、所要の改正

を行うもの。 

条例案の概要 

（制定理由・ 

 主な改正点） 

（１）本人確認手続きの明確化 

 印鑑登録、印鑑登録廃止、登録証の再交付、亡失の手続時における本人確認手続

きについて明確にする。 

 

（２）登録廃止時における文書照会方法の削除 

 印鑑登録廃止申請時において本人確認を行うため、それにより本人の意思確認を

行うことができ、文書による照会をする必要がないため、規定を削除するもの。 

 

（３）印鑑登録証の提示が不要な場合の規定の追加 

 印鑑登録証明書交付申請時において、登録者本人が交付申請をする場合には、本

人確認を行うことで足りるため、印鑑登録証の提示を不要とするもの。 

 

関係する法令 

及びその条項 

なし 

制定改廃を要す

る関係条例等 

なし 

備考  
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議案第３０号 

 

 

   都城市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び都城市職員の育児休

業等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

 都城市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び都城市職員の育児休業等に関す

る条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

 

   令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 
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   都城市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び都城市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 （都城市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第１条 都城市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成18年条例第42号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限） （育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限） 

第８条の３ （略） 第８条の３ （略） 

２ 任命権者は、３歳に満たない子のある職員が、規則で定める

ところにより当該子を養育するために請求した場合には、当該

請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが

著しく困難である場合を除き、第８条第２項の勤務（災害その

他避けることのできない事由に基づく臨時の勤務を除く。以下

同じ。）をさせてはならない。 

２ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員

が、規則で定めるところにより、当該子を養育するために請求

した場合には、当該請求をした職員の業務を処理するための措

置を講ずることが著しく困難である場合を除き、第８条第２項

の勤務（災害その他避けることのできない事由に基づく臨時の

勤務を除く。以下同じ。）をさせてはならない。 

３ （略） ３ （略） 

４ 前３項の規定は、第15条第１項に規定する日常生活を営むの

に支障がある者（以下この項において「要介護者」という。）

を介護する職員について準用する。この場合において、第１項

中「小学校就学の始期に達するまでの子（民法（明治29年法律

第89号）第817条の２第１項の規定により職員が当該職員との

間における同項に規定する特別養子縁組の成立について家庭

裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に

係属している場合に限る。）であって、当該職員が現に監護す

るもの、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第

３号の規定により同法第６条の４第２号に規定する養子縁組

里親である職員に委託されている児童その他これらに準ずる

者として規則で定める者を含む。以下この項から第３項までに

おいて同じ。）のある職員（職員の配偶者で当該子の親である

ものが、深夜（午後10時から翌日の午前５時までの間をいう。

４ 前３項の規定は、第15条第１項に規定する日常生活を営むの

に支障がある者（以下この項において「要介護者」という。）

を介護する職員について準用する。この場合において、第１項

中「小学校就学の始期に達するまでの子（民法（明治29年法律

第89号）第817条の２第１項の規定により職員が当該職員との

間における同項に規定する特別養子縁組の成立について家庭

裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に

係属している場合に限る。）であって、当該職員が現に監護す

るもの、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第

３号の規定により同法第６条の４第２号に規定する養子縁組

里親である職員に委託されている児童その他これらに準ずる

者として規則で定める者を含む。以下この項から第３項までに

おいて同じ。）のある職員（職員の配偶者で当該子の親である

ものが、深夜（午後10時から翌日の午前５時までの間をいう。
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以下この項において同じ。）において常態として当該子を養育

することができるものとして規則で定める者に該当する場合

における当該職員を除く。）が、規則で定めるところにより、

当該子を養育」とあり、第２項中「３歳に満たない子のある職

員が、規則で定めるところにより、当該子を養育」とあり、及

び前項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が、

規則で定めるところにより、当該子を養育」とあるのは、「要

介護者のある職員が、規則で定めるところにより、当該要介護

者を介護」と、第１項中「深夜における」とあるのは「深夜（午

後10時から翌日の午前５時までの間をいう。）における」と、

第２項中「当該請求をした職員の業務を処理するための措置を

講ずることが著しく困難である」とあるのは「公務の運営に支

障がある」と読み替えるものとする。 

以下この項において同じ。）において常態として当該子を養育

することができるものとして規則で定める者に該当する場合

における当該職員を除く。）が、規則で定めるところにより、

当該子を養育」とあり、並びに第２項及び前項中「小学校就学

の始期に達するまでの子のある職員が、規則で定めるところに

より、当該子を養育」とあるのは、「要介護者のある職員が、

規則で定めるところにより、当該要介護者を介護」と、第１項

中「深夜における」とあるのは「深夜（午後10時から翌日の午

前５時までの間をいう。）における」と、第２項中「当該請求

をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著し

く困難である」とあるのは「公務の運営に支障がある」と読み

替えるものとする。 

 

５ （略） ５ （略） 

（介護休暇） （介護休暇） 

第15条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（届出をしないが

事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この項にお

いて同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める者で

負傷、疾病又は老齢により規則で定める期間にわたり日常生活

を営むのに支障があるものをいう。以下同じ。）の介護をする

ため、任命権者が、職員の申出に基づき、要介護者の各々が当

該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、３回を超えず、

かつ、通算して６月を超えない範囲内で指定する期間（以下「指

定期間」という。）内において勤務しないことが相当であると

認められる場合における休暇とする。 

第15条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（届出をしないが

事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この項にお

いて同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める者（第

18条の２第１項において「配偶者等」という。）で負傷、疾病

又は老齢により規則で定める期間にわたり日常生活を営むの

に支障があるものをいう。以下同じ。）の介護をするため、任

命権者が、職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護を

必要とする一の継続する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通

算して６月を超えない範囲内で指定する期間（以下「指定期間」

という。）内において勤務しないことが相当であると認められ

る場合における休暇とする。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

 （配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意

向確認等） 
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第18条の２ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必

要とする状況に至ったことを申し出たときは、当該職員に対し

て、仕事と介護との両立に資する制度又は措置（以下この条及

び次条において「介護両立支援制度等」という。）その他の事

項を知らせるとともに、介護両立支援制度等の申告、請求又は

申出（次条において「請求等」という。）に係る当該職員の意

向を確認するための面談その他の措置を講じなければならな

い。 

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が40歳に達した日の属

する年度（４月１日から翌年の３月31日までをいう。）におい

て、前項に規定する事項を知らせなければならない。 

 （勤務環境の整備に関する措置） 

第18条の３ 任命権者は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に

行われるようにするため、次に掲げる措置を講じなければなら

ない。 

(１) 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 

(２) 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 

(３) その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関

する措置 

 （都城市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第２条 都城市職員の育児休業等に関する条例（平成18年条例第43号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（部分休業の承認） （部分休業の承認） 

第20条 （略） 第20条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 非常勤職員に対する部分休業の承認については、１日につ

き、当該非常勤職員について１日につき定められた勤務時間か

３ 非常勤職員に対する部分休業の承認については、１日につ

き、当該非常勤職員について１日につき定められた勤務時間か
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ら５時間45分を減じた時間を超えない範囲内（当該非常勤職員

が育児時間又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う

労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号）第61条第32

項において読み替えて準用する同条第29項の規定による介護

をするための時間（以下「介護をするための時間」という。）

の承認を受けて勤務しない場合にあっては、当該時間を超えな

い範囲内で、かつ、２時間から当該育児時間又は当該介護をす

るための時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を

超えない範囲内）で行うものとする。 

ら５時間45分を減じた時間を超えない範囲内（当該非常勤職員

が育児時間又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う

労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号）第61条の２

第20項の規定による介護をするための時間（以下「介護をする

ための時間」という。）の承認を受けて勤務しない場合にあっ

ては、当該時間を超えない範囲内で、かつ、２時間から当該育

児時間又は当該介護をするための時間の承認を受けて勤務し

ない時間を減じた時間を超えない範囲内）で行うものとする。 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、次項の規定は公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行日以後の日を時間外勤務制限開始日とする改正後の職員の勤務時間、休暇等に関する条例第８条の３第２項の規定

による請求（３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために行うものに限る。）を行おうとする職員は、施行日前に

おいても、規則の定めるところにより、当該請求を行うことができる。 

-
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議案第３０号関係資料 

条例の制定・改廃等に関する資料 

   【担当課：総務部職員課】 

条例名 都城市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び都城市職員の育児休業等に関する

条例の一部を改正する条例 

制定改廃区分 □ 新規制定  ■ 一部改正  □ 全部改正  □ 廃止 

施行予定日 令和７年４月１日 制定年月 平成 18 年１月 

制定改廃の 

目的・背景 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の改正

に伴い、所定労働時間を超えて労働させてはならない職員の範囲の見直し等のた

め、所要の改正を行うもの。 

条例案の概要 

（制定理由・ 

 主な改正点） 

（１）所定労働時間を超えて勤務させてはならない範囲の見直し 

 子を養育する職員が当該子を養育するために請求する場合において、任命権者等

が所定労働時間を超えて勤務させてはならない範囲について、小学校の始期に達す

るまでの子を養育する職員へと改正するもの。 

 

（２）介護についての申出があった場合等における措置等の新設 

 配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対して、介護両立支援制度等を

知らせるとともに、介護両立支援制度等の請求等に係る意向の確認のための面談の

ための規定を新設するもの。 

 

（３）勤務環境の整備に関する措置の新設 

 介護両立支援制度等の利用に係る請求等が円滑に行われるようにするため、介護

両立支援制度等に係る研修の実施等の措置を行うための規定を新設するもの。 

関係する法令 

及びその条項 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律 

制定改廃を要す

る関係条例等 

なし 

備考  
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議案第３１号 

 

 

   都城市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

 都城市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

 

   令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 
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   都城市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例 

 都城市職員退職手当支給条例（平成18年条例第59号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（失業者の退職手当） （失業者の退職手当） 

第10条 （略） 第10条 （略） 

２～10 （略） ２～10 （略） 

11 第１項、第３項及び第５項から前項までに定めるもののほか、

第１項又は第３項の規定による退職手当の支給を受けることが

できる者で次の各号の規定に該当するものに対しては、それぞ

れ当該各号に掲げる金額を、退職手当として、雇用保険法の規

定による技能習得手当、寄宿手当、傷病手当、就業促進手当、

移転費又は求職活動支援費の支給の条件に従い支給する。 

11 第１項、第３項及び第５項から前項までに定めるもののほか、

第１項又は第３項の規定による退職手当の支給を受けることが

できる者で次の各号の規定に該当するものに対しては、それぞ

れ当該各号に掲げる金額を、退職手当として、雇用保険法の規

定による技能習得手当、寄宿手当、傷病手当、就業促進手当、

移転費又は求職活動支援費の支給の条件に従い支給する。 

(１)～(３) （略） (１)～(３) （略） 

(４) 職業に就いたもの 雇用保険法第56条の３第３項に規定

する就業促進手当の額に相当する金額 

(４) 安定した職業に就いた者 雇用保険法第56条の３第３項

に規定する就業促進手当の額に相当する金額 

(５)・(６) （略） (５)・(６) （略） 

12～18 （略） 12～18 （略） 

附 則 附 則 

（経過措置） （経過措置） 

２ （略） ２ （略） 

８ 令和７年３月31日以前に退職した職員に対する第10条第10項

の規定の適用については、同項中「第28条まで」とあるのは「第

28条まで及び附則第５条」と、同項第２号中「イ 雇用保険法

第22条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由により就職

が困難な者であって、同法第24条の２第１項第２号に掲げる者

に相当する者として規則で定める者に該当し、かつ、市長が同

８ 令和９年３月31日以前に退職した職員に対する第10条第10項

の規定の適用については、同項中「第28条まで」とあるのは「第

28条まで及び附則第５条」と、同項第２号中「イ 雇用保険法

第22条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由により就職

が困難な者であって、同法第24条の２第１項第２号に掲げる者

に相当する者として規則で定める者に該当し、かつ、市長が同
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項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するために必要

な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適

当であると認めたもの」とあるのは「 

項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するために必要

な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適

当であると認めたもの」とあるのは「 

 イ 雇用保険法第22条第２項に規定する厚生労働省令で定める

理由により就職が困難な者であって、同法第24条の２第１項

第２号に掲げる者に相当する者として規則で定める者に該当

し、かつ、市長が同項に規定する指導基準に照らして再就職

を促進するために必要な職業安定法第４条第４項に規定する

職業指導を行うことが適当であると認めたもの 

ウ 特定退職者であって、雇用保険法附則第５条第１項に規定

する地域内に居住し、かつ、市長が同法第24条の２第１項に

規定する指導基準に照らして再就職を促進するために必要な

職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適

当であると認めたもの(アに掲げる者を除く。) 

イ 雇用保険法第22条第２項に規定する厚生労働省令で定める

理由により就職が困難な者であって、同法第24条の２第１項

第２号に掲げる者に相当する者として規則で定める者に該当

し、かつ、市長が同項に規定する指導基準に照らして再就職

を促進するために必要な職業安定法第４条第４項に規定する

職業指導を行うことが適当であると認めたもの 

ウ 特定退職者であって、雇用保険法附則第５条第１項に規定

する地域内に居住し、かつ、市長が同法第24条の２第１項に

規定する指導基準に照らして再就職を促進するために必要な

職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適

当であると認めたもの(アに掲げる者を除く。) 

」とする。 」とする。 

17 当分の間、第４条第１項及び第５条第１項に規定する者（20

年以上勤務し、法律の規定に基づく任期を終えて退職した者を

除く。）に対する第５条の３の規定の適用については、第５条

の３本文中「20年を」とあるのは「15年を」とする。 

17 当分の間、第４条第１項及び第５条第１項に規定する者（20

年以上勤務し、法律の規定に基づく任期を終えて退職した者を

除く。）に対する第５条の３の規定の適用については、第５条

の３本文中「20年を」とあるのは「15年を」とするほか前項の

表の左欄に掲げる者の区分に応じ、同条本文中「退職の日にお

いて定められているその者に係る定年」とあるのはそれぞれ同

表の右欄に掲げる字句とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、附則第17項の改正規定は、公布の日から施行

する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の都城市職員退職手当支給条例第10条第11項（第４号に係る部分に限り、同条第15項において準用する場合を含む。）の規

定は、退職職員（退職した条例第２条第１項に規定する職員（同条第２項の規定により職員とみなされる者を含む。）をいう。以下
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この項において同じ。）であって施行日以後に安定した職業に就いた者について適用し、退職職員であって施行日前に職業に就いた

者に対する就業促進手当に相当する退職手当の支給については、なお従前の例による。  

-
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議案第３１号関係資料 

条例の制定・改廃等に関する資料 

   【担当課：総務部職員課】 

条例名 都城市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例 

制定改廃区分 □ 新規制定  ■ 一部改正  □ 全部改正  □ 廃止 

施行予定日 令和７年４月１日 制定年月 平成 18 年１月 

制定改廃の 

目的・背景 

雇用保険法の改正に伴い、地域延長給付に係る措置期限の延長が行われること等

に対応するため、所要の改正を行うもの。 

条例案の概要 

（制定理由・ 

 主な改正点） 

（１）地域延長給付に係る措置期限の延長 

 令和７年３月 31 日まで、地域延長給付に係る措置期限が延長されているとこ

ろ、雇用保険法の改正に伴い、当該措置期限を令和９年３月 31 日まで延長するも

の。 

 

（２）定年前早期退職者に対する退職手当の基本額の特例の読替規程の追加 

 定年前早期退職者に対する退職手当の基本額の特例の対象者期間の基礎となる基

準年齢について、必要となる読替規程を追加するもの。 

 

（３）文言の整理 

 

関係する法令 

及びその条項 

雇用保険法 

制定改廃を要す

る関係条例等 

なし 

備考  
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議案第３２号 

 

 

   都城市会計年度任用職員の給与及び費用弁償等に関する条例の一部を

改正する条例の制定について 

 

 

 都城市会計年度任用職員の給与及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条

例を別紙のとおり制定する。 

 

 

   令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 
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   都城市会計年度任用職員の給与及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例 

 都城市会計年度任用職員の給与及び費用弁償等に関する条例（令和元年条例第22号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（フルタイム会計年度任用職員の期末手当） （フルタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第10条 ６月１日及び12月１日（以下「基準日」という。）にそ

れぞれ在職する任期の定めが６月以上のフルタイム会計年度任

用職員については、給与条例により常勤職員に支給される期末

手当との権衡を考慮して規則で定めるところにより、期末手当

を支給することができる。 

第10条 ６月１日及び12月１日（以下「基準日」という。）にそ

れぞれ在職する任期（当該任期の初日の前日に会計年度任用職

員（第18条第１項に規定する１週間当たりの勤務時間が著しく

少ないものとして規則で定めるパートタイム会計年度任用職員

を除く。）として任用されていた場合においては、当該任用に

係る任期を合計する。当該任用より前の任用についても同様と

する。以下同じ。）の定めが６月以上のフルタイム会計年度任

用職員については、給与条例により常勤職員に支給される期末

手当との権衡を考慮して規則で定めるところにより、期末手当

を支給することができる。 

２ ６月に期末手当を支給する場合において、前会計年度の末日

まで会計年度任用職員（第18条第１項に規定する１週間当たり

の勤務時間が著しく少ないものとして規則で定めるパートタイ

ム会計年度任用職員は除く。以下この項において同じ。）とし

て任用され、同日の翌日にフルタイム会計年度任用職員として

任用された者の任期（６月未満のものに限る。）と前会計年度

における任期（前会計年度の末日を含む期間の任用に係るもの

に限る。）との合計が６月以上に至ったときは、当該フルタイ

ム会計年度任用職員としての任期が６月以上であるとみなす。 

 

（フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当） （フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

第10条の２ （略） 第10条の２ （略） 

２ 前条第２項の規定は、６月に勤勉手当を支給する場合におけ

る任期の定めについて準用する。 
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（パートタイム会計年度任用職員の期末手当） （パートタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第18条 （略） 第18条 （略） 

２ ６月に期末手当を支給する場合において、前会計年度の末日

まで会計年度任用職員として任用され、同日の翌日にパートタ

イム会計年度任用職員として任用された者の任期（６月未満の

ものに限る。）と前会計年度における任期（前会計年度の末日

を含む期間の任用に係るものに限る。）との合計が６月以上に

至ったときは、当該パートタイム会計年度任用職員としての任

期が６月以上であるとみなす。 

 

（パートタイム会計年度任用職員の勤勉手当） （パートタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

第18条の２ （略） 第18条の２ （略） 

２ 前条第２項の規定は、６月に勤勉手当を支給する場合におけ

る任期の定めについて準用する。 

 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第３２号関係資料 

条例の制定・改廃等に関する資料 

   【担当課：総務部職員課】 

条例名 都城市会計年度任用職員の給与及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例 

制定改廃区分 □ 新規制定  ■ 一部改正  □ 全部改正  □ 廃止 

施行予定日 令和７年４月１日 制定年月 令和元年 12 月 

制定改廃の 

目的・背景 

会計年度任用職員の期末手当等の支給対象職員の見直しのため、所要の改正を行

うもの。 

条例案の概要 

（制定理由・ 

 主な改正点） 

（１）期末手当等の支給対象者の拡大 

 期末手当等の支給対象となる会計年度任用職員の任期について、基準日時点に在

職する任期に加えて、継続して任用されている場合には、基準日時点に在職する任

期の前の任期も合計するように改正するもの。 

 

 

関係する法令 

及びその条項 

なし 

制定改廃を要す

る関係条例等 

なし 

備考  
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議案第３３号 

 

 

   都城市犯罪被害者等支援条例の制定について 

 

 

 都城市犯罪被害者等支援条例を別紙のとおり制定する。 

 

 

   令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 
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   都城市犯罪被害者等支援条例 

 （目的） 

第１条 この条例は、犯罪被害者等基本法（平成16年法律第161号。以下「法」とい

う。）に基づき、本市における犯罪被害者等の支援のための基本となる事項を定

めることにより、犯罪被害者等が必要とする支援を総合的に推進し、もって犯罪

被害者等が受けた被害の軽減及び回復を図るとともに、市民が安心して暮らすこ

とができる地域社会の実現に寄与することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

 (１) 犯罪等 法第２条第１項に規定する犯罪等をいう。 

 (２) 犯罪被害者等 法第２条第２項に規定する犯罪被害者等をいう。 

 (３) 市民等 市内在住者、市内に勤務する者及び市内で学ぶ者をいう。 

 (４) 事業者 市内において事業活動を行う個人又は法人その他の団体をいう。 

 (５) 関係機関等 国、都道府県、警察その他の行政機関、犯罪被害者等の支   

援を行う公共的団体又は民間の団体その他の犯罪被害者等の支援に関係するも

のをいう。 

 (６) 二次被害 犯罪等による直接的な被害を受けた後に、犯罪被害者等への配

慮を欠いた言動、中傷、報道等により、犯罪被害者等が正当な理由なく受ける

精神的な苦痛、心身の不調、名誉の毀損、平穏な生活の侵害、プライバシーの

侵害、経済的な損失等の被害をいう。 

 （基本理念） 

第３条 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等の個人としての尊厳が重んぜられ、

その尊厳にふさわしい処遇を保障される権利が尊重されるよう、適切に行われる

ものとする。 

２ 犯罪被害者等の支援は、迅速かつ公正に行われるとともに、犯罪被害者等の経

済負担について適切に配慮された、利用しやすいものであるものとする。 

３ 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等が犯罪等により受けた被害又は二次被害

の状況及び原因並びに犯罪被害者等が置かれている状況その他の事情に応じて、
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適切に行われるものとする。 

４ 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等が被害を受けたときから再び平穏な生活

を営むことができるようになるまでの間、必要な支援を途切れることなく受ける

ことができるよう行われるものとする。 

５ 犯罪被害者等の支援は、二次被害を生じさせることのないよう行われるととも

に、犯罪被害者等に関する個人情報の適切な取扱いの確保に最大限配慮し、適切

に行われるものとする。 

 （市の責務） 

第４条 市は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）に基づき、

関係機関等との連携を図りながら、犯罪被害者等の支援に関する施策を講じるも

のとする。 

 （市民等の責務） 

第５条 市民等は、基本理念に基づき、犯罪被害者等が置かれている状況及び犯罪

被害者等の支援の必要性について理解を深めるとともに、市及び関係機関等が行

う犯罪被害者等の支援に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

 （事業者の責務） 

第６条 事業者は、基本理念に基づき、犯罪被害者等が置かれている状況及び犯罪

被害者等の支援の必要性について理解を深めるとともに、市及び関係機関等が行

う犯罪被害者等の支援に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

２ 事業者は、犯罪被害者等である従業員の就労に関し、十分配慮するよう努める

ものとする。 

 （総合的支援体制の整備） 

第７条 市は、関係機関等と連携及び協力して、犯罪被害者等の支援を円滑に行う

ことができるように、総合的な支援体制を整備するものとする。 

 （相談及び情報の提供等） 

第８条 市は、犯罪被害者等が日常生活及び社会生活を円滑に営むことができるよ

うにするため、犯罪被害者等が直面している問題について相談に応じ、必要な情

報の提供及び助言を行うものとする。 

２ 市は、前項に規定する相談、情報の提供等を総合的に行うための窓口を設置す
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るものとする。 

 （日常生活等の支援） 

第９条 市は、犯罪等の被害により日常生活を営むことについて支障がある犯罪被

害者等に対して、安心して日常生活を営むことができるようにするため、その心

身の状況等に応じた適切な保健医療サービス、福祉サービス及び日常生活等の支

援に関する情報の提供、助言その他の必要な支援を行うものとする。 

 （居住の安定） 

第10条 市は、犯罪等により従前の住居に居住することが困難となった犯罪被害者

等に対して、住居の安定を図ることができるようにするため、居住に関する情報

の提供、市営住宅への入居における特別な配慮その他の必要な支援を行うものと

する。 

 （雇用の安定） 

第11条 市は、犯罪被害者等の雇用の安定を図るため、関係機関等と連携し、犯罪

被害者等が置かれている状況について事業者の理解を深めるための啓発活動その

他の必要な支援を行うものとする。 

 （経済的負担の軽減） 

第12条 市は、犯罪等の被害による経済的負担の軽減を図るため、犯罪被害者等の

うち当該負担を軽減する必要があるものに対し、支援金の支給を行うものとする。 

２ 前項に規定する支援金の支給に関し必要な事項は、規則で定める。 

 （市民等の理解促進） 

第13条 市は、犯罪被害者等が犯罪等により受けた被害から回復し、平穏な生活を

取り戻すことができるよう、犯罪被害者等が置かれている状況、犯罪被害者等の

支援の必要性及び二次被害の防止の重要性について、市民等の理解を深めるため

の広報活動及び啓発活動を行うものとする。 

 （市内に住所を有しない者への支援） 

第14条 市は、市民等でない者が市内で発生した犯罪等により被害を受けたときは、

その者が住所を有する市町村と連携及び協力して、犯罪被害者等が直面している

問題について相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行うものとする。 

 （支援の制限） 
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第15条 市は、犯罪被害者等が犯罪等を誘発した場合その他犯罪被害者等の支援を

行うことが社会通念上適切でないと認められる場合は、支援を行わないことがで

きる。 

 （委任） 

第16条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則

で定める。 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第３３号関係資料 

条例の制定・改廃等に関する資料 

   【担当課：総務部総務課】 

条例名 都城市犯罪被害者等支援条例 

制定改廃区分 ■ 新規制定  □ 一部改正  □ 全部改正  □ 廃止 

施行予定日 令和７年４月１日 制定年月 新規制定 

制定改廃の 

目的・背景 

犯罪被害者等が必要とする支援を総合的に推進し、犯罪被害者等が受けた被害の

軽減及び回復を図るとともに、市民が安心して暮らすことができる地域社会の実現

に寄与することを目的とし、条例を制定するもの。 

条例案の概要 

（制定理由・ 

 主な改正点） 

 条例に規定する主な内容は次のとおり。 

項目 内容 

市の責務 関係機関等との連携を図りながら、犯罪被害者等の支援に関す

る施策を講じる 

市民等の責務 市及び関係機関等が行う犯罪被害者等の支援に関する施策に協

力するよう努める 

事業者の責務 市民等の責務に加え、犯罪被害者等である従業員の就労に関

し、十分配慮するよう努める 

支援体制 市が実施する支援体制は次のとおり 

・総合的支援体制の整備 

・相談及び情報の提供等 

・日常生活等の支援 

・居住の安定 

・雇用の安定 

・経済的負担の軽減 

・市民等の理解促進 

・市内に住所を有しない者への支援 

支援の制限 犯罪被害者等が犯罪等を誘発（過度の暴行や脅迫など）した場

合、その他犯罪被害者等の支援を行うことが社会通念上適切で

ない（暴力団員等）と認められる場合は支援を行わないことが

できる 
 

関係する法令 

及びその条項 

犯罪被害者等基本法 

制定改廃を要す

る関係条例等 

なし 

備考  
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議案第３４号 

 

 

   都城市子ども医療費の助成に関する条例等の一部を改正する条例の制

定について 

 

 

 都城市子ども医療費の助成に関する条例等の一部を改正する条例を別紙のとおり

制定する。 

 

 

   令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

-51-
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   都城市子ども医療費の助成に関する条例等の一部を改正する条例 

 （都城市子ども医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第１条 都城市子ども医療費の助成に関する条例（平成18年条例第125号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（対象者） （対象者） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、小中学生が都城市母子及び父子家

庭医療費助成に関する条例（平成18年条例第126号）又は都城市

重度心身障害者医療費助成に関する条例（平成18年条例第139

号）の規定により医療費の助成を受けられる者である場合は、

助成対象者としない。 

２ 前項の規定にかかわらず、小中学生が都城市母子及び父子家

庭医療費助成に関する条例（平成18年条例第126号）又は都城市

重度心身障害者医療費助成に関する条例（平成18年条例第139

号）の規定により医療費の助成を受けられる者（都城市重度心

身障害者医療費助成に関する条例第４条第２項に該当する者を

除く。）である場合は、助成対象者としない。 

（変更の届出） （変更の届出） 

第８条 受給者は、自己又は助成対象者について、第６条の受給

資格の登録内容に変更が生じた場合は、速やかに市長に届け出

なければならない。 

第８条 受給者は、自己又は助成対象者について、規則で定める

事由が生じた場合は、速やかに市長に届け出なければならない。 

２ 受給者は、助成期間終了及び転出等の理由により受給資格を

喪失した場合は、速やかに市長に受給資格証を返納しなければ

ならない。 

２ 市長は、必要があると認める場合は、受給者に対し、受給資

格証の返還を求めることができる。 

 （都城市母子及び父子家庭医療費助成に関する条例の一部改正） 

第２条 都城市母子及び父子家庭医療費助成に関する条例（平成18年条例第126号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（対象者） （対象者） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

-
5
3
-



２ （略） ２ （略） 

３ 第１項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する

者は、対象者としない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する

者は、対象者としない。 

 (１)～(３) （略）  (１)～(３) （略） 

 (４) 都城市重度心身障害者医療費助成に関する条例(平成18

年条例第139号)の規定により医療費の助成を受けられる者 

 (４) 都城市重度心身障害者医療費助成に関する条例(平成18

年条例第139号)の規定により医療費の助成を受けられる者

（都城市重度心身障害者医療費助成に関する条例第４条第２

項に該当する者を除く。） 

（届出等） （届出等） 

第８条 認定対象者又はその保護者等は、次の各号のいずれかに

該当する事由が生じた場合には、速やかにその旨を市長に届け

出なければならない。 

第８条 認定対象者又はその保護者等は、規則で定める事由が生

じた場合は、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。 

(１) 認定対象者が第３条第１項の規定に該当しなくなったと

き又は同条第３項各号の規定に該当するに至ったとき。 

 

(２) 認定対象者が氏名又は住所を変更したとき。  

(３) 認定対象者が加入している医療保険各法に規定する保険

の種類又は内容に変更があったとき。 

 

(４) その他規則で定める事由が生じたとき。  

２ 認定対象者又はその保護者等は、前項第１号に規定する事由

が生じた場合その他規則で定める事由が生じた場合は、速やか

に母子・父子等医療費受給資格証を市長に返還しなければなら

ない。 

２ 市長は、必要があると認める場合は、認定対象者又はその保

護者等に対し、母子・父子等医療費受給資格証の返還を求める

ことができる。 

 （都城市寡婦等医療費助成に関する条例の一部改正） 

第３条 都城市寡婦等医療費助成に関する条例（平成18年条例第127号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（対象者） （対象者） 

-
5
4
-



第３条 （略） 第３条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

 ３ 第１項の規定にかかわらず、都城市母子及び父子家庭医療費

助成に関する条例（平成18年条例第126号）又は都城市重度心身

障害者医療費助成に関する条例（平成18年条例第139号）により

医療費の助成を受けられる者（都城市重度心身障害者医療費助

成に関する条例第４条第２項に該当する者を除く。）は、対象者

としない。 

（届出等） （届出等） 

第８条 認定対象者は、次の各号のいずれかに該当する事由が生

じた場合には、速やかにその旨を市長に届け出なければならな

い。 

第８条 認定対象者は、規則で定める事由が生じた場合は、速や

かにその旨を市長に届け出なければならない。 

(１) 認定対象者が第３条第１項の規定に該当しなくなったと

き又は同条第２項各号の規定に該当するに至ったとき。 

 

(２) 認定対象者が氏名又は住所を変更したとき。  

(３) 認定対象者が加入している医療保険各法に規定する保険

の種類又は内容に変更があったとき。 

 

(４) その他規則で定める事由が生じたとき。  

２ 認定対象者は、前項第１号に規定する事由が生じた場合その

他規則で定める事由が生じた場合は、速やかに寡婦等医療費受

給資格証を市長に返還しなければならない。 

２ 市長は、必要があると認める場合は、認定対象者に対し、寡

婦等医療費受給資格証の返還を求めることができる。 

 （都城市重度心身障害者医療費助成に関する条例の一部改正） 

第４条 都城市重度心身障害者医療費助成に関する条例（平成18年条例第139号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（対象者） （対象者） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

-
5
5
-



２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者

は、対象者としない。ただし、20歳未満の障害者にあっては、

第４号の規定は、適用しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者

は、対象者としない。ただし、20歳未満の障害者にあっては、

第５号の規定は、適用しない。 

 (１)～(３) （略）  (１)～(３) （略） 

  (４) 次条第２項に該当する者であって、前号に該当しないも

ののうち、都城市母子及び父子家庭医療費助成に関する条例

（平成18年条例第126号）又は都城市寡婦等医療費助成に関す

る条例（平成18年条例第127号）により医療費の助成を受けら

れる者 

 (４) （略）  (５) （略） 

 (５) （略）  (６) （略） 

（届出等） （届出等） 

第８条 認定対象者又はその保護者等は、次の各号のいずれかに

該当する事由が生じた場合には、速やかにその旨を市長に届け

出なければならない。 

第８条 認定対象者又はその保護者等は、規則に定める事由が生

じた場合は、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。 

(１) 認定対象者が第３条第１項の規定に該当しなくなったと

き又は同条第２項各号の規定に該当するに至ったとき。 

 

(２) 認定対象者が氏名又は住所を変更したとき。  

(３) 認定対象者が加入している医療保険各法に規定する保険

の種類又は内容に変更があったとき。 

 

(４) その他規則で定める事由が生じたとき。  

２ 認定対象者又はその保護者等は、前項第１号に規定する事由

が生じた場合その他規則で定める事由が生じた場合は、速やか

に重度心身障害者医療費受給資格証を市長に返還しなければな

らない。 

２ 市長は、必要があると認める場合は、認定対象者又はその保

護者等に対し、重度心身障害者医療費受給資格証の返還を求め

ることができる。 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

-
5
6
-



議案第３４号関係資料 

条例の制定・改廃等に関する資料 

   【担当課：こども部こども政策課／福祉部障がい福祉課】 

条例名 都城市子ども医療費の助成に関する条例等の一部を改正する条例 

制定改廃区分 □ 新規制定  ■ 一部改正  □ 全部改正  □ 廃止 

施行予定日 令和７年４月１日 制定年月 平成 18 年１月 

制定改廃の 

目的・背景 

各助成制度の届出事項等を見直し、対象者の利便性向上を図るため、所要の改正

を行うもの。 

条例案の概要 

（制定理由・ 

 主な改正点） 

都城市子ども医療費の助成に関する条例、都城市母子及び父子家庭医療費助成に関

する条例、都城市寡婦等医療費助成に関する条例及び都城市重度心身障害者医療費

助成に関する条例について、各条例の該当規定について次の見直しを行うもの。 

（１）対象者に関する規定の追加 

 都城市子ども医療費助成、母子及び父子医療費助成、寡婦等医療費助成及び重度

心身障害者医療費助成の４つの制度間における医療費助成適用の優先順位に対応す

るため、対象者に関する規定を追加する。 

 

（２） 届出事項に関する規定の見直し 

 条例で届出を義務付けている事項の一部（住所変更等）は、住所変更等の手続後

に、改めて本人が届出をしなくても、職員による確認が可能であるため、届出事項

から除外するとともに、届出が必要な事項を規則に委任する。 

 

（３） 受給資格証の返還に関する規定の見直し 

 対象者が死亡したときや転出をしたときは、受給資格証の返還を求めなくても、

受給資格証自体を使用することができなくなるため、実態としては、義務的に一律

に返還を求める必要性が乏しくなっている。そこで、返還を義務付けていたもの

を、必要がある場合（区分変更等）に回収をすることができるものに変更する。 

関係する法令 

及びその条項 

なし 

制定改廃を要す

る関係条例等 

なし 

備考  

 

-57-



 

-58-



  

議案第３５号 

 

 

   国民健康保険都城市診療所条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

 国民健康保険都城市診療所条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

 

   令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

-59-
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   国民健康保険都城市診療所条例の一部を改正する条例  
 国民健康保険都城市診療所条例（平成18年条例第155号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

 （名称及び位置）  （名称及び位置） 

第２条 診療所の名称及び位置は、次の表のとおりとする。 第２条 診療所の名称及び位置は、次の表のとおりとする。 

名称 位置 

国民健康保険都城市西岳診療所 都城市高野町3011番地 

 （略） 
 

名称 位置 

国民健康保険都城市西岳診療所 都城市高野町2985番地１ 

 （略） 
 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

-
6
1
-



 

-62-



議案第３５号関係資料 

条例の制定・改廃等に関する資料 

   【担当課：健康部保険年金課】 

条例名 国民健康保険都城市診療所条例の一部を改正する条例 

制定改廃区分 □ 新規制定  ■ 一部改正  □ 全部改正  □ 廃止 

施行予定日 公布の日  制定年月 平成 18 年１月 

制定改廃の 

目的・背景 

西岳診療所の位置について、現在の建物の所在地に変更するため、所要の改正を

行うもの。 

条例案の概要 

（制定理由・ 

 主な改正点） 

西岳診療所の位置について、都城市高野町 3011 番地から都城市高野町 2985 番地

１に改めるもの。 

関係する法令 

及びその条項 

なし 

制定改廃を要す

る関係条例等 

なし 

備考  

 

-63-



 

-64-



  

議案第３６号 

 

 

   都城市公民館条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

 都城市公民館条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

 

   令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

-65-
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   都城市公民館条例の一部を改正する条例  
 都城市公民館条例（平成21年条例第20号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。  

改正前 改正後 

 （名称、位置及び対象区域）  （名称、位置及び対象区域） 

第４条 公民館の名称、位置及びその事業の対象となる区域（以

下「対象区域」という。）は、次の表のとおりとする。 

第４条 公民館の名称、位置及びその事業の対象となる区域（以

下「対象区域」という。）は、次の表のとおりとする。 

名称 位置 対象区域 

 （略） 

小松原地区公民館 都城市大王町29街区

６号 

 （略） 

 （略） 
 

名称 位置 対象区域 

 （略） 

小松原地区公民館 都城市平江町44号２

番地 

 （略） 

 （略） 
 

２ （略） ２ （略） 

別表第１（第10条関係） 別表第１（第10条関係） 

区分 単位 基礎額 単位当たりの使用

料の額 

公民館

使用料 

 （略） 

小 松

原 地

区 公

民 館

第１研修室 同上 300円同上 

第２研修室 同上 100円同上 

第３研修室 同上 100円同上 

和室小 同上 200円同上 

和室大 同上 500円同上 

調理室 同上 300円同上 

大会議室 同上 600円同上 

 （略） 

 （略） 
 

区分 単位 基礎額 単位当たりの使用

料の額 

公民館

使用料 

 （略） 

小 松

原 地

区 公

民 館

会議室１ 同上 200円同上 

会議室２ 同上 200円同上 

会議室１及び

会議室２を併

せて使用する

場合 

 

同上 300円同上 

 （略） 

 （略） 
 

備考 備考 

-
6
7
-



１～３ （略） １～３ （略）  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において規則で定める日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （準備行為） 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日以後の小松原地区公民館に係る利用の許可、使用料の徴収等の準備行為については、施行日前に

おいても行うことができる。 

 

 

-
6
8
-



議案第３６号関係資料 

条例の制定・改廃等に関する資料 

   【担当課：教育委員会生涯学習課】 

条例名 都城市公民館条例の一部を改正する条例 

制定改廃区分 □ 新規制定  ■ 一部改正  □ 全部改正  □ 廃止 

施行予定日 
公布の日から起算して１年を超えない

範囲内において規則で定める日 
制定年月 平成 21 年３月 

制定改廃の 

目的・背景 

小松原地区公民館の建替えに伴い、既設の公民館から仮設公民館へ移転すること

により、所在地及び使用料に変更が生じるため、所要の改正を行うもの。 

条例案の概要 

（制定理由・ 

 主な改正点） 

（１） 小松原地区公民館の住所の変更 

 既設の公民館から仮設公民館へ移転するため、所在地を都城市平江町 44号 2 番

地に改正する。 

 

（２） 小松原地区公民館の使用料の変更 

 仮設公民館の供用開始に伴い、使用料を次のとおり改正する。 

区分 単位 基礎額 単位当たりの使用料の額 

公民館

使用料 

 （略） 

小 松

原 地

区 公

民館 

会議室１ 同上 200 円同上 

会議室２ 同上 200 円同上 

会議室 1 及び会議室 2 を

併せて使用する場合 

同上 300 円同上 

（略） 

（略） 
 

関係する法令 

及びその条項 

なし 

制定改廃を要す

る関係条例等 

なし 

備考  
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議案第３７号 

 

 

   都城市使用料条例等の一部を改正する条例の制定について 

 

 

 都城市使用料条例等の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

 

   令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 
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   都城市使用料条例等の一部を改正する条例 

 （都城市使用料条例の一部改正） 

第１条 都城市使用料条例（平成18年条例第100号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（使用料の金額等） （使用料の金額等） 

第２条 使用料の種類、区分、金額等は、別表第１及び別表第２

のとおりとする。この場合において、別表第１に規定するもの

（使用期間が１月以上の敷地に係るもの及び配偶者等からの暴

力被害者の市営住宅の一時使用に係るものを除く。）について

は、同表に掲げる金額と当該金額に消費税法（昭和63年法律第

108号）に定める消費税の税率を乗じて得た額及びその額に地方

税法（昭和25年法律第226号）に定める地方消費税の税率を乗じ

て得た額を合算した額との合計額を使用料とする。 

第２条 使用料の種類、区分、金額等は、別表第１及び別表第２

のとおりとする。この場合において、別表第１に規定するもの

（使用期間が１月以上の敷地に係るもの及び市営住宅の目的外

入居に係るものを除く。）については、同表に掲げる金額と当

該金額に消費税法（昭和63年法律第108号）に定める消費税の税

率を乗じて得た額及びその額に地方税法（昭和25年法律第226

号）に定める地方消費税の税率を乗じて得た額を合算した額と

の合計額を使用料とする。 

２ （略） ２ （略） 

（暴力被害者の市営住宅の一時利用に係る特例） （市営住宅の目的外入居に係る特例） 

第４条の２ 前２条の規定にかかわらず、別表第１に規定する配

偶者等からの暴力被害者の市営住宅の一時使用に係る使用料の

徴収時期及び使用期間等の端数処理の方法については、都城市

営住宅条例（平成18年条例第245号）の例による。 

第４条の２ 前２条の規定にかかわらず、別表第１に規定する市

営住宅の目的外入居に係る使用料の徴収時期及び使用期間等の

端数処理の方法については、都城市営住宅条例（平成18年条例

第245号）の例による。 

  別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

種類 区分 目的 単位 金額 

行政財産目

的外使用料 

建物  （略） 

配偶者等からの暴力

被害者の市営住宅の

一時使用 

 （略） 

 （略） 

種類 区分 目的 単位 金額 

行政財産目

的外使用料 

建物  （略） 

市営住宅の目的外入

居 

 

 （略） 

 （略） 

-
7
3
-



  

  （略） 
 

  

  （略） 
 

 備考 （略）  備考 （略） 

 （都城市営住宅条例の一部改正） 

第２条 都城市営住宅条例（平成18年条例第245号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（入居者の選考）  （入居者の選考）  
第９条 （略） 第９条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 市長は、第１項に規定する入居の申込みをした者のうち、20

歳未満の子を扶養している寡婦、引揚者、炭鉱離職者、老人、

心身障害者又は生活環境の改善を図るべき地域に居住する者で

市長が定める要件を備えているもの及び市長が定める基準の収

入を有する低額所得者で速やかに市営住宅に入居することを必

要としているものについては、前３項の規定にかかわらず、市

長が割当てをした市営住宅に優先的に選考して入居させること

ができる。 

５ 市長は、第１項に規定する入居の申込みをした者のうち、母

子世帯・父子世帯（20歳未満の子を扶養している配偶者のない

世帯をいう。）のもの、配偶者等からの暴力被害者、犯罪被害

により従前の住居に居住することが困難となった世帯のもの、

引揚者、炭鉱離職者、老人、心身障害者又は生活環境の改善を

図るべき地域に居住する者で市長が定める要件を備えているも

の及び市長が定める基準の収入を有する低額所得者で速やかに

市営住宅に入居することを必要としているものその他市長が特

に居住の安定を図る必要があると認める者については、前３項

の規定にかかわらず、市長が割当てをした市営住宅に優先的に

選考して入居させることができる。 

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係） 

団地名 所在 建設事

業年度 

構造 戸数 

 （略） 

都原  （略） 

都城市都原町26番地１ 昭和48 簡易耐火平屋 18

団地名 所在 建設事

業年度 

構造 戸数 

 （略） 

都原  （略） 

都城市都原町26番地１ 昭和48 簡易耐火平屋 18 

-
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   建 

  昭和49 簡易耐火平屋

建 

８

 （略） 

 （略） 
 

   建  

  昭和49 簡易耐火平屋

建 

８ 

 令和６ 中層耐火５階

建 

45 

 （略） 

 （略） 
 

  

第３条 都城市営住宅条例の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

別表第１（第３条関係） 

団地名 所在 建設事

業年度 

構造 戸数 

 （略） 

都原  （略） 

都城市都原町26番地１ 昭和48 簡易耐火平屋

建 

18

昭和49 簡易耐火平屋

建 

８

令和６ 中層耐火５階

建 

45

 （略） 

 （略） 
 

別表第１（第３条関係） 

団地名 所在 建設事

業年度 

構造 戸数 

 （略） 

都原  （略） 

都城市都原町26番地１  

 

 

 

令和６ 

 

 

 

 

中層耐火５階

建 

 

 

 

 

45 

 （略） 

 （略） 
 

 （都城市公営型地域優良賃貸住宅条例の一部改正） 

第４条 都城市公営型地域優良賃貸住宅条例（令和６年条例第30号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

-
7
5
-



改正前 改正後 

（入居者の選考）  （入居者の選考）  
第８条 （略） 第８条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 市長は、第１項に規定する入居の申込みをした者のうち、20

歳未満の子を扶養している寡婦、引揚者、炭鉱離職者、老人、

心身障害者又は生活環境の改善を図るべき地域に居住する者で

市長が定める要件を備えているもの及び市長が定める基準の収

入を満たす低額所得者で速やかに公営型地優賃住宅に入居する

ことを必要としているものについては、前３項の規定にかかわ

らず、市長が割当てをした公営型地優賃住宅に優先的に選考し

て入居させることができる。 

５ 市長は、第１項に規定する入居の申込みをした者のうち、母

子世帯・父子世帯（20歳未満の子を扶養している配偶者のない

世帯をいう。）のもの、配偶者等からの暴力被害者、犯罪被害

により従前の住居に居住することが困難となった世帯のもの、

引揚者、炭鉱離職者、老人、心身障害者又は生活環境の改善を

図るべき地域に居住する者で市長が定める要件を備えているも

の及び市長が定める基準の収入を満たす低額所得者で速やかに

公営型地優賃住宅に入居することを必要としているものその他

市長が特に居住の安定を図る必要があると認める者について

は、前３項の規定にかかわらず、市長が割当てをした公営型地

優賃住宅に優先的に選考して入居させることができる。 

 （住宅入居の手続）  （住宅入居の手続） 

第10条 （略） 第10条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 市長は、入居決定者が第１項又は第２項に規定する期間内に

第１項の手続をしないときは、市営住宅の入居の決定を取り消

すことができる。 

４ 市長は、入居決定者が第１項又は第２項に規定する期間内に

第１項の手続をしないときは、公営型地優賃住宅の入居の決定

を取り消すことができる。 

５～８ （略） ５～８ （略） 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 (１) 第２条中都城市営住宅条例別表第１の改正規定 令和７年６月１日 

 (２) 第３条の規定 令和７年８月１日 

-
7
6
-



 （準備行為） 

２ 前項第１号の規定にかかわらず、同号に規定する施行の日（以下「施行日」という。）以後の都原団地に係る入居者の決定に関し

必要な手続その他の準備行為については、施行日前においても行うことができる。 

 

 

-
7
7
-
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議案第３７号関係資料 

条例の制定・改廃等に関する資料 

   【担当課：土木部住宅施設課】 

条例名 都城市使用料条例等の一部を改正する条例 

制定改廃区分 □ 新規制定  ■ 一部改正  □ 全部改正  □ 廃止 

施行予定日 令和７年４月１日 制定年月 平成 18 年１月等 

制定改廃の 

目的・背景 

市営住宅への優先入居等の見直し及び都城市営住宅等長寿命化計画に基づく公営

住宅集約化事業における事業の進捗に伴い、所要の改正を行うもの。 

条例案の概要 

（制定理由・ 

 主な改正点） 

（１）優先入居の見直し（都城市営住宅条例及び都城市公営型地域優良賃貸住宅条

例） 

父子世帯、配偶者等からの暴力被害者及び犯罪被害者等を優先入居の対象と明記

することとし、加えて別途国からの通知で示されているその他の「市長が特に居住

の安定を図る必要があると認める者」も対象とする。 

 

（２）目的外入居時の使用料算定方法について（都城市使用料条例） 

通常入居の条件に満たない目的外入居時の使用料算定方法を市営住宅家賃に準じ

たものとする対象を配偶者等からの暴力被害者のみとしているところ、「犯罪被害

者等」、「地域対応活用」及びその他国の通知に基づく目的外入居が含まれるよう

改正する。 

 

（３）都城市営住宅等長寿命化計画に基づく公営住宅集約化事業に伴う改正 

現在建設中の都原団地について、供用開始するため、別表に加えるもの。※令和

７年６月１日施行 

また、既存の都原団地内の簡易耐火平屋建について、建て替えに伴う供用廃止の

ため、別表から削除するもの。※令和７年８月１日施行 

関係する法令 

及びその条項 

犯罪被害者等基本法、公営住宅法、公営住宅法施行令、公営住宅法施行規則 

制定改廃を要す

る関係条例等 

なし 

備考  

 

-79-



 

-80-



議案第３７号及び第３８号関係資料 

 

都 使 審 第 ７ 号  

令和７年２月３ 日 

 

 都城市長 池田 宜永  様 

 

都城市使用料等審議会 

                       会長 西 川 英 男 

 

   使用料等の額の制定について（答申） 

 

 令和７年１月 14 日付け都財第 357 号で諮問のありました標記の件について、下記

のとおり答申いたします。 

 

記 

 

１ 都城市手数料条例の一部改正について 

審議に当たり､改定の理由、経緯、改定の内容、算定の根拠等を聴取した結

果、[別表１]のとおり改定することが適当である。 

 

 ２ 都城市使用料条例の一部改正について 

審議に当たり、改定の理由、経緯、改定の内容、算定の根拠等を聴取した結

果、[別表２]のとおり、改定することが適当である。 

 

 

 

 

 

 

 

審議会委員 

会 長 西 川 英 男 

委 員 蓑 原 行 満 

横 山 幸 子 

福 留 浪 子 

長 友 佳奈美 
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[別表１]  

○都城市手数料条例の一部改正について 

（手数料の金額等） 

第２条 徴収する手数料は、次に定めるとおりとする。 

(１) 建築許可等関係手数料 別表第１のとおり 

(２) 建築物等確認申請又は計画通知審査手数料 別表第２のとおり 

(３) 完了若しくは中間検査申請又は完了若しくは中間検査通知審査手数料 別表

第３のとおり 

(４) 開発行為許可申請手数料 別表第４のとおり 

(５) 戸籍関係その他の手数料 別表第５のとおり 

(６) 消防関係手数料 別表第６のとおり 

別表第１（第２条関係） 

種類 区分 単位 金額 備考 

１  検査済

証 の 交 付

を 受 け る

前 に お け

る 建 築 物

等 の 仮 使

用 認 定 申

請手数料 

建築基準法第７条の

６第１項第１号（同

法第 87条の２又は第

88 条第１項若しくは

第２項において準用

する場合を含む。）の

規定に基づく仮使用

の認定の申請又は同

法第 18 条第 38 項第

１号（同法第 87 条の

２又は第 88条第２項

において準用する場

合を含む。）の規定に

基づく通知に対する

審査 

（略） 

（略） 

45  長期優

良 住 宅 建

築 等 計 画

認 定 申 請

手数料 

（略） （略） （略） ア・イ （略）

ウ  ５戸を超

え 10 戸以下

のとき。 

37,000 円 

エ 10 戸を超

え 25 戸以下

のとき。 

（略） 
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61,000 円 

オ 25 戸を超

え 50 戸以下

のとき。 

96,000 円 

カ 50 戸を超

え 100 戸以

下のとき。 

146,000 円 

キ  100 戸 を

超え 200 戸

以下のとき。

248,000 円 

ク  200 戸 を

超え 300 戸

以下のとき。

314,000 円 

ケ  300 戸 を

超えるとき。

356,000 円 

   （略） ア・イ （略）

ウ  ５戸を超

え 10 戸以下

のとき。 

54,000 円 

エ 10 戸を超

え 25 戸以下

のとき。 

89,000 円 

オ 25 戸を超

え 50 戸以下

のとき。 

142,000 円 

カ 50 戸を超

え 100 戸以

下のとき。 

217,000 円 
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キ  100 戸 を

超え 200 戸

以下のとき。

367,000 円 

ク 200 戸を 

超え 300 戸

以下のとき。

465,000 円 

ケ  300 戸 を

超えるとき。

528,000 円 

  （略） （略） ア・イ （略）

ウ  ５戸を超

え 10 戸以下

のとき。 

37,000 円 

エ 10 戸を超

え 25 戸以下

のとき。 

61,000 円 

オ 25 戸を超

え 50 戸以下

のとき。 

96,000 円 

カ 50 戸を超

え 100 戸以

下のとき。 

146,000 円 

キ  100 戸 を

超え 200 戸

以下のとき。

248,000 円 

ク  200 戸 を

超え 300 戸

以下のとき。

314,000 円 

ケ  300 戸 を
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超えるとき。

356,000 円 

  （略） （略） ア （略） 

イ  １戸を超

え ５ 戸 以 下

のとき。 

113,000 円 

ウ  ５戸を超

え 10 戸以下

のとき。 

180,000 円 

エ 10 戸を超

え 25 戸以下

の と き 。

355,000 円 

オ 25 戸を超

え 50 戸以下

のとき。 

637,000 円 

カ 50 戸を超

え 100 戸以

下のとき。 

1,096,000円

キ  100 戸 を

超え 200 戸

以下のとき。

2,028,000円

ク  200 戸 を

超え 300 戸

以下のとき。

2,901,000円

ケ  300 戸 を

超えるとき。

3,557,000円

 

   （略） ア （略） 

イ  １戸を超

え ５ 戸 以 下

 

-85-



のとき。 

167,000 円 

ウ  ５戸を超

え 10 戸以下

のとき。 

267,000 円 

エ 10 戸を超

え 25 戸以下

のとき。 

527,000 円 

オ 25 戸を超

え 50 戸以下

のとき。 

945,000 円 

カ 50 戸を超

え 100 戸以

下のとき。 

1,625,000円

キ  100 戸 を

超え 200 戸

以下のとき。

3,010,000円

ク  200 戸 を

超え 300 戸

以下のとき。

4,305,000円

ケ  300 戸 を

超えるとき。

5,278,000円

46  長期優

良 住 宅 建

築 等 計 画

変 更 認 定

申 請 手 数

料 

（略） （略） （略） ア～エ （略）

オ 25 戸を超

え 50 戸以下

のとき。 

56,000 円 

カ 50 戸を超

え 100 戸以

下のとき。 

（略） 
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96,000 円 

キ  100 戸 を

超え 200 戸

以下のとき。

159,000 円 

ク  200 戸 を

超え 300 戸

以下のとき。

195,000 円 

ケ  300 戸 を

超えるとき。

208,000 円 

   （略） ア～エ （略）

オ 25 戸を超

え 50 戸以下

のとき。 

83,000 円 

カ 50 戸を超

え 100 戸以

下のとき。 

143,000 円 

キ  100 戸 を

超え 200 戸

以下のとき。

236,000 円 

ク  200 戸 を

超え 300 戸

以下のとき。

290,000 円 

ケ  300 戸 を

超えるとき。

309,000 円 

 

   （略） （略） ア～エ （略）

オ 25 戸を超

え 50 戸以下

のとき。 

56,000 円 
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カ 50 戸を超

え 100 戸以

下のとき。 

96,000 円 

キ  100 戸 を

超え 200 戸

以下のとき。

159,000 円 

ク  200 戸 を

超え 300 戸

以下のとき。

195,000 円 

ケ  300 戸 を

超えるとき。

208,000 円 

   （略） （略） ア （略） 

イ  １戸を超

え ５ 戸 以 下

のとき。 

90,000 円 

ウ  ５戸を超

え 10 戸以下

のとき。 

143,000 円 

エ 10 戸を超

え 25 戸以下

のとき。 

295,000 円 

オ 25 戸を超

え 50 戸以下

のとき。 

540,000 円 

カ 50 戸を超

え 100 戸以

下のとき。 

949,000 円 

キ  100 戸 を
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超え 200 戸

以下のとき。

1,780,000円

ク  200 戸 を

超え 300 戸

以下のとき。

2,588,000円

ケ  300 戸 を

超えるとき。

3,201,000

円 

   （略） ア  １戸のと

き。 

53,000 円 

イ  １戸を超

え ５ 戸 以 下

のとき。 

134,000 円 

ウ  ５戸を超

え 10 戸以下

のとき。 

213,000 円 

エ 10 戸を超

え 25 戸以下

のとき。 

438,000 円 

オ 25 戸を超

え 50 戸以下

のとき。 

802,000 円 

カ 50 戸を超

え 100 戸以

下のとき。 

1,409,000円

キ  100 戸 を

超え 200 戸

以下のとき。
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2,642,000円

ク  200 戸 を

超え 300 戸

以下のとき。

3,841,000円

ケ  300 戸 を

超えるとき。

4,750,000

円 

   （略） （略） ア・イ （略）

ウ  ５戸を超

え 10 戸以下

のとき。 

15,000 円 

エ・オ （略）

カ 50 戸を超

え 100 戸以

下のとき。 

49,000 円 

キ  100 戸 を

超え 200 戸

以  下 の と

き。 

88,000 円 

ク  200 戸 を

超え 300 戸

以下のとき。

117,000 円 

ケ  300 戸 を

超えるとき。

146,000 円 

 

   （略） ア～エ （略）

オ 25 戸を超

え 50 戸以下

のとき。 

58,000 円 

カ （略） 
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キ  100 戸 を

超え 200 戸

以下のとき。

130,000 円 

ク  200 戸 を

超え 300 戸

以下のとき。

174,000 円 

ケ  300 戸 を

超えるとき。

217,000 円 

（略） 

49  長期優

良 住 宅 維

持 保 全 計

画 認 定 申

請手数料 

（略） （略） （略） ア・イ （略）

ウ  ５戸を超

え 10 戸以下

のとき。 

54,000 円 

エ 10 戸を超

え 25 戸以下

のとき。 

89,000 円 

オ 25 戸を超

え 50 戸以下

のとき。 

142,000 円 

カ 50 戸を超

え 100 戸以

下のとき。 

217,000 円 

キ  100 戸 を

超え 200 戸

以下のとき。

367,000 円 

ク  200 戸 を

超え 300 戸

以下のとき。

465,000 円 
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ケ  300 戸 を

超えるとき。

528,000 円 

   （略） （略） ア （略） 

イ  １戸を超

え ５ 戸 以 下

のとき。 

167,000 円 

ウ ５戸を超 

え 10 戸以下

のとき。 

267,000 円 

エ 10 戸を超

え 25 戸以下

のとき。 

527,000 円 

オ 25 戸を超

え 50 戸以下

のとき。 

945,000 円 

カ 50 戸を超

え 100 戸以

下のとき。 

1,625,000円

キ  100 戸 を

超え 200 戸

以下のとき。

3,010,000円

ク  200 戸 を

超え 300 戸

以下のとき。

4,305,000

円 

ケ  300 戸 を

超えるとき。

5,278,000

円 
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50 長期優

良住宅維

持保全計

画変更認

定申請手

数料 

（略）  （略） （略） ア～エ （略）

オ 25 戸を超

え 50 戸以下

のとき。 

83,000 円 

カ 50 戸を超

え 100 戸以

下のとき。 

143,000 円 

キ  100 戸 を

超え 200 戸

以下のとき。

236,000 円 

ク  200 戸 を

超え 300 戸

以下のとき。

290,000 円 

ケ  300 戸 を

超えるとき。

309,000 円 

 

   （略） （略） ア  １戸のと

き。 

53,000 円 

イ  １戸を超

え ５ 戸 以 下

のとき。 

134,000 円 

ウ  ５戸を超

え 10 戸以下

のとき。 

213,000 円 

エ 10 戸を超

え 25 戸以下

のとき。 

438,000 円 

オ 25 戸を超

え 50 戸以下
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のとき。 

802,000 円 

カ 50 戸を超

え 100 戸以

下のとき。 

1,409,000円

キ  100 戸 を

超え 200 戸

以下のとき。

2,642,000

円 

ク  200 戸 を

超え 300 戸

以下のとき。

3,841,000円

ケ  300 戸 を

超えるとき。

4,750,000

円 

   （略） （略） ア～エ （略）

オ 25 戸を超

え 50 戸以下

のとき。 

58,000 円 

カ （略） 

キ  100 戸 を

超え 200 戸

以下のとき。

130,000 円 

ク  200 戸 を

超え 300 戸

以下のとき。

174,000 円 

ケ 300 戸を 

超えるとき。

217,000 円 

 

 （略） 
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52  低炭素

建 築 物 新

築 等 計 画

認 定 申 請

手数料 

都市の低炭素化の促

進に関する法律（平

成 24 年法律第 84 号

）第 54 条第１項第１

号に掲げる基準に係

る技術的審査に適合

すると認められた計

画（以下「低炭素建

築物事前審査適合計

画」という。）である

ことを証明する書類

の提出がある場合 

認定申請に係

る建築物１棟

の全部又は一

部が戸建住宅

である場合の

住宅部分 

建 築 物 １ 棟

につき  

5,000 円 

 

１ 当該認定に併せ

て都市の低炭素化の

促進に関する法律第

54 条第２項の規定に

より建築基準関係規

定に適合するかどう

かの審査を受けるよ

う申し出る場合にあ

っては、当該建築物

の床面積の区分並び

に建築設備及び工作

物の件数に応じ、別

表第２に掲げる金額

を加えた金額とする

。 

２ 認定申請に係る建

築物が住宅と非住宅

の複合建築物である

場合は、それぞれの

区分により算定した

額の合計とする。 

認定申請に係

る建築物１棟

の全部又は一

部が共同住宅

である場合の

住宅部分 

ア  床面積の

合 計 が 300

平 方 メ ー ト

ル 未 満 の も

の  

10,000 円 

イ  床面積の

合 計 が 300

平 方 メ ー ト

ル 以 上

2,000 平 方

メ ー ト ル 未

満のもの 

20,000 円 

ウ  床面積の

合計が 2,000

平 方 メ ー ト

ル以上 5,000

平 方 メ ー ト

ル 未 満 の も

の  43,000

円 

エ  床面積の

合計が 5,000

平 方 メ ー ト

ル 以 上 の も

の  

77,000 円 

 

  認定申請に係

る建築物１棟

ア  床面積の

合 計 が 300
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の全部又は一

部が非住宅で

ある場合の非

住宅部分 

平 方 メ ー ト

ル 未 満 の も

の  10,000

円 

イ  床面積の

合 計 が 300

平 方 メ ー ト

ル 以 上

1,000 平 方

メ ー ト ル 未

満のもの  

16,000 円 

ウ  床面積の

合計が 1,000

平 方 メ ー ト

ル以上 2,000

平 方 メ ー ト

ル 未 満 の も

の  

26,000 円 

エ  床面積の

合計が 2,000

平 方 メ ー ト

ル以上 5,000

平 方 メ ー ト

ル 未 満 の も

の  

77,000 円 

オ  床面積の

合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル 以

上 10,000 平

方 メ ー ト ル

未満のもの 

121,000 円 

カ  床面積の
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合 計 が

10,000 平方

メ ー ト ル 以

上 25,000 平

方 メ ー ト ル

未満のもの 

152,000 円 

キ  床面積の

合 計 が

25,000 平方

メ ー ト ル 以

上のもの  

190,000 円 

 低 炭 素 建

築 物 事 前

審 査 適 合

計 画 で あ

る こ と を

証 明 す る

書 類 の 提

出 が な い

場 合

認 定

申 請

に 係

る 建

築 物

１ 棟

の全

部又

は一

部が

住宅

であ

る場

合の

住宅

部分 

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

基 準

等 を

定 め

る 省

令 （

平 成

28 年

経 済

産 業

省 ・

国 土

交 通

省 令

第 １

号 。

以 下

「 省

令 」

戸建住宅１棟

につき 

ア  床面積の

合 計 が 200

平 方 メ ー ト

ル 未 満 の も

の  

35,000 円 

イ  床面積の

合 計 が 200

平方 メ ート

ル以 上 のも

の 

38,000 円 
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と い

う。）

第 10

条 第

２ 号

イ （

１ ）

及 び

ロ （

１ ）

の 基

準 に

係 る

部 分

    共同住宅１棟

につき 

ア 床面積の

合計が 300

平方メート

ル未満のも

の  

67,000 円 

イ  床面積の

合 計 が 300

平 方 メ ー ト

ル 以 上

2,000 平 方

メ ー ト ル 未

満のもの  

111,000 円 

ウ  床面積の

合 計 が

2,000 平 方

メー ト ル以

上 5,000 平

方メ ー トル

未満のもの 

187,000 円 

エ 床面積の
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合計が

5,000 平方

メートル以

上のもの  

 267,000 円 

   省 令

第 10

条 第

２ 号

イ （

２ ）

及 び

ロ （

２ ）

の 基

準 に

係 る

部分 

戸建住宅１棟

につき 

ア  床面積の

合 計 が 200

平 方 メ ー ト

ル 未 満 の も

の  

19,000 円 

イ  床面積の

合 計 が 200

平 方 メ ー ト

ル 以 上 の も

の  

20,000 円 

 

    共同住宅１棟

につき 

ア  床面積の

合 計 が 300

平 方 メ ー ト

ル 未 満 の も

の  

33,000 円 

イ  床面積の

合 計 が 300

平方 メ ート

ル 以 上

2,000 平 方

メー ト ル未

満のもの  

56,000 円 

ウ  床面積の

合 計 が

2,0 0 0 平方

メ ー ト ル 以

上 5,000 平
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方 メ ー ト ル

未 満 の も の

99,000 円 

エ  床面積の

合 計 が

5,0 0 0 平方

メ ー ト ル 以

上 の も の

 149,000 円 

   省 令

第 10

条 第

２ 号

イ （

１ ）

及 び

ロ （

２ ）

又 は

第 ２

号 イ

（ ２

） 及

び ロ

（ １

） の

基 準

に 係

る 部

分 

戸建住宅１棟

につき 

ア  床面積の

合 計 が 200

平 方 メ ー ト

ル 未 満 の も

の  

26,000 円 

イ 床面積 

の合計が

200 平方メ

ートル以上

のもの 

29,000 円 

 

    共同住宅１棟

につき 

ア  床面積の

合 計 が 300

平 方 メ ー ト

ル 未 満 の も

の  

50,000 円 

イ  床面積の
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合 計 が 300

平 方 メ ー ト

ル 以 上

2,000 平 方

メ ー ト ル 未

満のもの  

83,000 円 

ウ  床面積の

合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル 以

上 5,000 平

方 メ ー ト ル

未満のもの 

143,000 円 

エ  床面積の

合 計 が

5,0 0 0 平方

メー ト ル以

上 の も の

 208,000 円 

  認 定 申 請

に 係 る 建

築 物 １ 棟

の 全 部 又

は 一 部 が

非 住 宅 で

あ る 場 合

の 非 住 宅

部分 

省令第 10 条第

１号イ（１）及

びロ（１）の基

準に係る部分 

ア  床面積の

合 計 が 300

平 方 メ ー ト

ル 未 満 の も

の  

217,000 円 

イ  床面積の

合 計 が 300

平 方 メ ー ト

ル以上 1,000

平 方 メ ー ト

ル 未 満 の も

の  

271,000 円 

ウ  床面積の

合 計 が
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1,000 平 方

メ ー ト ル 以

上 2,000 平

方 メ ー ト ル

未満のもの 

 349,000 円 

エ  床面積の

合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル 以

上 5,000 平

方 メ ー ト ル

未満のもの 

497,000 円 

オ  床面積の

合計が 5,000

平 方 メ ー ト

ル 以 上

10,000 平方

メ ー ト ル 未

満のもの  

612,000 円 

カ 床面積の

合計が

10,000 平方

メートル以

上 25,000 平

方メートル

未満のもの

722,000 円 

キ  床面積の

合 計 が

25,000 平方

メ ー ト ル 以

上のもの  

824,000 円 

   省令第 10 条第ア  床面積の 

-102-



１号イ（２）及

びロ（２）の基

準に係る部分 

合 計 が 300

平 方 メ ー ト

ル 未 満 の も

の  

84,000 円 

イ  床面積の

合 計 が 300

平 方 メ ー ト

ル以上 1,000

平 方 メ ー ト

ル 未 満 の も

の  

107,000 円 

ウ 床面積の

合計が

1,000 平方

メートル以

上 2,000 平

方メートル

未満のもの 

140,000 円 

エ  床面積の

合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル 以

上 5,000 平

方 メ ー ト ル

未満のもの 

225,000 円 

オ  床面積の

合計が 5,000

平 方 メ ー ト

ル 以 上

10,000 平方

メ ー ト ル 未

満のもの  

293,000 円 
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カ  床面積の

合 計 が

10,000 平方

メ ー ト ル 以

上 25,000 平

方 メ ー ト ル

未満のもの 

351,000 円 

キ  床面積の

合 計 が

25,000 平方

メ ー ト ル 以

上のもの  

412,000 円 

53  低炭素

建 築 物 新

築 等 計 画

変 更 認 定

申 請 手 数

料 

 建築物１棟に

つき 

認定申請に係

る建築物の床

面積の合計の

区分に応じ 52

の項に掲げる

金額の２分の

１に相当する

金額 

１ 当該認定に併せて

都市の低炭素化の促

進に関する法律第 55

条第２項において準

用する同法第 54 条

第２項の規定により

建築基準関係規定に

適合するかどうかの

審査を受けるよう申

し出る場合にあって

は、当該建築物の床

面積の区分並びに建

築設備及び工作物の

件数に応じ、別表第

２に掲げる金額を加

えた金額とする。 

２ 認定申請に係る建

築物が住宅と非住宅

の複合建築物である

場合は、それぞれの

区分により算定した

額の合計とする。 

54 建築物建 築 物 の建築物省 （略） 建築物１棟に１ 当該認定に併せて
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エ ネ ル ギ

ー 消 費 性

能 向 上 計

画 認 定 申

請 手 数 料 

エ ネ ル ギ

ー 消 費 性

能 の 向 上

等 に 関 す

る 法 律 （

平成 27 年

法律第 53

号 。 以 下

「 建 築 物

省 エ ネ 法

」という。

）第 29 条

第 １ 項 又

は 第 ３ 項

の 規 定 に

基 づ く 建

築 物 エ ネ

ル ギ ー 消

費 性 能 向

上 計 画 の

認 定 の 申

請 に 対 す

る 審 査

エネ法第

30 条第１

項に掲げ

る基準に

係る技術

的審査に

適合する

と認めら

れた計画

であるこ

とを証明

する書類

（以下「適

合証等」と

いう。）の

提出があ

る場合 

つき 4,000 円 建築物省エネ法第 30

条第２項の規定によ

り建築基準関係規定

に適合するかどうか

の審査を受けるよう

申し出る場合にあっ

ては、当該建築物の

床面積の区分並びに

建築設備及び工作物

の件数に応じ、別表

第２に掲げる金額を

加えた金額とする。 

２・３ （略） 

４ 認定申請に係る建

築物の全部又は一部

が共同住宅の場合で

あって、省令第４条

第３項第２号の数値

を設計一次エネルギ

ー消費量とするとき

は、床面積の合計か

ら共用部分の床面積

を除いて算定した額

とする。 

    （略） ア （略） 

イ  床面積の

合 計 が 300

平 方 メ ー ト

ル 以 上

2,000 平 方

メ ー ト ル 未

満のもの  

19,000 円 

ウ  床面積の

合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル 以
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上 5,000 平

方 メ ー ト ル

未満のもの 

42,000 円 

エ  床面積の

合計が 5,000

平 方 メ ー ト

ル 以 上 の も

の  

76,000 円 

   （略） ア （略） 

イ  床面積の

合 計 が 300

平 方 メ ー ト

ル 以 上

1,000 平 方

メ ー ト ル 未

満のもの 

16,000 円 

ウ  床面積の

合 計 が

1,000 平 方

メ ー ト ル 以

上 2,000 平

方 メ ー ト ル

未満のもの 

25,000 円 

エ  床面積の

合計が 2,000

平 方 メ ー ト

ル以上 5,000

平 方 メ ー ト

ル 未 満 の も

の  

76,000 円 

オ  床面積の

合計が 5,000
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平 方 メ ー ト

ル 以 上

10,000 平方

メ ー ト ル 未

満のもの  

120,000 円 

カ  床面積の

合 計 が

10,000 平方

メ ー ト ル 以

上 25,000 平

方 メ ー ト ル

未満のもの 

151,000 円 

キ  床面積の

合 計 が

25,000 平方

メ ー ト ル 以

上のもの  

189,000 円 

  適 合

証 等

の 提

出 が

な い

場合 

認 定

申 請

に 係

る 建

築 物

１ 棟

の 全

部 又

は 一

部 が

住 宅

で あ

る 場

合 の

住 宅

部分 

省 令

第 10

条 第

２ 号

イ （

１ ）

及 び

ロ （

１ ）

の 基

準 に

係 る

部分 

戸建 住 宅

１棟 に つ

き 

ア 床面積の

合計が 200 平

方 メ ー ト ル

未満のもの  

34,000 円 

イ 床面積の

合計が 200 平

方 メ ー ト ル

以上のもの  

37,000 円 

 

     共同 住 宅ア 床面積の 
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１棟 に つ

き 

合 計 が 300

平方メート

ル未満のも

の   

66,000 円 

イ 床面積の

合 計 が 300

平方メート

ル 以 上

2,000 平 方

メートル未

満のもの  

110,000 円 

ウ 床面積の

合 計 が

2,000 平 方

メートル以

上 5,000 平

方メートル

未満のもの

186,000 円 

エ 床面積の

合 計 が

5,000 平 方

メートル以

上のもの  

266,000 円 

    省 令

第 10

条 第

２ 号

イ （

２ ）

及 び

ロ （

２ ）

の 基

戸建 住 宅

１棟 に つ

き 

ア 床面積の

合 計 が 200

平方メート

ル未満のも

の  18,000

円 

イ 床面積の

合計が 200

平方メート

ル以上のも
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準 に

係 る

部分 

の 19,000

円 

     共同 住 宅

１棟 に つ

き 

ア 床面積の

合 計 が 300

平方メート

ル未満のも

の  32,000

円 

イ 床面積の

合 計 が 300

平方メート

ル 以 上

2,000 平 方

メートル未

満のもの  

55,000 円 

ウ 床面積の

合 計 が

2,000 平 方

メートル以

上 5,000 平

方メートル

未満のもの 

99,000 円 

エ 床面積の

合 計 が

5,000 平方

メートル以

上 の も の

 148,000 円 

 

    省 令

第 10

条 第

２ 号

イ （

１ ）

戸建 住 宅

１棟 に つ

き 

ア 床面積の

合計が 200

平方メート

ル未満のも

の  

25,000 円 
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及 び

ロ （

２ ）

又 は

第 ２

号 イ

（ ２

） 及

び ロ

（ １

） の

基 準

に 係

る 部

分 

イ 床面積の

合計が 200

平方メート

ル以上のも

の  

28,000 円 

     共同 住 宅

１棟 に つ

き 

ア 床面積の

合計が 

300 平方メ

ートル未満

のもの 

49,000 円 

イ 床面積の

合 計 が 300

平方メート

ル 以 上

2,000 平 方

メートル未

満のもの  

82,000 円 

ウ 床面積の

合 計 が

2,000 平 方

メートル以

上 5,000 平

方メートル

未満のもの 

142,000 円 
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エ 床面積の

合計が

5,000 平方

メートル以

上のもの  

 207,000 円 

   認 定

申 請

に 係

る 建

築 物

１ 棟

の 全

部 又

は 一

部 が

非 住

宅 で

あ る

場 合

の 非

住 宅

部分 

省令第 10 条第

１号イ（１）及

びロ（１）の基

準に係る部分 

ア 床面積の

合計が 300

平方メート

ル未満のも

の  

 216,000 円 

イ  床面積の

合 計 が 300

平 方 メ ー ト

ル 以 上

1,000 平 方

メ ー ト ル 未

満のもの  

270,000 円 

ウ  床面積の

合 計 が

1,000 平 方

メー ト ル以

上 2,000 平

方メ ー トル

未満のもの 

348,000 円 

エ  床面積の

合 計 が

2,000 平 方

メー ト ル以

上 5,000 平

方メ ー トル

未満のもの 

496,000 円 

オ  床面積の
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合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル 以

上 10,000 平

方 メ ー ト ル

未満のもの 

611,000 円 

カ  床面積の

合 計 が

10,000 平方

メ ー ト ル 以

上 25,000 平

方 メ ー ト ル

未満のもの 

722,000 円 

キ  床面積の

合 計 が

25,000 平方

メー ト ル以

上のもの  

 823,000 円 

    省令第 10 条第

１号イ（２）及

びロ（２）の基

準に係る部分 

ア  床面積の

合計が 30 0

平 方 メ ー ト

ル 未 満 の も

の 

83,000 円 

イ  床面積の

合 計 が 300

平 方 メ ー ト

ル 以 上

1,000 平 方

メ ー ト ル 未

満のもの  

106,000 円 

ウ  床面積の

合 計 が

 

-112-



1,000 平 方

メ ー ト ル 以

上 2,000 平

方 メ ー ト ル

未満のもの 

139,000 円 

エ  床面積の

合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル 以

上 5,000 平

方 メ ー ト ル

未満のもの 

224,000 円 

オ  床面積の

合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル 以

上 10,000 平

方 メ ー ト ル

未満のもの 

292,000 円 

カ  床面積の

合 計 が

10,000 平方

メ ー ト ル 以

上 25,000 平

方 メ ー ト ル

未満のもの 

351,000 円 

キ  床面積の

合 計 が

25,000 平方

メ ー ト ル 以

上のもの  

411,000 円 

55 建築物 建築物省 適 合 性 判省令第１条第ア  建築物エ１ 「建築物エネルギ
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エネルギ

ー消費性

能確保計

画適合性

判定手数

料 

エネ法第

11 条第１

項又は第

12 条第２

項の規定

による建

築物エネ

ルギー消

費性能確

保計画の

建築物エ

ネルギー

消費性能

適合性判

定に係る

審査 

定 に 係 る

建 築 物 １

棟 の 全 部

又 は 一 部

が 非 住 宅

で あ る 場

合 

１項第１号イ

の基準に係る

部 分

ネ ル ギ ー 消

費 性 能 基 準

へ の 適 合 を

要 す る 部 分

（増築し、又

は 改 築 す る

場 合 に あ っ

ては、その増

築 又 は 改 築

に 係 る 部 分

に限る。以下

「 適 合 義 務

対象部分」と

いう。）の床

面 積 の 合 計

が 300 平方

メ ー ト ル 未

満のもの  

216,000 円 

イ  適合義務

対 象 部 分 の

床 面 積 の 合

計が 300 平

方 メ ー ト ル

以 上 1,000

平 方 メ ー ト

ル 未 満 の も

の 

270,000 円 

ウ 適合義務

対象部分の

床面積の合

計が 1,000

平方メート

ル以上

2,000 平方

メートル未

ー消費性能基準」と

は、建築物省エネ法

第２条第３号の建築

物エネルギー消費性

能基準をいう。 

２ 適合性判定に係る

建築物が住宅と非住

宅の複合建築物であ

る場合は、それぞれ

の区分により算定し

た額の合計とする。 
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満のもの 

348,000 円 

エ  適合義務

対 象 部 分 の

床 面 積 の 合

計 が 2,000

平 方 メ ー ト

ル 以 上

5,000 平 方

メ ー ト ル 未

満 の も の

496,000 円 

オ  適合義務

対 象 部 分 の

床 面 積 の 合

計 が 5,000

平 方 メ ー ト

ル 以 上

10,000 平方

メ ー ト ル 未

満のもの  

611,000 円 

カ  適合義務

対 象 部 分 の

床 面 積 の 合

計が 10,000

平 方 メ ー ト

ル 以 上

25,000 平方

メ ー ト ル 未

満のもの  

722,000 円 

キ  適合義務

対 象 部 分 の

床 面 積 の 合

計が 25,000

平 方 メ ー ト
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ル 以 上 の も

の  

 823,000 円 

   省令第１条第

１項第１号ロ

の基準に係る

部分 

ア  適合義務

対 象 部 分 の

床 面 積 の 合

計が 300 平

方 メ ー ト ル

未満のもの 

 84,000 円 

イ  適合義務

対 象 部 分 の

床 面 積 の 合

計が 300 平

方 メ ー ト ル

以 上 1,000

平 方 メ ー ト

ル 未 満 の も

の  

106,000 円 

ウ 適合義務

対象部分の

床面積の合

計が 1,000

平方メート

ル以上

2,000 平方

メートル未

満のもの 

139,000 円 

エ 適合義務

対象部分の

床面積の合

計が 2,000

平方メート

ル以上 5,000

平方メート
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ル未満のも

の 224,000

円 

オ  適 合 義

務 対 象 部 分

の 床 面 積 の

合計が 5,000

平 方 メ ー ト

ル 以 上

10,000 平方

メ ー ト ル 未

満のもの 

292,000 円 

カ  適合義務

対 象 部 分 の

床 面 積 の 合

計が 10,000

平 方 メ ー ト

ル 以 上

25,000 平方

メ ー ト ル 未

満のもの  

351,000 円 

キ  適合義務

対 象 部 分 の

床 面 積 の 合

計が 25,000

平 方 メ ー ト

ル 以 上 の も

の 

411,000 円 

  適 合

性 判

定 に

係 る

建 築

物 １

省 令

第 １

条 第

１ 項

第 ２

号 イ

戸建住宅１棟

につき 

ア  適合義務

対象 部 分の

床面 積 の合

計が 200 平

方メ ー トル

未満 の もの
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棟 の

全 部

又 は

一 部

が 住

宅 で

あ る

場合 

（ １

） 及

び ロ

（ １

） の

基 準

に 係

る 部

分 

34,000 円 

イ 適合義務

対象部分の

床面積の合

計が 200 平

方メートル

以上のもの 

38,000 円 

    共同住宅１棟

につき 

ア  適 合 義

務 対 象 部 分

の 床 面 積 の

合 計 が 300

平 方 メ ー ト

ル 未 満 の も

の  

67,000 円 

イ  適合義務

対象 部 分の

床面 積 の合

計が 300 平

方メ ー トル

以 上 2,000

平方 メ ート

ル未 満 のも

の  

110,000 円 

ウ  適合義務

対象 部 分の

床面 積 の合

計 が 2,000

平方 メ ート

ル 以 上

5,000 平 方

メー ト ル未

満のもの  

186,000 円 
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エ 適合義務

対象 部 分の

床面 積 の合

計 が 5,000

平方 メ ート

ル以 上 のも

の  

266,000 円 

 

   省 令

第 １

条 第

１ 項

第 ２

号 イ

（ １

） 及

び ロ

（ ２

） 又

は 第

２ 号

イ （

２ ）

及 び

ロ （

１ ）

の 基

準 に

係 る

部 分

戸建住宅１棟

につき 

ア  適合義務

対象 部 分の

床面 積 の合

計が 200 平

方メ ー トル

未満のもの 

26,000 円 

イ 適合義務

対象部分の

床面積の合

計が 200 平

方メートル

以上のもの 

 28,000 円 

 

    共同住宅１棟

につき 

ア  適合義務

対象部分の

床面積の合

計が 300 平

方メートル

未満のもの 
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 50,000 円 

イ  適合義務

対象部分の

床面積の合

計が 300 平

方メートル

以 上 2,000

平方メート

ル未満のも

の  

82,000 円 

ウ 適合義務

対象部分の

床面積の合

計が 2,000

平方メート

ル以上

5,000 平方

メートル未

満のもの 

142,000 円 

エ  適合義務

対象部分の

床面積の合

計 が 5,000

平方メート

ル以上のも

の  

 207,000 円 

56 変更後

の建築物

エネルギ

ー消費性

能確保計

画適合性

判定手数

料 

建築物省

エネ法第

11 条第２

項又は第

12 条第３

項の規定

による変

更後の建

 （略） 建築物１棟に

つき 

当該増加に係

る適合義務対

象部分の床面

積の合計に応

じて、当該床面

積の合計の区

分に応じ 55 の

項に掲げる金

１ （略） 

２ 「当初判定部分」

とは、建築物省エネ

法第 11条第１項又は

第 12条第２項の規定

により建築物エネル

ギー消費性能適合性

判定を受けた部分を

-120-



築物エネ

ルギー消

費性能確

保計画の

建築物エ

ネルギー

消費性能

適合性判

定に係る

審査 

額と同一の金

額 

いう。 

   （略） 建築物１棟に

つき 

当初判定部分

の床面積の合

計の区分に応

じ、55 の項に

掲げる金額の

２分の１に相

当 す る 金 額

 

57  建築物

エ ネ ル ギ

ー 消 費 性

能 確 保 計

画 の 軽 微

変 更 該 当

証 明 書 交

付手数料 

建 築 物 の

エ ネ ル ギ

ー 消 費 性

能 の 向 上

等 に 関 す

る 法 律 施

行 規 則 （

平成 28 年

国 土 交 通

省 令 第 ５

号）第 13

条 の 規 定

に よ る 建

築 物 エ ネ

ル ギ ー 消

費 性 能 確

保 計 画 の

軽 微 な 変

更 に 関 す

る 証 明 書

 （略） 建築物１棟に

つき 

当該増加に係

る適合義務対

象部分の床面

積の合計に応

じて、当該床面

積の合計の区

分に応じ 55 の

項に掲げる金

額と同一の金

額 

 

１ （略） 

２ 「当初判定部分」

とは、建築物省エネ

法第 11条第１項又は

第 12条第２項の規定

により建築物エネル

ギー消費性能適合性

判定を受けた部分を

いう。 
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の交付 

   （略） 建築物１棟に

つき 

当初判定部分

の床面積の合

計の区分に応

じ、55 の項に

掲げる金額の

２分の１に相

当する金額 

 

 

別表第２（第２条、第６条の２関係） 

種類 区分 単位 金額 備考 

１ 建築

物に関

する確

認申請

又は計

画通知

審査手

数料 

基本額 建築基準法

第６条第１

項（同法第

87 条 第 １

項において

準用する場

合 を 含 む 。

）の建築物

の確認の申

請又は同法

第 18 条第

２項（同法

第 87 条第

１項におい

て準用する

場合を含む

。）の規定に

よる建築物

の計画の通

知に対する

審査 

（略） ア 床面積の合計が 30

平方メートル以内の

もの 11,000 円 

イ 床面積の合計が 30

平方メートルを超え

、100 平方メートル以

内のもの 20,000 円 

ウ  床 面 積 の 合 計 が

100 平方メートルを

超え、200 平方メート

ル 以 内 の も の

31,000 円 

エ  床 面 積 の 合 計 が

200 平方メートルを

超え、300 平方メート

ル 以 内 の も の

43,000 円 

オ  床 面 積 の 合 計 が

300 平方メートルを

超え、500 平方メート

ル 以 内 の も の

46,000 円 

カ （略） 

キ （略） 

ク （略） 

ケ （略） 

１  建 築物エ ネ ル

ギー消費性能仕様

基準に係る審査を

行う必要がある場

合の手数料は、基

本額に建築物エネ

ルギー消費性能基

準審査加算額を加

えた額とする。 

２ 「建築物エネル

ギー消費性能仕様

基準」とは、建築

物のエネルギー消

費性能の向上等に

関する法律施行規

則第２条第１項第

１号イ又はロに掲

げる基準をいう。
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コ （略） 

 建築物エネルギー消

費性能仕様基準審査

加算額 

申請に係る

建築物１棟

の全部又は

一部が戸建

住宅である

場合 

ア  床 面 積 の 合 計 が

200 平方メートル未

満のもの 12,000 円 

イ  床 面 積 の 合 計 が

200 平方メートル以

上のもの 13,000 円 

 

  申請に係る

建築物１棟

の全部又は

一部が共同

住宅である

場合 

ア 床面積の合計が

300 平方メートル未

満のもの 22,000 円 

イ  床 面 積 の 合 計 が

300 平方メートル以

上 2,000 平方メート

ル 未 満 の も の

35,000 円 

ウ  床 面 積 の 合 計 が

2,000 平方メートル

以上 5,000 平方メー

ト ル 未 満 の も の

55,000 円 

エ  床 面 積 の 合 計 が

5,000 平方メートル

以上のもの 71,000

円 

 

 （略） 

 備考 （略） 

別表第３（第２条、第６条の２関係） 

種類 区分 単位 金額 備考 

１ 建築

物に関

する完

了検査

申請又

は完了

通知審

査手数

料 

基本額 建築基準法第

７条第１項の

規定に基づく

建築物の工事

の完了検査の

申請又は同法

第 18 条第 20

項の規定に基

づく建築物の

（略） ア 床面積の合計が 30

平方メートル以内の

もの 24,000 円 

イ 床面積の合計が 

30 平方メートルを超

え、100 平方メートル

以内のもの  

27,000 円 

ウ  床 面 積 の 合 計 が

（略） 
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工事完了の通

知に対する審

査（同法第７

条の３第１項

の規定に基づ

く特定工程に

係る工事の検

査又は同法第

18 条第 28 項

の規定に基づ

く通知の審査

を要した建築

物に関するも

のを除く。） 

100 平方メートルを

超え、200 平方メート

ル 以 内 の も の

37,000 円 

エ  床 面 積 の 合 計 が

200 平方メートルを

超え、300 平方メー

ト ル 以 内 の も の

50,000 円 

オ  床 面 積 の 合 計 が

300 平方メートルを

超え、500 平方メート

ル 以 内 の も の

52,000 円 

カ （略） 

キ （略） 

ク （略） 

ケ （略） 

コ （略） 

  建築基準法第

７条第１項の

規定に基づく

建築物の工事

の完了検査の

申請又は同法

第 18 条第 20

項の規定に基

づく建築物の

工事完了の通

知に対する審

査（同法第７

条の３第１項

の規定に基づ

く特定工程に

係る工事の検

査又は同法第

18 条第 28 項

（略） ア 床面積の合計が 30

平方メートル以内の

もの 22,000 円 

イ 床面積の合計が 30

平方メートルを超え

、100 平方メートル以

内のもの 26,000 円 

ウ  床 面 積 の 合 計 が

100 平方メートルを

超え、200 平方メート

ル 以 内 の も の

35,000 円 

エ  床 面 積 の 合 計 が

200 平方メートルを

超え、300 平方メー

ト ル 以 内 の も の

46,000 円 

オ  床 面 積 の 合 計 が
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の規定に基づ

く通知の審査

を要した建築

物に関するも

のに限る。） 

300 平方メートルを

超え、500 平方メート

ル 以 内 の も の

49,000 円 

カ （略） 

キ （略） 

ク （略） 

ケ （略） 

コ （略） 

  （略）  

２ 建築

設備に

関する

完了検

査申請

又は完

了通知

審査手

数 料

建築基準法第 87 条の

２において準用する

同法第７条第１項の

規定に基づく建築設

備の完了検査の申請

又は同法第 18 条第 20

項の規定に基づく建

築設備の工事完了の

通 知 に 対 す る 審 査

 （略） 

３ 工作

物に関

する完

了検査

申請又

は完了

通知審

査手数

料 

建築基準法第 88 条第

１項若しくは第２項

において準用する同

法第７条第１項の規

定に基づく工作物の

完了検査の申請又は

同法第 18条第 20項の

規定に基づく工作物

の工事完了の通知に

対する審査 

（略） 

４ 建築

物に関

する中

間検査

申請又

は通知

審査手

数料 

建築基準法第７条の

３第１項の規定に基

づく建築物の特定工

程に係る建築物の工

事の検査又は同法第

18 条第 28 項の規定に

基づく通知に対する

審査 

（略） ア 中間検査を行う部

分の床面積の合計が

30 平方メートル以内

のもの 20,000 円 

イ 中間検査を行う部

分の床面積の合計が

30 平方メートルを超

え、100 平方メート
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ル 以 内 の も の

24,000 円 

   ウ 中間検査を行う部

分の床面積の合計が

100 平方メートルを

超え、200 平方メート

ル 以 内 の も の

33,000 円 

エ 中間検査を行う

部分の床面積の合計

が 200 平方メートル

を超え、300 平方メー

ト ル 以 内 の も の

40,000 円 

オ  床 面 積 の 合 計 が

300 平方メートルを

超え、500 平方メート

ル 以 内 の も の

45,000 円 

カ （略） 

キ （略） 

ク （略） 

ケ （略） 

コ （略） 

  

５ 建築

設備に

関する

中間検

査申請

又は通

知審査

手数料

建築基準法第 87 条の

２において準用する

同法第７条の３第１

項の規定に基づく建

築設備の特定工程に

係る工事の検査又は

同法第 18条第 28項の

規定に基づく通知に

対する審査 

 （略） 

６ 工作

物に関

する中

間検査

建築基準法第 88 条第

１項において準用す

る同法第７条の３第

１項の規定に基づく

 （略） 
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申請又

は通知

審査手

数料 

工作物の特定工程に

係る工事の検査又は

同法第 18条第 28項の

規定に基づく通知に

対する審査 

 備考 （略） 
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[別表２]  

○都城市使用料条例の一部改正について 

都城市使用料条例 

（使用料の金額等） 

第２条 使用料の種類、区分、金額等は、別表第１及び別表第２のとおりとする。

この場合において、別表第１に規定するもの（使用期間が１月以上の敷地に係る

もの及び市営住宅の目的外入居に係るものを除く。）については、同表に掲げる金

額と当該金額に消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に定める消費税の税率を乗じ

て得た額及びその額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に定める地方消費税の

税率を乗じて得た額を合算した額との合計額を使用料とする。 

２ （略） 

（市営住宅の目的外入居に係る特例） 

第４条の２ 前２条の規定にかかわらず、別表第１に規定する市営住宅の目的外入

居に係る使用料の徴収時期及び使用期間等の端数処理の方法については、都城市

営住宅条例（平成 18 年条例第 245 号）の例による。 

別表第１（第２条関係） 

種類 区分 目的 単位 金額 

行 政 財 産

目 的 外 使

用料 

建物  （略） 

市営住宅の目的外

入居 

１件 公営住宅法施行令第２条に基づい

て算定した家賃相当額を基礎と

し、使用期間に応じて、都城市営

住宅条例第 18 条に定める計算方

法により算出した額 

 （略） 

（略） 

  （略） 
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議案第３８号 

 

 

   都城市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

 都城市手数料条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

 

   令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 
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   都城市手数料条例の一部を改正する条例  
 都城市手数料条例（平成18年条例第101号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

種類 区分 単位 金額 備考 

１  検 査 済

証 の 交 付

を 受 け る

前 に お け

る 建 築 物

等 の 仮 使

用 認 定 申

請手数料 

建築基準法第７条の

６第１項第１号（同

法第87条の２又は第

88条第１項若しくは

第２項において準用

する場合を含む。）

の規定に基づく仮使

用の認定の申請又は

同法第18条第24項第

１号（同法第87条の

２又は第88条第２項

において準用する場

合を含む。）の規定

に基づく通知に対す

る審査 

 （略） 

（略） 

45  長 期 優

良 住 宅 建

築 等 計 画

認 定 申 請

手数料 

（ 略

） 

（略） （略） ア ・ イ  （

略） 

ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

（略） 

種類 区分 単位 金額 備考 

１  検 査 済

証 の 交 付

を 受 け る

前 に お け

る 建 築 物

等 の 仮 使

用 認 定 申

請手数料 

建築基準法第７条の

６第１項第１号（同

法第87条の２又は第

88条第１項若しくは

第２項において準用

する場合を含む。）

の規定に基づく仮使

用の認定の申請又は

同法第18条第38項第

１号（同法第87条の

２又は第88条第２項

において準用する場

合を含む。）の規定

に基づく通知に対す

る審査 

 （略） 

（略） 

45  長 期 優

良 住 宅 建

築 等 計 画

認 定 申 請

手数料 

（ 略

） 

（略） （略） ア ・ イ  （

略） 

ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

（略） 

-
1
3
1
-



    36,000円 

エ  10 戸 を

超 え 25 戸

以 下 の と

き。 

60,000円 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

95,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

145,000円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

245,000円 

ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

310,000円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

     37,000円 

エ  10 戸 を

超 え 25 戸

以 下 の と

き。 

61,000円 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

96,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

146,000円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

248,000円 

ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

314,000円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

 

-
1
3
2
-



     352,000円  

   （略） ア ・ イ  （

略） 

ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

53,000円 

エ  10 戸 を

超 え 25 戸

以 下 の と

き。 

88,000円 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

141,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

215,000円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

364,000円 

ク 200戸を

 

    356,000円  

   （略） ア ・ イ  （

略） 

ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

54,000円 

エ  10 戸 を

超 え 25 戸

以 下 の と

き。 

89,000円 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

142,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

217,000円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

367,000円 

ク 200戸を

 

-
1
3
3
-



    超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

461,000円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

523,000円 

 

  （略）  （略） ア ・ イ  （

略） 

ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

36,000円 

エ  10 戸 を

超 え 25 戸

以 下 の と

き。 

60,000円 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

95,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

 

    超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

465,000円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

528,000円 

 

  （略）  （略） ア ・ イ  （

略） 

ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

37,000円 

エ  10 戸 を

超 え 25 戸

以 下 の と

き。 

61,000円 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

96,000円 

カ  50 戸 を

超え 100戸

以 下 の と

き。 

 

-
1
3
4
-



    145,000円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

245,000円 

ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

310,000円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

352,000円 

 

  （略）  （略） ア （略） 

イ  １ 戸 を

超 え ５ 戸

以 下 の と

き。 

112,000円 

ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

178,000円 

エ  1 0 戸 を

超 え 2 5 戸

以 下 の と

 

    146,000円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

248,000円 

ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

314,000円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

356,000円 

 

  （略）  （略） ア （略） 

イ  １ 戸 を

超 え ５ 戸

以 下 の と

き。 

113,000円 

ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

180,000円 

エ  1 0 戸 を

超 え 2 5 戸

以 下 の と

 

-
1
3
5
-



    き。 

352,000円 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

630,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

1,084,000

円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

2,006,000

円 

ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

2,870,000

円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

3,518,000 

     き。 

355,000円 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

637,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

1,096,000

円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

2,028,000

円 

ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

2,901,000

円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

3,557,000 

 

-
1
3
6
-



    円  

   （略） ア （略） 

イ  １ 戸 を

超 え ５ 戸

以 下 の と

き。 

166,000円 

ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

264,000円 

エ  10 戸 を

超 え 25 戸

以 下 の と

き。 

522,000円 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

936,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100戸

以 下 の と

き。 

1,611,000

円 

キ 100戸を

 

     円  

   （略） ア （略） 

イ  １ 戸 を

超 え ５ 戸

以 下 の と

き。 

167,000円 

ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

267,000円 

エ  10 戸 を

超 え 25 戸

以 下 の と

き。 

527,000円 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

945,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

1,625,000

円 

キ 100戸を

 

-
1
3
7
-



    超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

2,982,000

円 

ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

4,266,000

円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

5,230,000

円 

 

46  長 期 優

良 住 宅 建

築 等 計 画

変 更 認 定

申 請 手 数

料 

（ 略

） 

 （略） （略） ア ～ エ  （

略） 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

55,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100戸

以 下 の と

き。 

95,000円 

キ 100戸を

（略） 

    超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

3,010,000

円 

ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

4,305,000

円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

5,278,000

円 

 

46  長 期 優

良 住 宅 建

築 等 計 画

変 更 認 定

申 請 手 数

料 

（ 略

） 

（略） （略） ア ～ エ  （

略） 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

56,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

96,000円 

キ 100戸を

（略） 

-
1
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-



    超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

157,000円 

ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

193,000円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

206,000円 

 

   （略） ア ～ エ  （

略） 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

82,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

142,000円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

 

    超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

159,000円 

ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

195,000円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

208,000円 

 

   （略） ア ～ エ  （

略） 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

83,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

143,000円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

 -
1
3
9
-



    233,000円 

ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

287,000円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

306,000円 

 

   （略） （略） ア ～ エ  （

略） 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

55,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

95,000円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

157,000円 

ク 200戸を

超え300戸

 

    236,000円 

ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

290,000円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

309,000円 

 

   （略） （略） ア ～ エ  （

略） 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

56,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

96,000円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

159,000円 

ク 200戸を

超え300戸

 

-
1
4
0
-



    以 下 の と

き。 

193,000円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

206,000円 

 

   （略） （略） ア （略） 

イ  １ 戸 を

超 え ５ 戸

以 下 の と

き。 

89,000円 

ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

142,000円 

エ  10 戸 を

超 え 25 戸

以 下 の と

き。 

292,000円 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

535,000円 

カ  5 0 戸 を

 

    以 下 の と

き。 

195,000円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

208,000円 

 

   （略） （略） ア （略） 

イ  １ 戸 を

超 え ５ 戸

以 下 の と

き。 

90,000円 

ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

143,000円 

エ  10 戸 を

超 え 25 戸

以 下 の と

き。 

295,000円 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

540,000円 

カ  5 0 戸 を

 

-
1
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1
-



    超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

939,000円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

1,761,000

円 

ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

2,559,000

円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

3,166,000

円 

 

   （略） ア  １ 戸 の

とき。 

52,000円 

イ  １ 戸 を

超 え ５ 戸

以 下 の と

き。 

133,000円 

 

    超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

949,000円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

1,780,000

円 

ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

2,588,000

円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

3,201,000

円 

 

   （略） ア  １ 戸 の

とき。 

53,000円 

イ  １ 戸 を

超 え ５ 戸

以 下 の と

き。 

134,000円 

 

-
1
4
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-



    ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

211,000円 

エ  10 戸 を

超 え 25 戸

以 下 の と

き。 

434,000円 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

795,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

1,396,000

円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

2,618,000

円 

ク 200戸を

超え30 0戸

     ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

213,000円 

エ  10 戸 を

超 え 25 戸

以 下 の と

き。 

438,000円 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

802,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

1,409,000

円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

2,642,000

円 

ク 200戸を

超え300戸

 

-
1
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3
-



    以 下 の と

き。 

3,805,000

円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

4,707,000

円 

 

   （略） （略） ア ・ イ  （

略） 

ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

14,000円 

エ ・ オ  （

略） 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

48,000円 

キ  100 戸

を 超 え 200

戸 以 下 の

とき。 

87,000円 

ク 200戸を

 

    以 下 の と

き。 

3,841,000

円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

4,750,000

円 

 

   （略） （略） ア ・ イ  （

略） 

ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

15,000円 

エ ・ オ  （

略） 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

49,000円 

キ  100戸を

超え 200戸

以 下 の と

き。 

88,000円 

ク 200戸を

 

-
1
4
4
-



    超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

116,000円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

145,000円 

 

   （略） ア ～ エ  （

略） 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

57,000円 

カ （略） 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

129,000円 

ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。  

172,000円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

 

    超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

117,000円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

146,000円 

 

   （略） ア ～ エ  （

略） 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

58,000円 

カ （略） 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

130,000円 

ク  200戸を

超え 300戸

以 下 の と

き。  

174,000円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

 

-
1
4
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-



    215,000円  

（略） 

49  長 期 優

良 住 宅 維

持 保 全 計

画 認 定 申

請手数料 

（ 略

） 

（略） （略） ア ・ イ  （

略） 

ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

53,000円 

エ  10 戸 を

超 え 25 戸

以 下 の と

き。 

88,000円 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

141,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

215,000円 

キ  100戸を

超 え 200戸

以 下 の と

き。 

364,000円 

 

    217,000円  

（略） 

49  長 期 優

良 住 宅 維

持 保 全 計

画 認 定 申

請手数料 

（ 略

） 

（略） （略） ア ・ イ  （

略） 

ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

54,000円 

エ  10 戸 を

超 え 25 戸

以 下 の と

き。 

89,000円 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

142,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

217,000円 

キ  100戸を

超え 200戸

以 下 の と

き。 

367,000円 

 

-
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    ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

461,000円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

523,000円 

 

   （略） （略） ア （略） 

イ  １ 戸 を

超 え ５ 戸

以 下 の と

き。 

166,000円 

ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

264,000円 

エ  10 戸 を

超 え 25 戸

以 下 の と

き。 

522,000 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

 

    ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

465,000円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

528,000円 

 

   （略） （略） ア （略） 

イ  １ 戸 を

超 え ５ 戸

以 下 の と

き。 

167,000円 

ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

267,000円 

エ  10 戸 を

超 え 25 戸

以 下 の と

き。 

527,000円 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

 

-
1
4
7
-



    936,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

1,611,000

円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

2,982,000

円 

ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

4,266,000

円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

5,230,000

円 

 

5 0  長期優

良 住 宅 維

持 保 全 計

画 変 更 認

定 申 請 手

（略 （略） （略） ア ～ エ  （

略） 

オ  2 5 戸 を

超 え 5 0 戸

以 下 の と

 

    945,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

1,625,000

円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

3,010,000

円 

ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

4,305,000

円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

5,278,000

円 

 

5 0  長期優

良 住 宅 維

持 保 全 計

画 変 更 認

定 申 請 手

（略  （略） （略） ア ～ エ  （

略） 

オ  2 5 戸 を

超 え 5 0 戸

以 下 の と

 

-
1
4
8
-



 数料 ）   き。 

82,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

142,000円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

233,000円 

ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

287,000円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

306,000円 

 

   （略） （略） ア  １ 戸 の

とき。 

52,000円 

イ  １ 戸 を

超 え ５ 戸

以 下 の と

き。 

133,000円 

 

 数料 ）   き。 

83,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

143,000円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

236,000円 

ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

290,000円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

309,000円 

 

   （略） （略） ア  １ 戸 の

とき。 

53,000円 

イ  １ 戸 を

超 え ５ 戸

以 下 の と

き。 

134,000円 

 

-
1
4
9
-



    ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

211,000円 

エ  10 戸 を

超 え 25 戸

以 下 の と

き。 

434,000円 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

795,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

1,396,000

円 

キ  100戸を

超 え 200戸

以 下 の と

き。 

2,618,000

円 

ク 200戸を

超え30 0戸

     ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

213,000円 

エ  10 戸 を

超 え 25 戸

以 下 の と

き。 

438,000円 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

802,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

1,409,000

円 

キ  100戸を

超え 200戸

以 下 の と

き。 

2,642,000

円 

ク 200戸を

超え300戸

 

-
1
5
0
-



    以 下 の と

き。 

3,805,000

円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

4,707,000

円 

 

   （略） （略） ア ～ エ  （

略） 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

57,000円 

カ （略） 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

129,000円 

ク  200戸を

超 え 300戸

以 下 の と

き。 

172,000円 

ケ 300戸を

超 え る と

 

    以 下 の と

き。 

3,841,000

円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

4,750,000

円 

 

   （略） （略） ア ～ エ  （

略） 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

58,000円 

カ （略） 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

130,000円 

ク  200戸を

超え 300戸

以 下 の と

き。 

174,000円 

ケ 300戸を

超 え る と

 

-
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    き。 

215,000円 

 

 （略） 

52  低 炭 素

建 築 物 新

築 等 計 画

認 定 申 請

手数料 

都市の低炭素化の促

進に関する法律（平

成24年法律第84号）

第54条第１項第１号

に掲げる基準に係る

技術的審査に適合す

ると認められた計画

（以下「低炭素建築

物事前審査適合計画

」という。）である

ことを証明する書類

の提出がある場合 

認定申

請に係

る建築

物１棟

の全部

又は一

部が住

宅であ

る場合

の住宅

部分（

共同住

宅の共

用部分

を除く

。） 

ア  １ 戸 の

とき。 

6,000円 

イ  １ 戸 を

超 え ５ 戸

以 下 の と

き。 

11,000円 

ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

18,000円 

エ  10 戸 を

超 え 25 戸

以 下 の と

き。 

29,000円 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

48,000円 

カ  5 0 戸 を

超え10 0戸

以 下 の と

１ 当該

認 定 に

併 せ て

都 市 の

低 炭 素

化 の 促

進 に 関

す る 法

律 第 54

条 第 ２

項 の 規

定 に よ

り 建 築

基 準 関

係 規 定

に 適 合

す る か

ど う か

の 審 査

を 受 け

る よ う

申 し 出

る 場 合

に あ っ

て は 、

当該建 

    き。 

217,000円 

 

 （略） 

52  低 炭 素

建 築 物 新

築 等 計 画

認 定 申 請

手数料 

都市の低炭素化の促

進に関する法律（平

成24年法律第84号）

第54条第１項第１号

に掲げる基準に係る

技術的審査に適合す

ると認められた計画

（以下「低炭素建築

物事前審査適合計画

」という。）である

ことを証明する書類

の提出がある場合 

認定申

請に係

る建築

物１棟

の全部

又は一

部が戸

建住宅

である

場合の

住宅部

分 

建 築 物 １ 棟

につき  

5,000円 

 

１ 当該

認 定 に

併 せ て

都 市 の

低 炭 素

化 の 促

進 に 関

す る 法

律第54

条 第 ２

項 の 規

定 に よ

り 建 築

基 準 関

係 規 定

に 適 合

す る か

ど う か

の 審 査

を 受 け

る よ う

申 し 出

る 場 合

に あ っ

て は 、

当 該 建 

認定申

請に係

る建築

物１棟

の全部

又は一

部が共

同住宅

である

場合の

住宅部

分 

ア  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル 未

満 の も の

  10,000 

 円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル 以

上2,000平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

-
1
5
2
-



   き。 

85,000円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

134,000円 

ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

169,000円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

181,000円 

築 物 の

床 面 積

の 区 分

並 び に

建 築 設

備 及 び

工 作 物

の 件 数

に 応 じ

、 別 表

第 ２ に

掲 げ る

金 額 を

加 え た

金 額 と

する。 

  認定申

請に係

る建築

物１棟

の全部

又は一

部が非

住宅で

ある場

合の非

住宅部

分及び

共同住 

ア  床 面 積

の 合 計 が

300 平 方 メ

ー ト ル 以

内のもの 

11,000円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル を

超え2,000

平 方 メ ー

ト ル 以 内

２ 認定

申請に係

る建築物

が住宅と

非住宅の

複合建築

物である

場合は、

それぞれ

の区分に

より算定

した額の

合計とす 

   もの 

20,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 5,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

43,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 の も

の  

77,000円 

築 物 の

床 面 積

の 区 分

並 び に

建 築 設

備 及 び

工 作 物

の 件 数

に 応 じ

、 別 表

第 ２ に

掲 げ る

金 額 を

加 え た

金 額 と

する。 

２ 認定

申請に 

  認定申

請に係

る建築

物１棟

の全部

又は一

部が非

住宅で

ある場

合の非

住宅部 

ア  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル 未

満 の も の

  10,000 

 円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル 以

係 る 建

築 物 が

住 宅 と

非 住 宅

の 複 合

建 築 物

で あ る

場 合 は

、 そ れ

ぞ れ の

区分に 

-
1
5
3
-



  宅の共

用部分 

のもの 

29,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

を 超 え

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 内 の も

の 

85,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

を 超 え

10,000 平

方 メ ー ト

ル 以 内 の

もの  

134,000円 

オ  床 面 積

の 合 計 が

1 0 , 0 0 0 平

方 メ ー ト

ル を 超 え

2 5 , 0 0 0 平

方 メ ー ト

る。   分 上 1,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

16,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

1,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 2,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

26,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 5,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

77,000円 

オ  床 面 積

の 合 計 が

5,000平方

メ ー ト ル

以 上

1 0 , 0 0 0 平

よ り 算

定 し た

額 の 合

計 と す

る。 

-
1
5
4
-



   ル 以 内 の

もの 

169,000円 

カ  床 面 積

の 合 計 が

25,000 平

方 メ ー ト

ル を 超 え

るもの 

211,000円 

 

 低炭素建築物事前審

査適合計画であるこ

とを証明する書類の

提出がない場合 

認定申

請に係

る建築

物１棟

の全部

又は一

部が住

宅であ

る場合

の住宅

部分（

共同住

宅の共

用部分

を除く

。） 

ア  １ 戸 の

とき。 

38,000円 

イ  １ 戸 を

超 え ５ 戸

以 下 の と

き。 

75,000円 

ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

104,000円 

エ  10 戸 を

超 え 25 戸

以 下 の と

き。 

146,000円 

オ  2 5 戸 を

 

   方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

121,000円 

カ  床 面 積

の 合 計 が

10,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上

25,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

152,000円 

キ  床 面 積

の 合 計 が

25,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上 の

もの  

190,000円 

 

 低 炭

素 建

築 物

事 前

審 査

適 合

計 画

で あ

認 定

申 請

に 係

る 建

築 物

１ 棟

の 全

部 又

建 築 物 エ

ネ ル ギ ー

消 費 性 能

基 準 等 を

定 め る 省

令 （ 平 成

28年経済

産 業 省 ・ 

戸建住

宅１棟

につき 

ア  床 面 積

の 合 計 が

200平方メ

ー ト ル 未

満 の も の

  35,000 

 円 

イ  床 面 積

 

-
1
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5
-



   超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

208,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

298,000円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

402,000円 

ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

526,000円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。  

617,000円 

 

  認定申

請に係

る建築

物１棟

の全部

又は一 

ア  床 面

積 の 合 計

が 300 平 方

メ ー ト ル

以 内 の も

の  

 

 る こ

と を

証 明

す る

書 類

の 提

は 一

部 が

住 宅

で あ

る 場

合 の

国 土 交 通

省 令 第 １

号 。 以 下

「 省 令 」

と い う 。

）第 10条 

 の 合 計 が

200平方メ

ー ト ル 以

上 の も の

38,000  

 円 

 

 出 が

な い

場合 

住 宅

部分 

第 ２ 号 イ

（ １ ） 及

び ロ （ １

） の 基 準

に 係 る 部

分 

 

 

共同住

宅１棟

につき 

ア  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル 未

満 の も の

67,000 

 円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300 平 方 メ

ー ト ル 以

上 2,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

111,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000平方

メ ー ト ル

以上5,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

 

-
1
5
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  部が非

住宅で

ある場

合の非

住宅部

分及び

共同住

宅の共

用部分 

117,000円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300 平 方 メ

ー ト ル を

超 え 2,000

平 方 メ ー

ト ル 以 内

のもの  

191,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

を 超 え

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 内 の も

の 

297,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

を 超 え

10,000 平

方 メ ー ト

ル 以 内 の

もの 

      のもの  

187,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 の も

の 

267,000円 

 

   省 令 第 10

条 第 ２ 号

イ （ ２ ）

及 び ロ （

２ ） の 基

準 に 係 る

部分 

戸建住

宅１棟

につき 

ア  床 面 積

の 合 計 が

200 平 方 メ

ー ト ル 未

満のもの 

19,000円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

200 平 方 メ

ー ト ル 以

上のもの 

20,000円 

 

    共同住

宅１棟

につき 

ア  床 面 積

の 合 計 が

300 平 方 メ

ー ト ル 未

満のもの 

33,000円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

 

-
1
5
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   380,000円 

オ  床 面 積

の 合 計 が

10,000 平

方 メ ー ト

ル を 超 え

25,000 平

方 メ ー ト

ル 以 内 の

もの 

454,000円 

カ  床 面 積

の 合 計 が

25,000 平

方 メ ー ト

ル を 超 え

るもの 

528,000円 

 

  認定申

請に係

る建築

物１棟

の全部

又は一

部が非

住宅で

ある場

合の非

住宅部 

ア  床 面 積

の 合 計 が

300 平 方 メ

ー ト ル 以

内のもの 

138,000円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル を

超え2,000

 

     300 平 方 メ

ー ト ル 以

上 2,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

56,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 5,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

99,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 の も

の 

149,000円 

 

   省令第 1 0

条 第 ２ 号

イ （ １ ）

及 び ロ （

２ ） 又 は

第 ２ 号 イ 

戸建住

宅１棟

につき 

ア  床 面 積

の 合 計 が

200平方メ

ー ト ル 未

満 の も の

  26,000 

 

-
1
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8
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  分の外

皮性能

評価に

係る加

算額 

平 方 メ ー

ト ル 以 内

のもの 

214,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

を 超 え

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 内 の も

の 

279,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

を 超 え

10,000 平

方 メ ー ト

ル 以 内 の

もの 

325,000円 

オ  床 面 積

の 合 計 が

1 0 , 0 0 0 平

方 メ ー ト

ル を 超 え

    （ ２ ） 及

び ロ （ １

） の 基 準

に 係 る 部

分 

  円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

200平 方 メ

ー ト ル 以

上のもの 

  29,000 

 円 

 

    共同住

宅１棟

につき 

ア  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル 未

満 の も の

  50,000 

 円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300 平 方 メ

ー ト ル 以

上 2,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

83,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000平方

メ ー ト ル

以上5,000

 

-
1
5
9
-



   25,000 平

方 メ ー ト

ル 以 内 の

もの 

377,000円 

カ  床 面 積

の 合 計 が

25,000 平

方 メ ー ト

ル を 超 え

るもの 

420,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

143,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 の も

の 

208,000円 

 

  認 定 申 請 に 係

る 建 築 物 １ 棟

の 全 部 又 は 一

部 が 非 住 宅 で

あ る 場 合 の 非

住宅部分 

省令第

10条第

１号イ

（１）

及びロ

（１）

の基準

に係る

部分 

ア  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル 未

満 の も の

  217,000 

 円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300 平 方 メ

ー ト ル 以

上 1,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

271,000円 

ウ  床 面 積

の合計が 

 

-
1
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     1,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 2,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

349,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 5,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

497,000円 

オ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上

10,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

612,000円 

カ  床 面 積

の 合 計 が

1 0 , 0 0 0 平

 

-
1
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     方 メ ー ト

ル 以 上

25,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

722,000円 

キ  床 面 積

の 合 計 が

25,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上 の

もの  

824,000円 

 

   省令第

10条第

１号イ

（２）

及びロ

（２）

の基準

に係る

部分 

ア  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル 未

満 の も の

  84,000 

 円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300 平 方 メ

ー ト ル 以

上 1,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

 

-
1
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     107,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

1,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 2,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

140,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 5,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

225,000円 

オ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上

10,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

293,000円 

 

-
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53  低 炭 素

建 築 物 新

築 等 計 画

変 更 認 定

申 請 手 数

料 

低炭素建築物事前審

査適合計画であるこ

とを証明する書類の

提出がある場合 

認定申

請に係

る建築

物１棟

の全部

又は一

部が住

宅であ

る場合

の住宅

部分（

共同住 

ア  １ 戸 の

とき。 

3,000円 

イ  １ 戸 を

超 え ５ 戸

以 下 の と

き。 

5,500円 

ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

１ 当該

認 定 に

併 せ て

都 市 の

低 炭 素

化 の 促

進 に 関

す る 法

律 第 55

条 第 ２

項 に お

いて準 

カ  床 面 積

の 合 計 が

1 0 , 0 0 0 平

方 メ ー ト

ル 以 上

2 5 , 0 0 0 平

    方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

351,000円 

キ  床 面 積

の 合 計 が

25,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上 の

もの  

412,000円 

 

53  低 炭 素

建 築 物 新

築 等 計 画

変 更 認 定

申 請 手 数

料 

 建築物

１棟に

つき 

認 定 申 請 に

係 る 建 築 物

の 床 面 積 の

合 計 の 区 分

に 応 じ 52 の

項 に 掲 げ る

金 額 の ２ 分

の １ に 相 当

する金額 

１ 当該

認 定 に

併 せ て

都 市 の

低 炭 素

化 の 促

進 に 関

す る 法

律 第 55

条 第 ２

項 に お

いて準 

-
1
6
4
-



  宅の共

用部分

を除く

。） 

 9,000円 

エ  10 戸 を

超 え 25 戸

以 下 の と

き。 

14,500円 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

24,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100戸

以 下 の と

き。 

42,500円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

67,000円 

ク  200戸を

超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

84,500円 

ケ  300戸を

超 え る と

き。 

用 す る

同 法 第

54条第

２ 項 の

規 定 に

よ り 建

築 基 準

関 係 規

定 に 適

合 す る

か ど う

か の 審

査 を 受

け る よ

う 申 し

出 る 場

合 に あ

っ て は

、 当 該

建 築 物

の 床 面

積 の 区

分 並 び

に 建 築

設 備 及

び 工 作

物 の 件

数 に 応

じ 、 別 

    用 す る

同 法 第

54条 第

２ 項 の

規 定 に

よ り 建

築 基 準

関 係 規

定 に 適

合 す る

か ど う

か の 審

査 を 受

け る よ

う 申 し

出 る 場

合 に あ

っ て は

、 当 該

建 築 物

の 床 面

積 の 区

分 並 び

に 建 築

設 備 及

び 工 作

物 の 件

数 に 応

じ 、 別

-
1
6
5
-



    9 0 , 5 0 0円 表第２ 

  認定申

請に係

る建築

物１棟

の全部 

ア  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル 以

内 の も の

に 掲 げ

る 金 額

を 加 え

た 金 額

と す る 

  又は一

部が非

住宅で

ある場

合の非

住宅部

分及び

共同住

宅の共

用部分 

5,500円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300平 方 メ

ー ト ル を

超 え 2,000

平 方 メ ー

ト ル 以 内

のもの 

14,500円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

を 超 え

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 内 の も

の 

42,500円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

。 

２ 認定

申請に

係る建

築物が

住宅と

非住宅

の複合

建築物

である

場合は

、それ

ぞれの

区分に

より算

定した

額の合

計とす

る。 

表 第 ２

に 掲 げ

る 金 額

を 加 え

た 金 額

と す る

。 

２ 認定

申 請 に

係る建 

    築 物 が

住 宅 と

非 住 宅

の 複 合

建 築 物

で あ る

場 合 は

、 そ れ

ぞ れ の

区 分 に

よ り 算

定 し た

額 の 合

計 と す

る。 

 

 

 

 

-
1
6
6
-



メ ー ト ル

を 超 え

10,000 平

方 メ ー ト

ル 以 内 の

もの 

   67,000円 

オ  床 面 積

の 合 計 が

10,000 平

方 メ ー ト

ル を 超 え

25,000 平

方 メ ー ト

ル 以 内 の

もの 

84,500円 

カ  床 面 積

の 合 計 が

25,000 平

方 メ ー ト

ル を 超 え

るもの 

105,500円 

 

 低炭素建築物事前審

査適合計画であるこ

とを証明する書類の

提出がない場合 

認定申

請に係

る建築

物１棟

の全部

ア  １ 戸 の

とき。 

19,000円 

イ  １ 戸 を

超 え ５ 戸

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-
1
6
7
-



又は一

部が住

宅であ

る場合

の住宅

部分（

共同住

宅の共

用部分

を除く 

以 下 の と

き。 

37,500円 

ウ  ５ 戸 を

超 え 10 戸

以 下 の と

き。 

52,000円 

エ  1 0 戸 を

超 え 2 5 戸

  。） 以 下 の と

き。 

73,000円 

オ  25 戸 を

超 え 50 戸

以 下 の と

き。 

104,000円 

カ  50 戸 を

超 え 100 戸

以 下 の と

き。 

149,000円 

キ  100戸を

超 え 200 戸

以 下 の と

き。 

201,000円 

ク  200戸を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-
1
6
8
-



超 え 300 戸

以 下 の と

き。 

263,000円 

ケ 300戸を

超 え る と

   き。 

 308,500円

 

  認定申

請に係

る建築

物１棟

の全部

又は一

部が非

住宅で

ある場

合の非

住宅部

分及び

共同住

宅の共

用部分 

ア  床 面 積

の 合 計 が

300平 方 メ

ー ト ル 以

内のもの 

58,500円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300 平 方 メ

ー ト ル を

超 え 2,000

平 方 メ ー

ト ル 以 内

のもの 

95,500円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000平方

メ ー ト ル

を 超 え

5,000平方

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-
1
6
9
-



   メ ー ト ル

以 内 の も

の 

148,500円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

を 超 え

10,000 平

方 メ ー ト

ル 以 内 の

もの 

190,000円 

オ  床 面 積

の 合 計 が

10,000 平

方 メ ー ト

ル を 超 え

25,000 平

方 メ ー ト

ル 以 内 の

もの 

227,000円 

カ  床 面 積

の 合 計 が

2 5 , 0 0 0 平

方 メ ー ト

ル を 超 え

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-
1
7
0
-



   るもの 

 264,000円

 

  認定申

請に係

る建築

物１棟 

ア  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル 以

 

  の全部

又は一

部が非

住宅で

ある場

合の非

住宅部

分の外

皮性能

評価に

係る加

算額 

内 の も の

69,000円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300平 方 メ

ー ト ル を

超 え 2,000

平 方 メ ー

ト ル 以 内

のもの 

107,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

を 超 え

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 内 の も

の 

139,500円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-
1
7
1
-



5,0 00平方

メ ー ト ル

を 超 え

1 0 , 0 0 0 平

方 メ ー ト

ル 以 内 の

   もの 

162,500円 

オ  床 面 積

の 合 計 が

10,000 平

方 メ ー ト

ル を 超 え

25,000 平

方 メ ー ト

ル 以 内 の

もの 

188,500円 

カ  床 面 積

の 合 計 が

25,000 平

方 メ ー ト

ル を 超 え

るもの 

210,000円 

 

5 4  建築物

エ ネ ル ギ

ー 消 費 性

建 築

物 の

エ ネ

建築物省エネ

法第35条第１

項に掲げる基

（略） 建 築 物 １ 棟

につき  

5,000円 

１ 当該

認 定 に

併 せ て 

 ル ギ準に係る技術（略） ア （略）  建築物 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 4  建築物

エ ネ ル ギ

ー 消 費 性

建 築

物 の

エ ネ

建 築 物 省 エ ネ

法第 3 0条第１

項 に 掲 げ る 基

（略） 建 築 物 １ 棟

につき  

4,000円 

１ 当該

認 定 に

併 せ て 

 能 向 上 計ル ギ準 に 係 る 技 術（略） ア （略） 建 築 物 

-
1
7
2
-



 ー 消

費 性

能 の

向 上

に 関

す る

法 律

（ 平

成 2 7

年 法

律 第

5 3 号

。 以

下 「

建 築

物 省

エ ネ

法 」

と い

う 。

） 第

3 4 条

第 １

項 又

は 第

的審査に適合

すると認めら

れた計画であ

ることを証明

する書類（以

下この項にお

いて「適合証

等」という。

）の提出があ

る場合 

 イ  床 面 積

の 合 計 が

300平 方 メ

ー ト ル 以

上 2,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

20,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 5,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

44,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 の も

の 

78,000円 

省 エ ネ

法第35

条 第 ２

項 の 規

定 に よ

り 建 築

基 準 関

係 規 定

に 適 合

す る か

ど う か

の 審 査

を 受 け

る よ う

申 し 出

る 場 合

に あ っ

て は 、

当 該 建

築 物 の

床 面 積

の 区 分

並 び に

建 築 設

備 及 び 

 ３ 項

の 規

定 に

基 づ

 （略） ア （略） 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

工 作 物

の 件 数

に 応 じ

、 別 表 

 画 認 定 申

請手数料 

ー 消

費 性

能 の

向 上

等 に

関 す

る 法

律 （

平 成

2 7 年

法 律

第 5 3

号 。

以 下

「 建

築 物

省 エ

ネ 法

」 と

い う

。 ）

第 2 9

条 第

１ 項

又 は

的 審 査 に 適 合

す る と 認 め ら

れ た 計 画 で あ

る こ と を 証 明

す る 書 類 （ 以

下 「 適 合 証 等

」 と い う 。 ）

の 提 出 が あ る

場合 

 イ  床 面 積

の 合 計 が

300平 方 メ

ー ト ル 以

上 2,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

19,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 5,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

42,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 の も

の 

76,000円 

省 エ ネ

法第30

条 第 ２

項 の 規

定 に よ

り 建 築

基 準 関

係 規 定

に 適 合

す る か

ど う か

の 審 査

を 受 け

る よ う

申 し 出

る 場 合

に あ っ

て は 、

当 該 建

築 物 の

床 面 積

の 区 分

並 び に

建 築 設

備 及 び 

 第 ３

項 の

規 定

に 基

 （略） ア （略） 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

工 作 物

の 件 数

に 応 じ

、 別 表 

-
1
7
3
-



 く 建

築 物

エ ネ

ル ギ

ー 消

費 性

能 向

上 計

画 の

認 定

の 申

請 に

対 す

る 審

査 

  ー ト ル 以

上 2,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

26,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 5,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

78,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上

第 ２ に

掲 げ る

金 額 を

加 え た

金 額 と

する。 

２ ・ ３ 

（略） 

４ 認定

申請に

係る建

築物の

全部又

は一部

が共同

住宅の

場合で

あって

、建築

物エネ

ルギー

消費性

能基準

等を定

める省

令（平

成28年

経済産

業省・

 づ く

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

向 上

計 画

の 認

定 の

申 請

に 対

す る

審 査

  ー ト ル 以

上 1,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

16,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

1,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 2,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

25,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 5,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

76,000円 

オ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上

第 ２ に

掲 げ る

金 額 を

加 え た

金 額 と

する。 

２ ・ ３ 

（略） 

４ 認定

申請に

係る建

築物の

全部又

は一部

が共同

住宅の

場合で

あって

、省令

第４条

第３項

第２号

の数値

を設計

一次エ

ネルギ

ー消費

量とす

るとき

-
1
7
4
-



10,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

123,000円 

オ  床 面 積

の 合 計 が

1 0 , 0 0 0平

方 メ ー ト

ル 以 上

2 5 , 0 0 0平

方 メ ー ト

国土交

通省令

第１号

。以下

この項

及び55

の項に

おいて

「省令

」とい

う。）

第４条 

    ル 未 満 の

もの  

156,000円 

カ  床 面 積

の 合 計 が

25,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上 の

もの  

195,000円 

第 ３ 項

第 ２ 号

の 数 値

を 設 計

一 次 エ

ネ ル ギ

ー 消 費

量 と す

る と き

は 、 床 

   認定申

請に係

る建築

物１棟

の全部

又は一

部が戸 

ア  床 面 積

の 合 計 が

200平方メ

ー ト ル 未

満 の も の

  34,000

円 

面 積 の

合 計 か

ら 共 用

部 分 の

床 面 積

を 除 い

て算定 

10,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

120,000円 

カ  床 面 積

の 合 計 が

1 0 , 0 0 0 平

方 メ ー ト

ル 以 上

2 5 , 0 0 0 平

方 メ ー ト

は、床

面積の

合計か

ら共用

部分の

床面積

を除い

て算定

した額

とする

。 

    ル 未 満 の

もの  

151,000円 

キ  床 面 積

の 合 計 が

25,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上 の

もの  

189,000円 

 

  適 合

証 等

の 提

出 が

な い

場合 

認 定

申 請

に 係

る 建

築 物

１ 棟

の全 

省 令

第 10

条 第

２ 号

イ （

１ ）

及び 

戸建住

宅１棟

につき 

ア  床 面 積

の 合 計 が

200平方メ

ー ト ル 未

満 の も の

 34,000 

円 

 

-
1
7
5
-



   建住宅

である

場合の

住宅部

分 

イ  床 面 積

の 合 計 が

200平方メ

ー ト ル 以

上 の も の

  38,000

円 

 した額

と す る

。 

   認定申

請に係

る建築

物１棟

の全部

又は一

部が共

同住宅

である

場合の

住宅部

分 

ア  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル 未

満 の も の

68,000 

 円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300 平 方 メ

ー ト ル 以

上 2,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

112,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000平方

メ ー ト ル

以上5,000

平 方 メ ー

 

   部 又

は 一

部 が

住 宅

で あ

る 場

合の 

ロ （

１ ）

の 基

準 に

係 る

部分 

 イ  床 面 積

の 合 計 が

200平方メ

ー ト ル 以

上 の も の

  37,000 

 円 

 

   住 宅

部分 

 共同住

宅１棟

につき 

ア  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル 未

満 の も の

66,000 

 円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300 平 方 メ

ー ト ル 以

上 2,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

110,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000平方

メ ー ト ル

以上5,000

平 方 メ ー

 

-
1
7
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    ト ル 未 満

のもの  

191,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 の も

の 

273,000円 

 

   認定申

請に係 

ア  床 面 積

の 合 計 が

 

   る建築

物１棟

の全部

又は一

部が非

住宅で

ある場

合の省

令第10

条第１

号イ（

１）及

びロ（

１）に

より計

画され 

300 平 方 メ

ー ト ル 未

満のもの 

221,000円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300 平 方 メ

ー ト ル 以

上 2,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

358,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000平方

 

   た非住 メ ー ト ル 

      ト ル 未 満

のもの  

186,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 の も

の 

266,000円 

 

    省 令

第10 

戸建住

宅１棟 

ア  床 面 積

の 合 計 が

 

    条 第

２ 号

イ （

２ ）

及 び

ロ （

２ ）

の 基

準 に

係 る

につき 200 平 方 メ

ー ト ル 未

満 の も の

18,000円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

200 平 方 メ

ー ト ル 以

上 の も の

19,000円 

 

    部分 共同住

宅１棟

につき 

ア  床 面 積

の 合 計 が

300 平 方 メ

ー ト ル 未

満 の も の

32,000円 

イ  床 面 積

 

-
1
7
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宅部分 以 上 5,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

510,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上

10,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

628,000円 

オ  床 面 積

の 合 計 が

10,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上

25,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

742,000円 

カ  床 面 積

の 合 計 が

25,000 平

方 メ ー ト

      の 合 計 が

300 平 方 メ

ー ト ル 以

上 2,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

55,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 5,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

99,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 の も

の 

148,000円 

 

    省 令

第 10

条 第

２ 号

イ（ 

戸建住

宅１棟

につき 

ア  床 面 積

の 合 計 が

200平方メ

ー ト ル 未

満 の も の

 

-
1
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ル 以 上 の

もの  

    846,000円  

   認定申

請に係 

ア  床 面 積

の 合 計 が

 

   る建築

物１棟

の全部

又は一

部が非

住宅で

ある場

合の省

令第10

条第１

号イ（

２）及

びロ（

２）に

より計

画され

た非住

宅部分 

 300平方メ

ー ト ル 未

満 の も の

  85,000

円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300平 方 メ

ー ト ル 以

上 2,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

142,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 5,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

230,000円 

エ  床 面 積

 

    １ ）

及 び

ロ （

２ ）

又 は

第 ２

号 イ

（ ２

）及 

   25,000 

 円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

200平方メ

ー ト ル 以

上 の も の

  28,000

円 

 

    び ロ

（ １

）の 

共同住

宅１棟

につき 

ア  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

 

    基 準

に 係

る 部

分 

  ー ト ル 未

満 の も の

  49,000 

 円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300 平 方 メ

ー ト ル 以

上 2,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

82,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル
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の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上

10,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

300,000円 

オ  床 面 積

の 合 計 が

1 0 , 0 0 0平

    方 メ ー ト

ル 以 上

25,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

360,000円 

カ  床 面 積

の 合 計 が

25,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上 の

もの 

422,000円 

 

 

 

 

以 上 5,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

142,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 の も

の 

207,000円 

   認 定 申 請

に 係 る 建

築 物 １ 棟

の 全 部 又

は 一 部 が

非 住 宅 で

あ る 場 合

の 非 住 宅

部分 

省令第

10条第

１号イ

（１）

及びロ

（１）

の基準

に係る

部分 

ア  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル 未

満 の も の

  216,000

円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300 平 方 メ

ー ト ル 以

上 1,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

270,000円 

ウ  床 面 積
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      の 合 計 が

1,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 2,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

348,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 5,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

496,000円 

オ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上

10,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

611,000円 

カ  床 面 積

の 合 計 が
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 10,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上

25,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

722,000円 

キ  床 面 積

の 合 計 が

2 5 , 0 0 0 平

     方 メ ー ト

ル 以 上 の

もの  

823,000円 

 

    省令第

10条第

１号イ

（２）

及びロ

（２）

の基準

に係る

部分 

ア  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル 未

満 の も の

8 3 , 0 0 0

 円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル 以

上1,000平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

 

-
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      もの  

106,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

1,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 2,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

139,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 5,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

224,000円 

オ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上

10,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  
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55  建 築 物

エ ネ ル ギ

ー 消 費 性

能 基 準 適

合 認 定 申

請手数料 

建 築

物 省

エ ネ

法 第

4 1 条

第 １

項 の

規 定

に 基

づ く

建 築

建築物省エネ

法第 41条第１

項に規定する

基準に係る技

術的審査に適

合すると認め

られた書類（

以下この項に

おいて「適合

証等」という

。）の提出が 

認定申

請に係

る建築

物１棟

の全部

又は一

部が戸

建住宅

である

場合の

住宅部 

建 築 物 １ 棟

につき  

5,000円 

１ 認定

申 請 に

係 る 建

築 物 が

住 宅 と

非 住 宅

の 複 合

建 築 物

で あ る

場 合 は

、それ 

292,000円 

カ  床 面 積

の 合 計 が

10,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上

25,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

351,000円 

     キ  床 面 積

の 合 計 が

25,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上 の

もの  

411,000円 
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 物 のある場合 分  ぞれの 

 エ ネ 認定申 ア  床 面 積 区分に 

 ル ギ

ー 消

費 性

能 に

係 る

認 定

の 申

請 に

対 す

る 審

査 

 請に係

る建築

物１棟

の全部

又は一

部が共

同住宅

である

場合の

住宅部

分 

 の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル 未

満 の も の

  9,000円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300平 方 メ

ー ト ル 以

上 2,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

 20,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 5,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

44,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

よ り 算

定 し た

額 の 合

計 と す

る。 

２ 認定

申請に

係る建

築物が

共同住

宅の場

合であ

って、

省令第

４条第

３項第

２号の

数値に

よると

きは、

床面積

の合計

から共

用部分

の床面

積を除

いて算
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以 上 の も

の  

定した

額とす 

     7 8 , 0 0 0円 る。 

   認定申

請に係

る建築 

ア  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

 

   物１棟

の全部

又は一

部が非

住宅で

ある場

合の非

住宅部

分 

 ー ト ル 未

満 の も の

  9,000円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300平 方 メ

ー ト ル 以

上 2,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

26,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 5,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

78,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が
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5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上

10,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

123,000円 

オ  床 面 積

の 合 計 が

1 0 , 0 0 0 平

    方 メ ー ト

ル 以 上

25,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

156,000円 

カ  床 面 積

の 合 計 が

25,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上 の

もの  

195,000円 

 

  適合証等の提

出がない場合 

認定申

請に係

る建築

物１棟 

ア  床 面 積

の 合 計 が

200平方メ

ー ト ル 未
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   の全部

又は一

部が戸

建住宅

である

場合の

省令第

１条第

１項第

２号イ

（１）

及びロ

（１）

により

エネル

ギー消

費性能

を確か

められ

た住宅

部分 

 満 の も の

  34,000    

 円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

200平方メ

ー ト ル 以

上 の も の

  38,000 

 円 

 

   認定申

請に係

る建築

物１棟

の全部

又は一

部が共

同住宅

ア  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル 未

満 の も の

  68,000 

 円 

イ  床 面 積
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である

場合の

省令第

１条第

１項第

２号イ

（１）

及びロ

（１）

により

エネル 

の 合 計 が

300 平 方 メ

ー ト ル 以

上 2,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

112,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000平方

   ギー消

費性能

を確か

められ

た住宅

部分 

メ ー ト ル

以 上 5,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

191,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 の も

の 

273,000円 

 

   認定申

請に係

る建築

物の全

部又は 

ア  床 面 積

の 合 計 が

200平方メ

ー ト ル 未

満 の も の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-
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   一部が

戸建住

宅であ

る場合

の省令

第１条

第１項

第２号

イ（２

）及び

ロ（２

）によ

りエネ

ルギー

消費性

能を確

かめら

れたれ

た住宅

部分 

  18,000

円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

200平方メ

ー ト ル 以

上 の も の

  19,000

円 

 

   認定申

請に係

る建築

物の全

部又は

一部が

共同住

宅であ

る場合 

ア  床 面 積

の 合 計 が

300 平 方 メ

ー ト ル 未

満のもの 

32,000円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ
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   の省令

第１条

第１項

第２号

イ（２

）及び

ロ（２

）によ

りエネ

ルギー

消費性

能を確

かめら

れた住

宅部分 

ー ト ル 以

上 2,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

55,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 5,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

98,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 の も

の 

148,000円 

 

   認定申

請に係

る建築

物１棟

の全部

又は一

部が戸 

ア  床 面 積

の 合 計 が

200平方メ

ー ト ル 未

満 の も の

  18,000 

 円 
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   建住宅

である

場合の

省令第

１条第

１項第

２号イ

（３）

及びロ

（３）

により

エネル

ギー消

費性能

を確か

められ

た住宅

部分 

イ  床 面 積

の 合 計 が

200平方メ

ー ト ル 以

上 の も の

  19,000 

 円 

 

   認定申

請に係

る建築

物１棟

の全部

又は一

部が共

同住宅

である

場合の

省令第 

ア  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル 未

満 の も の

  33,000 

 円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル 以
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   １条第

１項第

２号イ

（３）

及びロ

（３）

により

エネル

ギー消

費性能

を確か

められ

た住宅

部分 

上 2,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

56,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 5,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

101,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 の も

の 

152,000円 

 

   認定申

請に係

る建築

物１棟

の全部

又は一

部が非 

ア  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル 未

満 の も の

  221,000

 円 

 

   住宅でイ  床 面 積  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-
1
9
3
-



ある場

合の省

令第１

条第１

項第１

号イに

よりエ

ネルギ

ー消費

性能を

確かめ

られた

非住宅

部分 

の 合 計 が

300平 方 メ

ー ト ル 以

上 2,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

358,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 5,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

510,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上

10,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

628,000円 

オ  床 面 積

の 合 計 が

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-
1
9
4
-



10,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上

25,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

742,000円 

カ  床 面 積

の 合 計 が

2 5 , 0 0 0平

    方 メ ー ト

ル 以 上 の

もの  

846,000円 

 

   認定申

請に係

る建築

物１棟

の全部

又は一

部が非

住宅で

ある場

合の省

令第１

条第１ 

ア  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル 未

満 の も の

  85,000

円 

イ  床 面 積

の 合 計 が

300平方メ

ー ト ル 以

上2,000平

 

   項第１

号ロに

方 メ ー ト

ル 未 満 の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-
1
9
5
-



よりエ

ネルギ

ー消費

性能を

確かめ

られた

非住宅

部分 

もの  

142,000円 

ウ  床 面 積

の 合 計 が

2,000 平 方

メ ー ト ル

以 上 5,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

230,000円 

エ  床 面 積

の 合 計 が

5,000 平 方

メ ー ト ル

以 上

10,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

300,000円 

オ  床 面 積

の 合 計 が

10,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上

25,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-
1
9
6
-



もの  

360,000円 

カ  床 面 積

の 合 計 が

2 5 , 0 0 0 平

    方 メ ー ト

ル 以 上 の

もの  

422,000円 

 

5 6  建築物

エ ネ ル ギ

ー 消 費 性

建築物省エネ法第12

条第１項又は第13条

第２項の規定による

省令第

１条第

１項第 

ア  建 築 物

エ ネ ル ギ

ー 消 費 性

「建築物

エネルギ

ー消費性 

能 確 保 計

画 適 合 性

判 定 手 数

料 

建築物エネルギー消

費性能確保計画の建

築物エネルギー消費

性能適合性判定に係

る審査 

１号イ

の基準

に係る

部分 

能 基 準 へ

の 適 合 を

要 す る 部

分 （ 増 築

し 、 又 は

改 築 す る

場 合 に あ

っ て は 、

そ の 増 築

又 は 改 築

に 係 る 部

分 に 限 る

。 以 下 「

適 合 義 務

対 象 部 分

」 と い う

。 ） の 床

能基準」

とは、建

築物省エ

ネ法第２

条第３号

の建築物

エネルギ

ー消費性

能基準を

いう。 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

5 5  建築物

エ ネ ル ギ

ー 消 費 性

建 築

物 省

エ ネ

適 合 性 判 定 に

係 る 建 築 物 １

棟 の 全 部 又 は

省令第

１条第

１項第

ア  建 築 物

エ ネ ル ギ

ー 消 費 性

１ 「建

築 物 エ

ネ ル ギ 

能 確 保 計

画 適 合 性

判 定 手 数

料 

法 第

1 1 条

第 １

項 又

は 第

1 2 条

第 ２

項 の

規 定

に よ

る 建

築 物

エ ネ

ル ギ

ー 消

費 性

能 確

一 部 が 非 住 宅

である場合 

１号イ

の基準

に係る

部分 

能 基 準 へ

の 適 合 を

要 す る 部

分 （ 増 築

し 、 又 は

改 築 す る

場 合 に あ

っ て は 、

そ の 増 築

又 は 改 築

に 係 る 部

分 に 限 る

。 以 下 「

適 合 義 務

対 象 部 分

」 と い う

。 ） の 床

ー 消 費

性 能 基

準 」 と

は 、 建

築 物 省

エ ネ 法

第 ２ 条

第 ３ 号

の 建 築

物 エ ネ

ル ギ ー

消 費 性

能 基 準

を い う

。 

２ 適合

性 判 定

-
1
9
7
-



面 積 の 合

計 が 300 平

方 メ ー ト

ル 以 上

2,000 平 方

メ ー ト ル

未 満 の も

の 

358,000円 

イ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

   積 の 合 計

が 2,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上

5,000 平 方

メ ー ト ル

未 満 の も

の 

510,000円 

ウ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が 5,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上

10,000 平

 

保 計

画 の

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

適 合

性 判

定 に

係 る

面 積 の 合

計 が 300 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

216,000円 

イ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が300平方

メ ー ト ル

に 係 る

建 築 物

が 住 宅

と 非 住

宅 の 複

合 建 築

物 で あ

る 場 合

は 、 そ

れ ぞ れ

の 区 分

に よ り 

 審査   以 上 1,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの 

270,000円 

ウ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が 1,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上

2,000 平 方

メ ー ト ル

未 満 の も

の 

348,000円 

算 定 し

た 額 の

合 計 と

する。 

 

-
1
9
8
-



方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

628,000円 

エ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が 1 0 , 0 0 0

平 方 メ ー

ト ル 以 上

2 5 , 0 0 0平

   方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

742,000円 

オ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が 25,000

平 方 メ ー

ト ル 以 上

のもの  

846,000円 

 

  省令第

１条第 

ア  適 合 義

務 対 象 部

 

  １項第

１号ロ

分 の 床 面

積 の 合 計

 

エ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が 2,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上

5,000 平 方

メ ー ト ル

未 満 の も

の 

496,000円 

    オ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が 5,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上

10,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

611,000円 

カ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が 10,000

 

-
1
9
9
-



の基準

に係る

部分 

が 300 平 方

メ ー ト ル

以 上 2,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

142,000円 

イ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が 2,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上

5,000 平 方

メ ー ト ル

未 満 の も

の 

230,000円 

ウ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が 5,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上

10,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

平 方 メ ー

ト ル 以 上

25,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

722,000円 

キ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が 2 5 , 0 0 0

    平 方 メ ー

ト ル 以 上

のもの  

823,000円 

 

   省令第

１条第

１項第

１号ロ

の基準

に係る

部分 

ア  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が 300 平 方

メ ー ト ル

未 満 の も

の 

84,000円 

イ  適 合 義

務 対 象 部

 

    分 の 床 面

積 の 合 計

 

-
2
0
0
-



もの  

   300,000円 

エ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が 10,000

平 方 メ ー

ト ル 以 上

25,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

360,000円 

オ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が 25,000

平 方 メ ー

ト ル 以 上

のもの  

422,000円 

 

    

 

 

 

 

 

 

が 300 平 方

メ ー ト ル

以 上 1,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

106,000円 

ウ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が 1,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上

2,000 平 方

メ ー ト ル

未 満 の も

の 

139,000円 

エ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が 2,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上

5,000 平 方

メ ー ト ル

未 満 の も

-
2
0
1
-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の 

224,000円 

オ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が5,000平

方 メ ー ト

ル 以 上

1 0 , 0 0 0 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

    もの  

292,000円 

カ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が 10,000

平 方 メ ー

ト ル 以 上

25,000 平

方 メ ー ト

ル 未 満 の

もの  

351,000円 

キ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

 

-
2
0
2
-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    積 の 合 計

が 25,000

平 方 メ ー

ト ル 以 上

のもの 

411,000円 

 

  適 合

性 判

定 に

係 る

建 築

物１ 

省 令 第 １

条 第 １ 項

第 ２ 号 イ

（ １ ） 及

び ロ （ １

）の基準 

戸建住

宅１棟

につき 

ア  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が200平方

メ ー ト ル

 

  棟 の

全 部

又 は

一 部

が 住

宅 で

あ る

場合 

に 係 る 部

分 

 未 満 の も

の 

34,000円 

イ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が 200平 方

メ ー ト ル

以 上 の も

の 

38,000円 

 

    共同住

宅１棟

につき 

ア  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

 

     積 の 合 計

が 300 平 方

 

-
2
0
3
-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メ ー ト ル

未 満 の も

の 

67,000円 

イ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が 300平 方

メ ー ト ル

以 上 2,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

110,000円 

ウ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が 2,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上

5,000 平 方

メ ー ト ル

未 満 の も

の 

186,000円 

エ  適 合 義

務 対 象 部

-
2
0
4
-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分 の 床 面

積 の 合 計

が5,000平

方 メ ー ト

ル 以 上 の

     もの  

266,000円 

 

   省 令 第 １

条 第 １ 項

第 ２ 号 イ

（ １ ） 及

び ロ （ ２ 

戸建住

宅１棟

につき 

ア  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が200平方

 

   ） 又 は 第

２ 号 イ （

２ ） 及 び

ロ （ １ ）

の 基 準 に

係る部分 

 メ ー ト ル

未 満 の も

の 

26,000円 

イ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が 200平 方

メ ー ト ル

以 上 の も

の 

28,000円 

 

    共同住

宅１棟 

ア  適 合 義

務 対 象 部

 

    につき 分 の 床 面

積 の 合 計

 

-
2
0
5
-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が 300 平 方

メ ー ト ル

未 満 の も

の 

50,000円 

イ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が 300平 方

メ ー ト ル

以 上 2,000

平 方 メ ー

ト ル 未 満

のもの  

82,000円 

ウ  適 合 義

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が 2,000 平

方 メ ー ト

ル 以 上

5,000 平 方

メ ー ト ル

未 満 の も

の 

142,000円 

エ  適 合 義

-
2
0
6
-



 

 

 

 

 

    

 

 

 

5 7  変更後

の 建 築 物

エ ネ ル ギ

ー 消 費 性

建 築

物 省

エ ネ

法 第

 （略） 省令第

１条第

１項第

１号イ 

当 該 増 加 に

係 る 適 合 義

務 対 象 部 分

の 床 面 積 の

１ （略

） 

２ 「当

初 判 定 

能 確 保 計

画 適 合 性

判 定 手 数

料 

1 2 条

第 ２

項 後

段 又

は 第

1 3 条

第 ３

項 後

段 の

規 定

に よ

る 変

更 後

の 建

築 物

エ ネ

ル ギ

 の基準

に係る

部分 

合 計 に 応 じ

て 、 次 に 掲

げる金額 

 

 

 

 

 

( １ )  当 該

床 面 積 の

合 計 が 300

平 方 メ ー

ト ル 未 満

の場合  

221,000円 

( ２ )  当 該

床 面 積 の

部 分 」

と は 、

建 築 物

省 エ ネ

法 第 12

条 第 １

項 又 は

第 13条

第 ２ 項

の 規 定

に よ り

建 築 物

エ ネ ル

ギ ー 消

費 性 能

適 合 性

判 定 を

務 対 象 部

分 の 床 面

積 の 合 計

が5,000平

方 メ ー ト

     ル 以 上 の

もの  

207,000円 

 

5 6  変更後

の 建 築 物

エ ネ ル ギ

ー 消 費 性

建 築

物 省

エ ネ

法 第

 （略） 建築物

１棟に

つき 

当 該 増 加 に

係 る 適 合 義

務 対 象 部 分

の 床 面 積 の

１ （略

） 

２ 「当

初 判 定 

能 確 保 計

画 適 合 性

判 定 手 数

料 

1 1 条

第 ２

項 又

は 第

1 2 条

第 ３

項 の

規 定

に よ

る 変

更 後

の 建

築 物

エ ネ

ル ギ

ー 消

費 性

  合 計 に 応 じ

て 、 当 該 床

面 積 の 合 計

の 区 分 に 応

じ 55 の 項 に

掲 げ る 金 額

と 同 一 の 金

額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部 分 」

と は 、

建 築 物

省 エ ネ

法 第 11

条 第 １

項 又 は

第 12条

第 ２ 項

の 規 定

に よ り

建 築 物

エ ネ ル

ギ ー 消

費 性 能

適 合 性

判 定 を

-
2
0
7
-



ー 消

費 性

能 確

保 計

画 の

合計が300

平 方 メ ー

ト ル 以 上

の 場 合

当 該 床 面

受 け た

部 分 を

いう。 

 建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

適 合

  積 の 合 計

の 区 分 に

応 じ 56 の

項 に 掲 げ

る 金 額 と

同 一 の 金

額 

 

 性 判  省令第 当 該 増 加 に  

 定 に

係 る

審 査

 １条第

１項第

１号ロ

の基準

に係る

部分 

係 る 適 合 義

務 対 象 部 分

の 床 面 積 の

合 計 に 応 じ

て 、 次 に 掲

げる金額 

( １ )  当 該

床 面 積 の

合 計 が 300

平 方 メ ー

ト ル 未 満

の場合 

 85,000円 

( ２ )  当 該

床 面 積 の

合 計が 300

 

能 確

保 計

画 の

建 築

物 エ

ネ ル

ギ ー

消 費

性 能

適 合

性 判

定 に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受 け た

部 分 を

いう。 

 係 る

審 査

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-
2
0
8
-



平 方 メ ー

ト ル 以 上

の場合  

当 該 床 面

積 の 合 計

    の 区 分 に

応 じ 56 の

項 に 掲 げ

る 金 額 と

同 一 の 金

額 

 

   （略） 省令第

１条第

１項第

１号イ

の基準 

当 初 判 定 部

分 の 床 面 積

の 合 計 の 区

分 に 応 じ 、

5 6 の 項 に 掲

 

   に係る

部分 

げ る 金 額 の

２ 分 の １ に

相 当 す る 金

額 

 

   省令第

１条第

１項第

１号ロ

の基準

に係る

部分 

当 初 判 定 部

分 の 床 面 積

の 合 計 の 区

分 に 応 じ 、

56 の 項 に 掲

げ る 金 額 の

２ 分 の １ に

相 当 す る 金

額 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

   （略） 建築物

１棟に

つき 

当 初 判 定 部

分 の 床 面 積

の 合 計 の 区

分 に 応 じ 、

5 5 の 項 に 掲

 

    げ る 金 額 の

２ 分 の １ に

相 当 す る 金

額 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

-
2
0
9
-



      

58  建 築 物

エ ネ ル ギ

ー 消 費 性

能 確 保 計

画の軽微 

建 築

物 の

エ ネ

ル ギ

ー 消

 （略） 省令第

１条第

１項第

１号イ

の基準 

当 該 増 加 に

係 る 適 合 義

務 対 象 部 分

の 床 面 積 の

合 計 に 応 じ

１ （略

） 

２ 「当

初 判 定

部 分 」 

変 更 該 当

証 明 書 交

付手数料 

費 性

能 の

向 上

に 関

す る

法 律

施 行

規 則

（ 平

成 2 8

年 国

 に係る

部分 

て 、 次 に 掲

げる金額 

 

 

 

 

 

( １ )  当 該

床 面 積 の

合計が300

平 方 メ ー

 とは、

建 築 物

省 エ ネ

法第12

条 第 １

項 又 は

第13条

第 ２ 項

の 規 定

に よ り

建 築 物 

 土 交

通 省

令 第

５ 号

） 第

1 1 条

の 規

定 に

よ る

建 築

物 エ

ネ ル

  ト ル 未 満

の場合  

221,000円 

( ２ )  当 該

床 面 積 の

合計が300

平 方 メ ー

ト ル 以 上

の 場 合

当 該 床 面

積 の 合 計

の 区 分 に

エ ネ ル

ギ ー 消

費 性 能

適 合 性

判 定 を

受 け た

部 分 を

いう。 

      

57  建 築 物

エ ネ ル ギ

ー 消 費 性

能 確 保 計

画の軽微 

建 築

物 の

エ ネ

ル ギ

ー消 

 （略） 建築物

１棟に

つき 

当 該 増 加 に

係 る 適 合 義

務 対 象 部 分

の 床 面 積 の

合 計 に 応 じ

１ （略

） 

２ 「当

初 判 定

部 分 」 

変 更 該 当

証 明 書 交

付手数料 

費 性

能 の

向 上

等 に

関 す

る 法

律 施

行 規

則 （

平 成

28年 

  て 、 当 該 床

面 積 の 合 計

の 区 分 に 応

じ 55 の 項 に

掲 げ る 金 額

と 同 一 の 金

額 

 

と は 、

建 築 物

省 エ ネ

法 第 11

条 第 １

項 又 は

第 12条

第 ２ 項

の 規 定

に よ り

建築物 

 国 土

交 通

省 令

第 ５

号 ）

第 1 3

条 の

規 定

に よ

る 建

築 物

エ ネ

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ ネ ル

ギ ー 消

費 性 能

適 合 性

判 定 を

受 け た

部 分 を

いう。 

-
2
1
0
-



 ギ ー

消 費

性 能

確 保

計 画

  応 じ 56 の

項 に 掲 げ

る 金 額 と

同 一 の 金

額 

 

 微 な 省令第 当 該 増 加 に  

 変 更

に 関

す る

証 明

書 の

交 付

 １条第

１項第

１号ロ

の基準

に係る

部分 

係 る 適 合 義

務 対 象 部 分

の 床 面 積 の

合 計 に 応 じ

て 、 次 に 掲

げる金額 

( １ )  当 該

床 面 積 の

合計が300

平 方 メ ー

ト ル 未 満

 

    の場合  

85,000円 

( ２ )  当 該

床 面 積 の

合 計 が 300

平 方 メ ー

ト ル 以 上

の場合  

当 該 床 面

積 の 合 計

の 区 分 に

応 じ 5 6 の

 

ル ギ

ー 消

費 性

能 確

保 計

画 の

 

 

 

 

 

 軽 微

な 変

更 に

関 す

る 証

明 書

の 交

付 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-
2
1
1
-



    項 に 掲 げ

る 金 額 と

同 一 の 金

額 

 

   （略） 省令第

１条第 

当 初 判 定 部

分 の 床 面 積

 

   １項第

１号イ

の基準

に係る

部分 

の 合 計 の 区

分 に 応 じ 、

56 の 項 に 掲

げ る 金 額 の

２ 分 の １ に

相 当 す る 金

額 

 

   省令第

１条第

１項第 

当 初 判 定 部

分 の 床 面 積

の 合 計 の 区

 

   １号ロ

の基準

に係る

部分 

分 に 応 じ 、

56 の 項 に 掲

げ る 金 額 の

２ 分 の １ に

相 当 す る 金

額 

 

 

     

 

 

 

 

   （略） 建築物

１棟に 

当 初 判 定 部

分 の 床 面 積

 

   つき の 合 計 の 区

分 に 応 じ 、

55 の 項 に 掲

げ る 金 額 の

２ 分 の １ に

相 当 す る 金

額 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

別表第２（第２条、第６条の２関係） 別表第２（第２条、第６条の２関係） 

種類 区分 単位 金額 備考 

１ 建 建築基準法第 （略） ア  床面積の合計が30 

築物に

関する

確認申

請又は

６ 条 第 １ 項 （

同 法 第 87 条 第

１ 項 に お い て

準 用 す る 場 合

 平方メートル以内の

もの 7,000円 

イ  床面積の合計が30

平方メートルを超え

 

種類 区分 単位 金額 備考 

１ 建 基 建 築 基 準 法（略） ア 床面積の合計が30１ 建 

築物に

関する

確認申

請又は

本

額 

第 ６ 条 第 １

項 （ 同 法 第

87 条 第 １ 項

に お い て 準

 平方メートル以内の

もの 11,000円 

イ  床面積の合計が30

平方メートルを超え

築 物

エ ネ

ル ギ

ー 消

-
2
1
2
-



計画通

知審査

手数料 

を 含 む 。 ） の

建 築 物 の 確 認

の 申 請 又 は 同

法 第 18 条 第 ２

項 （ 同 法 第 87

条 第 １ 項 に お

い て 準 用 す る

場 合 を 含 む 。

） の 規 定 に よ

る 建 築 物 の 計

画 の 通 知 に 対

する審査 

、100平方メートル以

内のもの 13,000円 

ウ 床面積の合計が100

平方メートルを超え

、200平方メートル以

内のもの 20,000円 

エ 床面積の合計が200

平方メートルを超え

、500平方メートル以

内のもの 28,000円 

 

 

 

 

オ （略） 

   カ （略） 

キ （略） 

ク （略） 

ケ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通

知審査

手数料 

用 す る 場 合

を 含 む 。 ）

の 建 築 物 の

確 認 の 申 請

又 は 同 法 第

18 条 第 ２ 項

（ 同 法 第 87

条 第 １ 項 に

お い て 準 用

す る 場 合 を

含 む 。 ） の

規 定 に よ る

建 築 物 の 計

画 の 通 知 に

対する審査 

、100平方メートル以

内のもの 20,000円 

ウ 床面積の合計が100

平方メートルを超え

、200平方メートル以

内のもの 31,000円 

エ 床面積の合計が200

平方メートルを超え

、300平方メートル以

内のもの 43,000円 

オ 床面積の合計が300

平方メートルを超え

、500平方メートル以

内のもの 46,000円 

カ （略） 

費 性

能 仕

様 基

準 に

係 る

審 査

を 行

う 必

要 が

あ る

場 合

の 手

数 料

は 、

基本 

    キ （略） 

ク （略） 

ケ （略） 

コ （略） 

額 に

建 築

物 エ

ネル 

 建築物エネルギ

ー消費性能仕様

基準審査加算額 

申請に

係る建

築物１

棟の全

部又は

一部が 

ア 床面積の合計が200

平方メートル未満の

もの 12,000円 

イ 床面積の合計が200

平方メートル以上の

もの 13,000円 

ギ ー

消 費

性 能

基 準

審 査

加算 

  戸建住

宅であ

る場合 

 額 を

加 え

た額 

  申請に ア 床面積の合計が300 とす 

-
2
1
3
-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  係る建

築物１

棟の全

部又は

一部が

共同住

宅であ

る場合 

平方メートル未満の

もの 22,000円 

イ 床面積の合計が300

平 方 メ ー ト ル 以 上

2,000平方メートル未

満のもの 35,000円 

ウ  床 面 積 の 合 計 が

2,000平方メートル以

上5,000平方メートル

未 満 の も の  55,000

円 

エ  床 面 積 の 合 計 が

5,000平方メートル以

上のもの 71,000円 

る。 

２ 「

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

仕様

基準

」と

は、

建築

物の

エネ 

    ル ギ

ー 消

費 性

能 の

向 上

等 に

関 す

る 法

律 施

行 規

則 第

２ 条

第 １

項 第

-
2
1
4
-



 

 

 

    

 

 

 

 

 

 （略） 
 

１ 号

イ 又

はロ 

    に 掲

げ る

基 準

を い

う。 

 （略） 
 

備考 （略） 備考 （略） 

別表第３（第２条、第６条の２関係） 別表第３（第２条、第６条の２関係） 

種類 区分 単位 金額 備考 

１  建

築 物

に 関

す る

完 了

検 査

申 請

又 は

完 了

通 知

審 査

手 数

料 

基

本

額 

建築基準法第７条

第１項の規定に基

づく建築物の工事

の完了検査の申請

又は同法第18条第

16項の規定に基づ

く建築物の工事完

了の通知に対する

審査（同法第７条

の３第１項の規定

に基づく特定工程

に係る工事の検査

又は同法第18条第

19項の規定に基づ

く通知の審査を要

した建築物に関す

るものを除く。） 

（略） ア 床面積の合計が

30平方メートル以

内のもの 14,000

円 

イ 床面積の合計が

30平方メートルを

超え、 100平方メ

ートル以内のもの

17,000円 

ウ 床面積の合計が

100平方メートル

を超え、 200平方

メートル以内のも

の 23,000円 

エ 床面積の合計が

200平方メートル

を超え、500平方

（ 略

） 

種類 区分 単位 金額 備考 

１  建

築 物

に 関

す る

完 了

検 査

申 請

又 は

完 了

通 知

審 査

手 数

料 

基

本

額 

建築基準法第７条

第１項の規定に基

づく建築物の工事

の完了検査の申請

又は同法第18条第

20項の規定に基づ

く建築物の工事完

了の通知に対する

審査（同法第７条

の３第１項の規定

に基づく特定工程

に係る工事の検査

又は同法第18条第

28項の規定に基づ

く通知の審査を要

した建築物に関す

るものを除く。）

（略） ア 床面積の合計が

30平方メートル以

内のもの 24,000

円 

イ 床面積の合計が 

30平方メートルを

超え、 100平方メ

ートル以内のもの 

27,000円 

ウ 床面積の合計が

100平方メートル

を超え、200平方

メートル以内のも

の 37,000円 

エ 床面積の合計が

200平方メートル

を超え、300平方

（ 略

） 

-
2
1
5
-



メートル以内のも

の 32,000円 

 

      

 

 

 

オ （略） 

カ （略） 

キ （略） 

ク （略） 

ケ （略） 

 

  建築基準法第７条

第１項の規定に基

づく建築物の工事

の完了検査の申請

又は同法第18条第

16項の規定に基づ

く建築物の工事完

了の通知に対する

審査（同法第７条

の３第１項の規定

に基づく特定工程

に係る工事の検査

又は同法第18条第

19項の規定に基づ

く通知の審査を要

した建築物に関す

るものに限る。）

（略） ア 床面積の合計が

30平方メートル以

内のもの 13,000

円 

イ 床面積の合計が

30平方メートルを

超え、 100平方メ

ートル以内のもの

16,000円 

ウ 床面積の合計が

100平方メートル

を超え、 200平方

メートル以内のも

の 22,000円 

エ 床面積の合計が

200平方メートル

を超え、500平方

 

     メートル以内のも

の 50,000円 

オ 床面積の合計が

300平方メートル

を超え、 500平方

メートル以内のも

の 52,000円 

カ （略） 

キ （略） 

ク （略） 

ケ （略） 

コ （略） 

 

  建築基準法第７条

第１項の規定に基

づく建築物の工事

の完了検査の申請

又は同法第18条第

20項の規定に基づ

く建築物の工事完

了の通知に対する

審査（同法第７条

の３第１項の規定

に基づく特定工程

に係る工事の検査

又は同法第18条第

28項の規定に基づ

く通知の審査を要

した建築物に関す

るものに限る。）

（略） ア 床面積の合計が

30平方メートル以

内のもの 22,000

円 

イ 床面積の合計が

30平方メートルを

超え、 100平方メ

ートル以内のもの

26,000円 

ウ 床面積の合計が

100平方メートル

を超え、200平方

メートル以内のも

の 35,000円 

エ 床面積の合計が

200平方メートル

を超え、300平方

 

-
2
1
6
-



    メートル以内のも

の 30,000円 

 

 

 

 

 

オ （略） 

カ （略） 

キ （略） 

ク （略） 

ケ （略） 

 

  （略）  

２  建

築 設

備 に

関 す

る 完

了 検

査 申

請 又

は 完

了 通

知 審

査 手

数 料

建築基準法第87条の

２において準用する

同法第７条第１項の

規定に基づく建築設

備の完了検査の申請

又は同法第18条第16

項の規定に基づく建

築設備の工事完了の

通 知 に 対 す る 審 査

 （略） 

３  工

作 物

に 関

建築基準法第88条第

１項若しくは第２項

において準用する同

 

    メートル以内のも

の 46,000円 

オ 床面積の合計が

300平方メートル

を超え、 500平方

メートル以内のも

の 49,000円 

カ （略） 

キ （略） 

ク （略） 

ケ （略） 

コ （略） 

 

  （略）  

２  建

築 設

備 に

関 す

る 完

了 検

査 申

請 又

は 完

了 通

知 審

査 手

数 料

建築基準法第87条の

２において準用する

同法第７条第１項の

規定に基づく建築設

備の完了検査の申請

又は同法第18条第20

項の規定に基づく建

築設備の工事完了の

通 知 に 対 す る 審 査

 （略） 

３  工

作 物

に 関

建築基準法第88条第

１項若しくは第２項

において準用する同
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す る

完 了

検 査

法第７条第１項の規

定に基づく工作物の

完了検査の申請又は 

 （略） 

申 請

又 は

完 了

通 知

審 査

手 数

料 

同法第18条第16項の

規定に基づく工作物

の工事完了の通知に

対する審査 

 

４  建

築 物

に 関

す る

中 間

検 査

建築基準法第７条の

３第１項の規定に基

づく建築物の特定工

程に係る建築物の工

事の検査又は同法第

18条第19項の規定に

（略） ア 中間検査を行う

部分の床面積の合

計が30平方メート

ル以内のもの  

13,000円 

イ 中間検査を行う 

 

申 請

又 は

通 知

審 査

手 数

料 

基づく通知に対する

審査 

 部分の床面積の合

計が30平方メート

ルを超え、 100平

方メートル以内の

もの 16,000円 

ウ 中間検査を行う

部分の床面積の合

計が 100平方メー

トルを超え、 200

平方メートル以内

のもの 22,000円 

エ 中間検査を行う

部分の床面積の合

  

す る

完 了

検 査

法第７条第１項の規

定に基づく工作物の

完了検査の申請又は 

 （略） 

申 請

又 は

完 了

通 知

審 査

手 数

料 

同法第18条第20項の

規定に基づく工作物

の工事完了の通知に

対する審査 

 

４  建

築 物

に 関

す る

中 間

検 査

建築基準法第７条の

３第１項の規定に基

づく建築物の特定工

程に係る建築物の工

事の検査又は同法第

18条第28項の規定に

（略） ア 中間検査を行う

部分の床面積の合

計が30平方メート

ル以内のもの  

20,000円 

イ 中間検査を行う 

 

申 請

又 は

通 知

審 査

手 数

料 

基づく通知に対する

審査 

 部分の床面積の合

計が30平方メート

ルを超え、 100平

方メートル以内の

もの 24,000円 

ウ 中間検査を行う

部分の床面積の合

計が 100平方メー

トルを超え、 200

平方メートル以内

のもの 33,000円 

エ 中間検査を行う

部分の床面積の合
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計が200平方メー

トルを超え、500

平方メートル以内

   のもの 28,000円 

 

 

 

 

 

オ （略） 

カ （略） 

キ （略） 

ク （略） 

ケ （略） 

 

５  建

築 設

建築基準法第87条の

２において準用する

 （略） 

備 に

関 す

る 中

間 検

査 申

請 又

は 通

知 審

査 手

同法第７条の３第１

項の規定に基づく建

築設備の特定工程に

係る工事の検査又は

同法第18条第19項の

規定に基づく通知に

対する審査 

 

数 料  

６  工

作 物

に 関

建築基準法第88条第

１項において準用す

る同法第７条の３第

 （略） 

計が200平方メー

トルを超え、300

平方メートル以内

   のもの 40,000円 

オ 床面積の合計が

300平方メートル

を超え、 500平方

メートル以内のも

の 45,000円 

カ （略） 

キ （略） 

ク （略） 

ケ （略） 

コ （略） 

 

５  建

築 設

建築基準法第87条の

２において準用する

 （略） 

備 に

関 す

る 中

間 検

査 申

請 又

は 通

知 審

査 手

同法第７条の３第１

項の規定に基づく建

築設備の特定工程に

係る工事の検査又は

同法第18条第28項の

規定に基づく通知に

対する審査 

 

数 料  

６  工

作 物

に 関

建築基準法第88条第

１項において準用す

る同法第７条の３第

 （略） 
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す る

中 間

検 査

１項の規定に基づく

工作物の特定工程に

係る工事の検査又は

申 請

又 は

通 知

審 査

手 数

料 

同法第18条第19項の

規定に基づく通知に

対する審査 

 

 

す る

中 間

検査 

１項の規定に基づく

工作物の特定工程に

係る工事の検査又は

申 請

又 は

通 知

審 査

手 数

料 

同法第18条第28項の

規定に基づく通知に

対する審査 

 

 

備考 （略） 備考 （略） 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第３８号関係資料 

条例の制定・改廃等に関する資料 

   【担当課：土木部建築対策課】 

条例名 都城市手数料条例の一部を改正する条例 

制定改廃区分 □ 新規制定  ■ 一部改正  □ 全部改正  □ 廃止 

施行予定日 令和７年４月１日 制定年月 平成 18 年１月 

制定改廃の 

目的・背景 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律の改正に伴い、原則として全

ての建築物に建築物エネルギー消費性能基準への適合が義務付けられることなどか

ら手数料を見直すため、所要の改正を行うもの。 

条例案の概要 

（制定理由・ 

 主な改正点） 

（１） 低炭素建築物新築等計画認定申請手数料（第 52 項）及び低炭素建築物新

築等計画変更認定申請手数料（第 53 項）の改正 

  計算手法に応じた単位の改正及び戸数単位による金額設定を面積単位に改正す

るもの。 

（２） 建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料（第 54 項）の改正 

  計算手法の改正に伴う単位の改正、戸建住宅の認定における棟単位による金額

設定を面積単位に改正及び法改正に伴う条項ずれの改正するもの。 

（３） 建築物エネルギー消費性能基準適合認定申請手数料（第 55 項）の削除 

  制度の廃止に伴い、手数料区分を削除するもの。 

（４） 建築物エネルギー消費性能確保計画適合性判定手数料（第 56 項）及び変

更後の建築物エネルギー消費性能確保計画適合性判定手数料（第 57 項）の改正 

  面積区分の改正、住宅建築物を対象とした手数料の新設及び改正並びに法改正

に伴う条項ずれの改正を行うもの。 

（５） 建築物に関する確認申請又は計画通知審査手数料の改正（第１項） 

  建築基準法第６条第１項の建築物の確認の申請又は同法第 18 条第２項の規定

による建築物の計画の通知に対する審査を基本額とし、建築物エネルギー消費性

能基準審査加算額を手数料への加算額として新設、建築物エネルギー消費性能基

準審査加算額に戸建住宅である場合と共同住宅である場合を新設、基本額におい

て手数料を増額し、面積 200 ㎡超 500 ㎡以下の区分を 200 超 300 ㎡以下及び 300

㎡超 500 ㎡以下に分ける改正を行うもの。 

（６） 建築物に関する完了検査申請又完了通知審査手数料の改正（第１項） 

  基本額において、手数料を増額し、面積 200 ㎡超 500 ㎡以下を 200 ㎡超 300 ㎡

以下及び 300 ㎡超 500 ㎡以下に分ける改正を行うもの。 

（７） 長期優良住宅建築等計画認定申請手数料（第 45 項）、長期優良住宅建築

等計画変更認定申請手数料（第 46 項）、長期優良住宅維持保全計画認定申請手数

料（第 49 項）及び長期優良住宅維持保全計画変更認定申請手数料（第 50 項）の改

正 

 手数料の増額及び人件費単価の見直しにより改正を行うもの。 

関係する法令 

及びその条項 

建築基準法 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律 

-221-



都市の低炭素化の促進に関する法律 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律 

制定改廃を要す

る関係条例等 

なし 

備考  

 

-222-



  

議案第３９号 

 

 

   都城市企業立地促進条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

 都城市企業立地促進条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

 

   令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 
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   都城市企業立地促進条例の一部を改正する条例 

 都城市企業立地促進条例（平成18年条例第207号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当

該各号に定めるところによる。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当

該各号に定めるところによる。 

(１) 工場 日本標準産業分類（平成25年総務省告示第405

号。以下「分類表」という。）に規定する製造業に供する施

設（分類表に規定する清涼飲料製造業のうち、ミネラルウォ

ーター製造業及び炭酸水製造業を除く。）をいう。ただし、

工場敷地内にある農業施設（施設内で環境（光、温度、湿

度、二酸化炭素濃度、養分、水分等）を制御して栽培を行う

施設のうち、環境及び生育のモニタリングを基礎として、高

度な環境制御を行うことにより、野菜、きのこ等の周年・計

画生産が可能な植物工場等の施設に限る。）が当該製造業に

関連する場合と市長が認める場合は、工場とみなす。 

(１) 工場 日本標準産業分類（令和５年総務省告示第256

号。以下「分類表」という。）に規定する製造業に供する施

設（分類表に規定する清涼飲料製造業のうち、ミネラルウォ

ーター製造業及び炭酸水製造業を除く。）をいう。ただし、

工場敷地内にある農業施設（施設内で環境（光、温度、湿

度、二酸化炭素濃度、養分、水分等）を制御して栽培を行う

施設のうち、環境及び生育のモニタリングを基礎として、高

度な環境制御を行うことにより、野菜、きのこ等の周年・計

画生産が可能な植物工場等の施設に限る。）が当該製造業に

関連すると市長が認める場合は、工場とみなす。 

(２)～(22) （略） (２)～(22) （略）  

 （奨励措置の適用）  （奨励措置の適用） 

第４条 市長は、前条第２項第１号アからカまでに掲げる要件を

満たす指定事業者及び立地支援企業（立地支援企業にあって

は、雇用増加要件は指定事業者が満たす場合に限る。）に対し

て次に掲げる奨励措置を行うことができる。 

 

 (１)～(７) （略） 

第４条 市長は、前条第２項第１号アからカまでに掲げる要件を

満たす指定事業者及び立地支援企業（立地支援企業にあって

は、雇用増加要件は指定事業者が満たす場合に限る。）に対し

て次に掲げる奨励措置を行うことができる。ただし、市税の滞

納がない場合に限る。 

 (１)～(７) （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

別表第１（第５条関係） 別表第１（第５条関係） 

-
2
2
5
-



奨 励 措

置 の 種

類 

要件 内容 限度額 

固 定 資

産 税 の

免除 

 （略） 設置した工場等が

操業を開始した日

以後において、新

たに固定資産税を

課することになる

年度から３年間に

ついて、地方税法

（昭和25年法律第

22 6号）第６条第

１ 項 の 規 定 に よ

り、固定資産税を

免 除 す る 。 た だ

し、都城市地域経

済牽引事業の促進

のための固定資産

税の課税免除に関

する条例（平成30

年条例第22号）第

２条及び都城市過

疎地域における固

定資産税の課税免

除 に 関 す る 条 例

（令和３年条例第

30号）第３条によ

る固定資産税の課

税免除を受けよう

 （略） 

奨 励 措

置 の 種

類 

要件 内容 限度額 

固 定 資

産 税 の

免除 

 （略） 設置した工場等が

操業を開始し、第

３条第２項第１号

に定める要件を満

たした日以後最初

の１月１日を賦課

期日とする年度か

ら３年度分に限り

、地方税法（昭和

25年法律第 22 6号

）第６条第１項の

規定により、設置

した工場等の用に

供する家屋及び償

却資産並びに家屋

の建築面積に相当

する土地に対して

課する固定資産税

を免除する。ただ

し、都城市地域経

済牽引事業の促進

のための固定資産

税の課税免除に関

する条例（平成30

年条例第22号）第

２条及び都城市過

 （略） 
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  とする家屋及び償

却資産並びにこれ

らの敷地である土

地については、適

用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇 用 奨

励 金 の

交付 

第４条第１項に該

当 す る 者 。 た だ

し、設置した工場

等において、雇用

奨励金交付の申請

時に、雇用する労

働者の数に障害者

の雇用の促進等に

関する法律第43条

第２項に規定する

障害者雇用率を乗

じて得た数以上の

障害者を雇用して

いる指定事業者に

限る。 

次に掲げる額を交

付するものとし、

交付の回数は、設

置した１工場等に

つき規則で定める

適用申請の区分ご

とに１回に限る。 

 ( １ ) ・ ( ２ )  

（略） 

 (３) 前号の規

定にかかわら

ず、規則で定

める区域に情

報サービス施

設を設置する

場合は、80万

円を限度とし

 （略） 

  疎地域における固

定資産税の課税免

除に関する条例（

令和３年条例第30

号）第３条による

固定資産税の課税

免除を受けようと

する家屋及び償却

資産並びにこれら

の敷地である土地

については、適用

しない。 

 

雇 用 奨

励 金 の

交付 

第４条第１項に該

当する者 

次に掲げる額を交

付するものとし、

交付の回数は、設

置した１工場等に

つき規則で定める

適用申請の区分ご

とに１回に限る。 

 ( １ ) ・ ( ２ )  

（略） 

 (３) 前号の規

定にかかわら

ず、規則で定

める区域に情

報サービス施

設を設置する

場合は、80万

円を限度とし

 （略） 
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て規則で定め

る額。 

(４) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  て規則で定める

 額 

(４) （略） 

(５) 前各号の

規定にかかわ

らず、指定事

業者が設置し

た工場等にお

いて、雇用奨

励金交付の申

請時に雇用す

る障害者の数

が、雇用する

労働者の数に

障害者の雇用

の促進等に関

する法律第43

条第２項に規

定する障害者

雇用率を乗じ

て得た数（そ

の数に１人未

満の端数があ

るときは、そ

の端数は、切

り捨てる。）

に満たない場

合は、前各号

の規定に基づ

 

-
2
2
8
-



   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工 場 等

用 地 取

得 補 助

金 の 交

付 

第４条第１項及び

次の各号のいずれ

かに該当する者 

 (１) 工場等の

設置に伴って

1 , 0 0 0平 方 メ

ートル以上の

土 地 を 取 得

し、その土地

を取得した日

の翌日から起

算して３年を

超えない期間

内に操業を開

始した指定事

業者 

 

 

 （略）  （略） 

  き算出 した合

計額に 規則で

定める 数を乗

じて得 た額と

す る 。 た だ

し、当 該額に

１万円 未満の

端数が あると

きは、 これを

切り捨 てた額

とする。 

 

工 場 等

用 地 取

得 補 助

金 の 交

付 

第４条第１項及び

次の各号のいずれ

かに該当する者 

 (１) 工場等の

設置に伴って

1 , 0 0 0平 方 メ

ー ト ル 以 上

（ただし、情

報サービス施

設の設置に伴

う場合は、こ

の 限 り で な

い。次号にお

いて同じ。）

の土地を取得

し、その土地

を取得した日

の翌日から起 

 （略）  （略） 

-
2
2
9
-



  

 

 

 

 (２) 工場等の

設置に伴って 

 

   1 , 0 0 0平方メ

ートル以上の

土 地 を 取 得

し、その土地

を取得した日

の翌日から起

算して３年を

超えない期間

内に操業した

指定事業者に

用地を賃貸す

る立地支援企

業 

 

 （略） 
 

 算して３年を

超えない期間

内に着工した

指定事業 

(２) 工場等の

設置に伴って 

  

   1 , 0 0 0平方メ

ートル以上の

土 地 を 取 得

し、その土地

を取得した日

の翌日から起

算して３年を

超えない期間

内に着工した

指定事業者に

用地を賃貸す

る立地支援企

業 

  

 （略） 
 

備考 （略）  備考 （略） 

別表第２（第５条関係） 別表第２（第５条関係） 

奨 励 措

置 の 種

類 

要件 内容 限度額 

固 定 資

産 税 の

免除 

 （略） 設置した工場等が

操業を開始した日

以後において、新

たに固定資産税を

 （略） 

奨 励 措

置 の 種

類 

要件 内容 限度額 

固 定 資

産 税 の

免除 

 （略） 設置した工場等が

操業を開始し、条

例第３条第２項に

定める要件を満た

 （略） 

-
2
3
0
-



  課することになる

年度から３年間に

ついて、地方税法

第６条第１項の規

定により、固定資

産税（償却資産に

関 す る 部 分 に 限

る 。 ） を 免 除 す

る。ただし、都城

市地域経済牽引事

業の促進のための

固定資産税の課税

免除に関する条例

第２条及び都城市

過疎地域における

固定資産税の課税

免除に関する条例

第３条による固定

資産税の課税免除

を受けようとする

償却資産について

は、適用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

   した日以後最初の

１月１日を賦課期

日とする年度から

３年度分に限り、

地方税法第６条第

１ 項 の 規 定 に よ

り、設置した工場

等の用に供する家

屋及び償却資産並

びに家屋の建築面

積に相当する土地

に対して課する固

定資産税（償却資

産に関する部分に

限る。）を免除す

る。ただし、都城

市地域経済牽引事

業の促進のための

固定資産税の課税

免除に関する条例

第２条及び都城市

過疎地域における

固定資産税の課税

免除に関する条例

第３条による固定

資産税の課税免除

を受けようとする

償却資産について

は、適用しない。 

 

-
2
3
1
-



    

雇 用 奨

励 金 の

交付 

第４条第１項に該

当し、かつ、設置

した工場、流通施

設又は卸売施設に

おいて、雇用奨励

金 交 付 の 申 請 時

に、雇用する労働

者の数に障害者の

雇用の促進等に関

する法律第43条第

２項に規定する障

害者雇用率を乗じ

て得た数以上の障

害者を雇用してい

る者。ただし、移

設を除く。 

次に掲げる額を交

付するものとし、

交付の回数は、設

置した１工場、１

流通施設又は１卸

売施設につき規則

で定める適用申請

の区分ごとに１回

に限る。 

( １ ) ・ ( ２ )   

（略） 

 

 （略） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

雇 用 奨

励 金 の

交付 

第４条第１項に該

当 す る 者 。 た だ

し、移設を除く。 

次に掲げる額を交

付するものとし、

交付の回数は、設

置した１工場、１

流通施設又は１卸

売施設につき規則

で定める適用申請

の区分ごとに１回

に限る。 

( １ ) ・ ( ２ )   

（略） 

(３) 前２号の規

定 に か か わ ら

ず、指定事業者

が設置した工場

等において、雇

用奨励金交付の

申請時に雇用す

る 障 害 者 の 数

が、雇用する労

働者の数に障害

者の雇用の促進

等に関する法律

第43条第２項に

規定する障害者

雇用率を乗じて

得た数（その数

に１人未満の端

 （略） 

-
2
3
2
-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 （略） 
 

  数 が あ る と き

は 、 そ の 端 数

は 、 切 り 捨 て

る。）に満たな

い場合は、前各

号の規定に基づ

き算出した合計

額に規則で定め

る数を乗じて得

た額とする。た

だし、当該額に

１万円未満の端

数 が あ る と き

は、これを切り

捨 て た 額 と す

る。 

 

 （略） 
 

  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前に指定事業者の申請及び立地支援企業の届出をした者に対する奨励措置については、なお従前の例による。 

-
2
3
3
-
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議案第３９号関係資料 

条例の制定・改廃等に関する資料 

   【担当課：商工部企業立地課】 

条例名 都城市企業立地促進条例の一部を改正する条例 

制定改廃区分 □ 新規制定  ■ 一部改正  □ 全部改正  □ 廃止 

施行予定日 令和７年４月１日 制定年月 平成 18 年１月 

制定改廃の 

目的・背景 

企業立地促進を目的とし、奨励措置の要件等を見直すため、所要の改正を行うも

の。 

条例案の概要 

（制定理由・ 

 主な改正点） 

（１）雇用奨励金における障害者雇用の要件の改正 

設置した工場等において、法定雇用率に満たないものの、一定の障害者雇用を行

っている指定事業者について、法定雇用率の達成度に応じた雇用奨励金の交付をで

きるように改正する。 

 

（２）工場等用地取得補助金における要件の改正 

 指定事業者が用地取得後、操業を開始するまでの期間が長期にわたる場合もある

ため、一定期間内での操業開始ではなく、着工を要件に改正する。 

 併せて、「1,000 ㎡以上の土地」という制限について、情報サービス施設等の事

業所用地取得にも対応できるように改正する。 

 

（３）固定資産税免除の対象及び適用時期の明確化 

 固定資産税免除の対象及び適用時期について明確にするため改正する。 

 

（４）その他文言の修正 

関係する法令 

及びその条項 

なし 

制定改廃を要す

る関係条例等 

なし 

備考  
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議案第４０号 

 

 

   工事請負契約の締結について 

 

 

Ｒ６企工第６号 工業団地造成事業 都城インター工業団地高木北地区（３－２

工区）造成等工事の施行に伴い、次のとおり工事請負契約を締結することについて、

地方自治法第９６条第１項並びに都城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例第２条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

   令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

 

 

１ 契 約 の 目 的  Ｒ６企工第６号 工業団地造成事業 

都城インター工業団地高木北地区（３－２工区）造成等工事 

 

２ 契 約 の 方 法  一般競争入札 

 

３ 契 約 の 金 額  ８３４，１３０，０００円 

 

４ 契約の相手方  丸昭・徳満・南星 特定建設工事共同企業体 

          代表者 都城市山田町山田２１１２番地３ 

株式会社 丸昭建設 
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議案第４０号関係資料 

 

Ｒ６企工第６号 工業団地造成事業 

都城インター工業団地高木北地区（３－２工区）造成等工事 

 

１ 工事概要 

・開発区域     Ａ＝84,146 ㎡ 

・造成工 切土  Ｖ＝5,011 ㎥ 

・造成工 盛土  Ｖ＝212,676 ㎥ 

・道路築造工   Ｎ＝一式   ・調整池工    Ｎ＝一式 

・緑地工     Ｎ＝一式   ・防災施設工   Ｎ＝一式 

・撤去工     Ｎ＝一式   ・敷地境界工   Ｎ＝一式 

・仮設工     Ｎ＝一式   ・旧河川護岸撤去 Ｎ＝一式 

・農業用配水管工 Ｎ＝一式 

 

２ 予定価格  ８４２，６４７，３００円（消費税及び地方消費税込み） 

７６６，０４３，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

３ 落札価格  ８３４，１３０，０００円（消費税及び地方消費税込み） 

７５８，３００，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

４ 落 札 率  ９８．９８％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-238-



５ 入札参加業者及び入札結果 

入札参加業者 第１回入札金額（円） 摘要 

丸昭・徳満・南星 特定建設工事共同企業体 

（４５：３５：２０） 
758,300,000 落札 

大淀・都北・福永 特定建設工事共同企業体 

（５０：３０：２０） 
759,900,000  

桜木・丸宮・坂元 特定建設工事共同企業体 

（５０：３０：２０） 
766,000,000  

𠮷原・木場・上村 特定建設工事共同企業体 

（５０：３０：２０） 
辞退  

備考 入札金額は、消費税及び地方消費税抜きの金額である。 
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議案第４１号 

 

 

   工事請負契約の締結について 

 

 

Ｒ６企工第５号 工業団地造成事業 都城インター工業団地高木北地区（３－１

工区）造成等工事の施行に伴い、次のとおり工事請負契約を締結することについて、

地方自治法第９６条第１項並びに都城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例第２条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

   令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

 

 

１ 契 約 の 目 的  Ｒ６企工第５号 工業団地造成事業 

都城インター工業団地高木北地区（３－１工区）造成等工事 

 

２ 契 約 の 方 法  一般競争入札 

 

３ 契 約 の 金 額  ６７５，６２０，０００円 

 

４ 契約の相手方  大淀・都北・福永 特定建設工事共同企業体 

          代表者 都城市上長飯町５４２７番地１ 

大淀開発 株式会社 
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議案第４１号関係資料 

 

Ｒ６企工第５号 工業団地造成事業 

都城インター工業団地高木北地区（３－１工区）造成等工事 

 

１ 工事概要 

・開発区域     Ａ＝60,878 ㎡ 

・造成工 盛土  Ｖ＝171,245 ㎥ 

・道路築造工   Ｎ＝一式   ・消防水利工   Ｎ＝一式 

・地区外道路工  Ｎ＝一式   ・緑地工     Ｎ＝一式 

・防災施設工   Ｎ＝一式   ・撤去工     Ｎ＝一式 

・旧河道護岸撤去 Ｎ＝一式   ・仮設工     Ｎ＝一式 

 

２ 予定価格  ６８１，１２２，２００円（消費税及び地方消費税込み） 

６１９，２０２，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

３ 落札価格  ６７５，６２０，０００円（消費税及び地方消費税込み） 

６１４，２００，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

４ 落 札 率  ９９．１９％ 

 

５ 入札参加業者及び入札結果 

入札参加業者 第１回入札金額（円） 摘要 

大淀・都北・福永 特定建設工事共同企業体 

（５０：３０：２０） 
614,200,000 落札 

桜木・丸宮・坂元 特定建設工事共同企業体 

（５０：３０：２０） 
619,000,000  

𠮷原・木場・上村 特定建設工事共同企業体 

（５０：３０：２０） 
辞退  

備考 入札金額は、消費税及び地方消費税抜きの金額である。 
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議案第４２号 

 

 

   工事請負契約の締結について 

 

 

Ｒ６企工第２号 工業団地造成事業 都城インター工業団地高木北地区（２工

区）造成等工事の施行に伴い、次のとおり工事請負契約を締結することについて、

地方自治法第９６条第１項並びに都城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例第２条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

   令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

 

 

１ 契 約 の 目 的  Ｒ６企工第２号 工業団地造成事業 

都城インター工業団地高木北地区（２工区）造成等工事 

 

２ 契 約 の 方 法  一般競争入札 

 

３ 契 約 の 金 額  ６５９，１２０，０００円 

 

４ 契約の相手方  𠮷原・木場・上村 特定建設工事共同企業体 

          代表者 都城市中原町３２街区１号 

𠮷原建設 株式会社 
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議案第４２号関係資料 

 

Ｒ６企工第２号 工業団地造成事業 

都城インター工業団地高木北地区（２工区）造成等工事 

 

１ 工事概要 

・開発区域     Ａ＝52,906 ㎡ 

・造成工 切土  Ｖ＝2,020 ㎥ ・造成工 盛土  Ｖ＝76,599 ㎥ 

・道路築造工   Ｎ＝一式   ・雨水排水工   Ｎ＝一式 

・調整池工    Ｎ＝一式   ・緑地工     Ｎ＝一式 

・防災施設工   Ｎ＝一式   ・消防水利工   Ｎ＝一式 

・撤去工     Ｎ＝一式   ・敷地境界工   Ｎ＝一式 

・仮設工     Ｎ＝一式   ・地区外道路工  Ｎ＝一式 

・市道改良工   Ｎ＝一式   ・旧河川護岸撤去 Ｎ＝一式    

 

２ 予定価格  ６６５，８２６，７００円（消費税及び地方消費税込み） 

６０５，２９７，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

３ 落札価格  ６５９，１２０，０００円（消費税及び地方消費税込み） 

５９９，２００，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

４ 落 札 率  ９８．９９％ 

 

５ 入札参加業者及び入札結果 

入札参加業者 第１回入札金額（円） 摘要 

𠮷原・木場・上村 特定建設工事共同企業体 

（５０：３０：２０） 
599,200,000 落札 

桜木・丸宮・坂元 特定建設工事共同企業体 

（５０：３０：２０） 
605,000,000  

備考 入札金額は、消費税及び地方消費税抜きの金額である。 
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議案第４３号 

 

 

議決事項の変更について 

 

 

令和５年１２月１８日に議決された議案第１３７号「工事請負契約の締結につい

て」の一部を下記のとおり変更する。 

 

 

令和７年２月２０日提出 

 

都城市長 池 田 宜 永 

 

記 

 

 契約の金額を次のように改める。 

 

３ 契約の金額   ６２７，２２９，９００円 
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議案第４３号関係資料 

 

議案第１３７号 

 

 

   工事請負契約の締結について 

 

 

社会資本整備総合交付金事業 山之口運動公園東側（北工区）外構工事の施行に

伴い、次のとおり工事請負契約を締結することについて、地方自治法第９６条第１

項並びに都城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第

２条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

   令和５年１１月２９日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

 

 

１ 契 約 の 目 的   社会資本整備総合交付金事業 山之口運動公園東側（北

工区）外構工事 

 

２ 契 約 の 方 法   一般競争入札 

 

３ 契 約 の 金 額   ５８２，７０３，０００円 

 

４ 契約の相手方   大淀・都北・清水 特定建設工事共同企業体 

           代表者 都城市上長飯町５４２７番地１ 

大淀開発 株式会社 
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社会資本整備総合交付金事業 山之口運動公園東側（北工区）外構工事 

 

１ 工事概要  土工     Ｎ＝１式 

排水工    Ｎ＝１式 

路側工    Ｎ＝１式 

舗装工    Ａ＝20,569.0 ㎡ 

区画線工   Ｌ＝ 1,047.9ｍ 

防護柵工   Ｎ＝１式 

公園施設工  Ｎ＝１式 

構造物取壊工 Ｎ＝１式 

復旧工    Ｎ＝１式 

サイン工   Ｎ＝１７基 

 

２ 予定価格  ５９４，５９８，４００円（消費税及び地方消費税込み） 

５４０，５４４，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

３ 落札価格  ５８２，７０３，０００円（消費税及び地方消費税込み） 

５２９，７３０，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

４ 落 札 率  ９７．９９％ 

 

５ 入札参加業者及び入札結果  

入札参加業者 第１回入札金額（円） 摘要 

大淀・都北・清水 特定建設工事共同企業体 

（４５：３５：２０） 
529,730,000 落札 

徳満・丸昭・南星 特定建設工事共同企業体 

（４０：３０：３０） 
534,000,000  

備考 入札金額は、消費税及び地方消費税抜きの金額である。 
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専決第６０号 

 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、議会の議決により指定された工事

の変更契約の締結について、次のとおり専決処分する。 

 

令和７年１月１４日専決 

 

都城市長 池 田 宜 永 

 

議決年月日 令和５年１２月１８日（令和５年議案第１３７号） 

工 事 件 名 
社会資本整備総合交付金事業 

山之口運動公園東側（北工区）外構工事 

相 手 方 大淀・都北・清水 特定建設工事共同企業体 

変 更 事 項 契約金額 

議決のあった契約金額 ５８２，７０３，０００円 

今回変更後の契約金額 ５８２，８２０，７００円 

議決金額からの増減額 
１１７，７００円 増額 

（増減率０．０２％増） 

変 更 理 由 

次の理由により、契約金額の変更を行うもの。 

・現場発生土の一部について、搬出先の変更に伴う増額変更。 

・主競技場北側の電柱及び支柱の目隠しとして、植栽帯及びベンチを追加

し増額するもの。 

・体育館改修工事の影響範囲となる舗装について、一部施工減により減額

するもの。 

・その他、施工の実施に合わせ数量の増減等により減額するもの。 

（文書取扱 総務部契約課） 
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１ 変更理由 

  工事請負契約約款第25条第６項(インフレスライド条項)に基づく請負代金額の

変更をおこなうもの。 

   

２ 変更内訳 

工 種 変更内容 追加費用額（円） 

    － インフレスライド ４０，３７２，０００ 

   

合計（税抜） ４０，３７２，０００ 

消費税及び地方消費税額 ４，０３７，２００ 

追加費用総計 ４４，４０９，２００ 

 

  スライド額の算定（増額スライドの場合） 

Ｓ＝[P2－P1－（P1×１／１００）] 

Ｓ＝スライド額 

P1＝変動前残工事請負代金額 

P2＝変動後残工事請負代金額 

 

３ 変更後の契約金額 

  現在の契約金額     ５８２，８２０，７００円 

  追加費用額        ４４，４０９，２００円 

  変更後の契約金額    ６２７，２２９，９００円 
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議案第４４号 

 

 

   財産の取得について 

 

 

次のとおり事業用大型天体望遠鏡及び附帯機材を取得することについて、地方自

治法第９６条第１項並びに都城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処

分に関する条例第３条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永  

 

 

１ 取 得 財 産   事業用大型天体望遠鏡及び附帯機材 

 

２ 数    量   一式 

 

３ 契 約 の 方 法   随意契約 

 

４ 取 得 金 額   ４４，９２２，９００円 

 

５ 契約の相手方   富山県富山市月岡町６－１３３８ 

           株式会社 エルデ光器 
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議案第４４号関係資料 

 

１ 取得財産  事業用大型天体望遠鏡及び附帯機材 

 

２ 数  量  一式 

 

３ 契約金額  ４４，９２２，９００円（消費税及び地方消費税込み） 

        ４０，８３９，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

４ 契約相手の選定理由 

  たちばな天文台については、令和７年度からリニューアル工事を実施するに当 

たり、来館者が天体を観察する際に使用する大型天体望遠鏡を更新する予定であ 

る。 

  今回、随意契約で調達する大型天体望遠鏡は、令和元年製の中古品であるが、 

天文台等の業務で使用されたものではないため、使用頻度も比較的少なく、状態 

が良い。また、大型天体望遠鏡の心臓とも言える鏡の性能も良く、一般の来館者 

のみならず、天文に詳しい者にも満足いただけるような、高崎町の星像が届けら 

れる見込みである。 

  新品の大型天体望遠鏡は非常に高額である一方、新品に比べ安価な中古の大型 

天体望遠鏡の流通数は少なく、当該望遠鏡のように状態の良い大型天体望遠鏡は

珍しいことから、当該望遠鏡を取り扱っている、株式会社エルデ光器を契約の相

手方とするものである。 
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議案第４５号 

 

 

   財産の取得について 

 

 

次のとおり真空冷却機を取得することについて、地方自治法第９６条第１項並び

に都城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の

規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永  

 

 

１ 取 得 財 産   真空冷却機  

 

２ 数    量   ２台 

 

３ 契 約 の 方 法   随意契約 

 

４ 取 得 金 額   ２８，８２０，０００円 

 

５ 契約の相手方   都城市若葉町５４号７番地東ビル５０５号室 

           株式会社都城アイホー  

-253-



議案第４５号関係資料 

 

１ 取得財産  真空冷却機 

 

２ 数  量  ２台 

 

３ 契約金額  ２８，８２０，０００円（消費税及び地方消費税込み） 

        ２６，２００，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

４ 契約相手の選定理由 

今回取得する真空冷却機は、都城学校給食センターの和え物室に設置するもの

である。 

和え物調理をする際は、使用する食材をパレットに乗せ、専用のカートで蒸し

器に入れて加熱した後、パレットに触れることなくカートを真空冷却機に移動し

冷却するという、一連の作業動線によって行う必要がある。 

  しかしながら、蒸し器と真空冷却機で使用している専用カートは、現在使用し

ている株式会社アイホー製の真空冷却機以外のものと互換性がないため、他社製

の真空冷却機を導入した場合には、蒸し器の更新も必要となる。 

さらに、真空冷却機に通じる蒸気配管は、同社製真空冷却機専用となっている

ため、他社製の真空冷却機を導入した場合には、配管の交換等が発生する可能性

が高く、結果として大幅なコストの増加及び工期の延長が見込まれる。 

  以上の理由から同社製品の市内唯一の取扱業者である株式会社都城アイホーを

契約の相手方とするものである。 
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議案第４６号 

 

 

   財産の取得について(追認) 

 

 

次のとおり平成２７年度小学校教師用教科書及び指導書を取得したことについて、

地方自治法第９６条第１項並びに都城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例第３条の規定に基づき、議会の追認を求める。 

 

 

令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永  

 

 

１ 取 得 財 産   平成２７年度小学校教師用教科書及び指導書 

 

２ 数 量   小学校教師用教科書２，０５８冊 

           小学校教師用指導書２，４５６冊 

 

３ 契 約 の 方 法   随意契約 

 

４ 取 得 金 額   ３０，８３０，１８０円 

 

５ 契約の相手方   都城市中原町１９街区３号 

           田中書店 株式会社 

           代表取締役 田中 義久 
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議案第４６号関係資料 

 

１ 取得財産  平成２７年度小学校教師用教科書及び指導書 

 

２ 数  量  小学校教師用教科書２，０５８冊 

        小学校教師用指導書２，４５６冊 

 

３ 購入価格  ３０，８３０，１８０円（消費税及び地方消費税込み） 

        ２８，５９６，５６７円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

４ 契約相手の選定理由 

 教科書の発行者は、各学校まで確実に教科書を供給することが事実上困難なため、

教科書供給業者と契約を結んで供給を行っている。教科書供給業者は、各都道府県

におおむね１か所ずつあり、宮崎県における教科書供給業者は宮崎県教科図書販売

株式会社である。 

田中書店 株式会社は、供給業務を完遂するための条件を具備する書店として宮

崎県教科図書販売株式会社から都城市管内の教科書取扱書店６者のうちの１者とし

て指定されている。 

これまでの取扱実績及び経営規模感等を考慮し、また、業務の性質上短期間での

納品が必要であり、その対応が可能であった田中書店 株式会社を契約相手方とし

たもの。 
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議案第４７号 

 

 

   財産の取得について(追認) 

 

 

次のとおり令和２年度小学校教師用教科書及び指導書を取得したことについて、

地方自治法第９６条第１項並びに都城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例第３条の規定に基づき、議会の追認を求める。 

 

 

令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永  

 

 

１ 取 得 財 産   令和２年度小学校教師用教科書及び指導書 

 

２ 数 量   小学校教師用教科書２，０１７冊 

           小学校教師用指導書２，３２４冊 

 

３ 契 約 の 方 法   随意契約 

 

４ 取 得 金 額   ４５，３８１，９２０円 

 

５ 契約の相手方   都城市上町６街区８号 

           有限会社 都城金海堂 

           代表取締役 中村 吉寛 
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議案第４７号関係資料 

 

１ 取得財産  令和２年度小学校教師用教科書及び指導書 

 

２ 数  量  小学校教師用教科書２，０１７冊 

        小学校教師用指導書２，３２４冊 

 

３ 購入価格  ４５，３８１，９２０円（消費税及び地方消費税込み） 

        ４１，３２８，９９４円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

４ 契約相手の選定理由 

 教科書の発行者は、各学校まで確実に教科書を供給することが事実上困難なため、

教科書供給業者と契約を結んで供給を行っている。教科書供給業者は、各都道府県

におおむね１か所ずつあり、宮崎県における教科書供給業者は宮崎県教科図書販売

株式会社である。 

有限会社 都城金海堂は、供給業務を完遂するための条件を具備する書店として

宮崎県教科図書販売株式会社から都城市管内の教科書取扱書店３者のうちの１者と

して指定されている。 

これまでの取扱実績及び経営規模感等を考慮し、また、業務の性質上短期間での

納品が必要であり、その対応が可能であった有限会社 都城金海堂を契約相手方と

したもの。 
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議案第４８号 

 

 

   財産の取得について(追認) 

 

 

次のとおり令和２年度小学校教師用教科書及び指導書を取得したことについて、

地方自治法第９６条第１項並びに都城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例第３条の規定に基づき、議会の追認を求める。 

 

 

令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永  

 

 

１ 取 得 財 産   令和２年度小学校教師用教科書及び指導書 

 

２ 数 量   小学校教師用教科書２，９４２冊 

           小学校教師用指導書３，２４５冊 

 

３ 契 約 の 方 法   随意契約 

 

４ 取 得 金 額   ６５，０４０，４３０円 

 

５ 契約の相手方   都城市中原町１９街区３号 

           田中書店 株式会社 

           代表取締役 田中 義久 
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議案第４８号関係資料 

 

１ 取得財産  令和２年度小学校教師用教科書及び指導書 

 

２ 数  量  小学校教師用教科書２，９４２冊 

        小学校教師用指導書３，２４５冊 

 

３ 購入価格  ６５，０４０，４３０円（消費税及び地方消費税込み） 

        ５９，２３４，０４３円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

４ 契約相手の選定理由 

 教科書の発行者は、各学校まで確実に教科書を供給することが事実上困難なため、

教科書供給業者と契約を結んで供給を行っている。教科書供給業者は、各都道府県

におおむね１か所ずつあり、宮崎県における教科書供給業者は宮崎県教科図書販売

株式会社である。 

田中書店 株式会社は、供給業務を完遂するための条件を具備する書店として宮

崎県教科図書販売株式会社から都城市管内の教科書取扱書店３者のうちの１者とし

て指定されている。 

これまでの取扱実績及び経営規模感等を考慮し、また、業務の性質上短期間での

納品が必要であり、その対応が可能であった田中書店 株式会社を契約相手方とし

たもの。 
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議案第４９号 

 

 

   財産の取得について(追認) 

 

 

次のとおり令和６年度小学校教師用教科書及び指導書を取得したことについて、

地方自治法第９６条第１項並びに都城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例第３条の規定に基づき、議会の追認を求める。 

 

 

令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永  

 

 

１ 取 得 財 産   令和６年度小学校教師用教科書及び指導書 

 

２ 数 量   小学校教師用教科書１，６５２冊 

           小学校教師用指導書１，４０４冊 

 

３ 契 約 の 方 法   随意契約 

 

４ 取 得 金 額   ４０，０４６，８７７円 

 

５ 契約の相手方   都城市上町６街区８号 

           有限会社 都城金海堂 

           代表取締役 中村 吉寛 
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議案第４９号関係資料 

 

１ 取得財産  令和６年度小学校教師用教科書及び指導書 

 

２ 数  量  小学校教師用教科書１，６５２冊 

        小学校教師用指導書１，４０４冊 

 

３ 購入価格  ４０，０４６，８７７円（消費税及び地方消費税込み） 

        ３６，４６７，３４４円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

４ 契約相手の選定理由 

 教科書の発行者は、各学校まで確実に教科書を供給することが事実上困難なため、

教科書供給業者と契約を結んで供給を行っている。教科書供給業者は、各都道府県

におおむね１か所ずつあり、宮崎県における教科書供給業者は宮崎県教科図書販売

株式会社である。 

有限会社 都城金海堂は、供給業務を完遂するための条件を具備する書店として

宮崎県教科図書販売株式会社から都城市管内の教科書取扱書店３者のうちの１者と

して指定されている。 

これまでの取扱実績及び経営規模感等を考慮し、また、業務の性質上短期間での

納品が必要であり、その対応が可能であった有限会社 都城金海堂を契約相手方と

したもの。 
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議案第５０号 

 

 

   財産の取得について(追認) 

 

 

次のとおり令和６年度小学校教師用教科書及び指導書を取得したことについて、

地方自治法第９６条第１項並びに都城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例第３条の規定に基づき、議会の追認を求める。 

 

 

令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永  

 

 

１ 取 得 財 産   令和６年度小学校教師用教科書及び指導書 

 

２ 数 量   小学校教師用教科書２，７８４冊 

           小学校教師用指導書２，０７６冊 

 

３ 契 約 の 方 法   随意契約 

 

４ 取 得 金 額   ５５，６２６，１８５円 

 

５ 契約の相手方   都城市中原町１９街区３号 

           田中書店 株式会社 

           代表取締役 田中 義久 
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議案第５０号関係資料 

 

１ 取得財産  令和６年度小学校教師用教科書及び指導書 

 

２ 数  量  小学校教師用教科書２，７８４冊 

        小学校教師用指導書２，０７６冊 

 

３ 購入価格  ５５，６２６，１８５円（消費税及び地方消費税込み） 

        ５０，６７５，１９０円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

４ 契約相手の選定理由 

 教科書の発行者は、各学校まで確実に教科書を供給することが事実上困難なため、

教科書供給業者と契約を結んで供給を行っている。教科書供給業者は、各都道府県

におおむね１か所ずつあり、宮崎県における教科書供給業者は宮崎県教科図書販売

株式会社である。 

田中書店 株式会社は、供給業務を完遂するための条件を具備する書店として宮

崎県教科図書販売株式会社から都城市管内の教科書取扱書店３者のうちの１者とし

て指定されている。 

これまでの取扱実績及び経営規模感等を考慮し、また、業務の性質上短期間での

納品が必要であり、その対応が可能であった田中書店 株式会社を契約相手方とし

たもの。 
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議案第５１号 

 

 

   三股町との定住自立圏の形成に関する変更協定の締結について 

 

 

 三股町と別紙のとおり定住自立圏の形成に関する変更協定を締結することについ

て、地方自治法第９６条第２項の規定に基づき議会の議決すべき事件を定める条例

の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

   令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池田 宜永 
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議案第５２号 

 

 

   鹿児島県曽於市との定住自立圏の形成に関する変更協定の締結について 

 

 

 鹿児島県曽於市と別紙のとおり定住自立圏の形成に関する変更協定を締結するこ

とについて、地方自治法第９６条第２項の規定に基づき議会の議決すべき事件を定

める条例の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

   令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池田 宜永 
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議案第５３号 

 

 

   鹿児島県志布志市との定住自立圏の形成に関する変更協定の締結について 

 

 

 鹿児島県志布志市と別紙のとおり定住自立圏の形成に関する変更協定を締結する

ことについて、地方自治法第９６条第２項の規定に基づき議会の議決すべき事件を

定める条例の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

 

   令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池田 宜永 
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-320-
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ものとする。 

 

 

                令和  年  月  日 

 

                  宮崎県都城市姫城町６街区 21 号 

               甲  都城市 

                  代表者 市長 

             

                  鹿児島県志布志市志布志町志布志二丁目 1番 1 号 

               乙  志布志市  

                  代表者 市長 
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